
（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

（目）国営公園維持管理費

（目）国営公園整備費

（目）都市公園防災事業費
補助
（目）国営公園等事業調査
費

（目）営繕宿舎費

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求

事業番号 0055

海洋政策、観光立国、国土強靱化施策、子ども・若者育
成支援、自殺対策、地球温暖化対策

29年度当初予算

11,762

7,092

2,800

150

44

21,848 0

-45

年度32

28 年度

-

26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

94 94 100 - 100

- - -

- 年度

4.5 6.4 7.7 - -

社会資本整備重点計画、公園基本計画、国営公園整備・管
理運営プログラム、インフラ長寿命化基本計画、インフラ長寿
命化計画、公園施設長寿命化計画

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

79.4 83.9

-

4,029 3,898

-

81.2 -

-

-

-

21,848

関係する計画、
通知等

達成度

3,813

-

-

年度

年度

-

4,800

-

94 94 100 - 100

100 100

目標最終年度

- - - - 10

万人

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

23,769 23,495 21,860 27,059 0

23,368 21,794

執行率（％） 99% 99% 100%

平成28年度までに国にお
ける公園施設の長寿命化
計画策定率を100%まで引き
上げる

国における公園施設の長
寿命化計画策定率

成果実績 ％

目標値

昭和４７年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

達成度

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　広域の見地から、また我が国固有の優れた文化的資産の保存・活用等を図るため、国営公園の整備及び維持管理等を行う。また、地震災害時に復旧・復
興の拠点や避難地となる防災公園の整備を推進する。

前年度から繰越し 4,712 2,771

成果実績

目標値

成果指標 単位

万人
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

1,259

26年度

23,584

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

30

22,043

28年度
中間目標

7764

単位

5,211

27年度

○直轄事業
　・国が実施する国営公園の整備及び維持管理
　・国が実施する都市公園事業に関する調査
○補助事業
　・独立行政法人都市再生機構が行う都市公園の整備を支援。（1/3、1/2）
※平成22年度より、地方公共団体が実施する都市公園等の整備に関する補助事業については、社会資本整備総合交付金へ移行。
　社会資本整備総合交付金に移行した事業のうち、都道府県及び政令市が施行する年度間、地域間の変動・偏在性が小さい事業については、平成23年度
以降、地域自主戦略交付金に移行（平成24年度をもって廃止）。

3,769

21,674

- -

▲ 5,211

国営公園の入場者数

目標値

成果指標 27年度

154

防災公園の整備により確
保された避難地の収容可
能人数

成果実績

％

国営公園等事業 担当部局庁 都市局 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負、補助

担当課室 公園緑地・景観課 課長　町田　誠

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し ▲ 2,771

計

28年度

公共事業

▲ 1,259

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

万人

30年度要求

予算
の状
況

21,983

平成32年度までに国営公
園を訪れる入園者を4，800
万人まで引き上げる

実施方法

定量的な成果目標

26年度

％

万人

達成度 ％

％

災害時の避難地となる防
災公園の整備により、平成
30年度までに約10万人の
避難地を新たに確保する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

　都市公園法第２条、第２条の３、第29条、
　古都保存法第14条、
　都市緑地法第31条、
　首都圏近郊緑地保全法第17条、
　近畿圏の保全区域の整備に関する法律第18条

主要政策・施策

一般会計

定量的な成果目標

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
平成28年度国営公園入園者数調査（国土交通省都市局調べ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

108% 106% 84%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

・第４次社会資本整備重点計画
・国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）フォローアップ

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

・独立行政法人都市再生機構第三期中期計画
・防災公園の整備に関する実績調査（国土交通省都市局調べ）



　

単位当たり
コスト

算出根拠

百万円

2,800/4.6

26年度

計算式
　百万円
　　/ha

3,888 3,891 4,160

0.9 4.4 3.8

27年度 28年度

11.1 4.4 3.8

26年度

20,745/3,888

27年度

18,759/4,160

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

3,875 3,891 4,140

237

2,633/11.1 3,474/4.4 2,837/3.8

防災公園の整備に係る執行額（百万円）
／防災公園新規供用面積（ha）

790

単位

国営公園の整備・維持管理に係る執行額（百万円）
／国営公園供用面積（ha）

単位当たり
コスト

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

747

ha

19,763/3,891

26年度 27年度 29年度活動見込

609

単位

国営公園供用面積

防災公園新規供用面積

24,065/4,199

29年度活動見込

5 5 5

活動実績

28年度

28年度

百万円

活動実績 ha

当初見込み ha

単位
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

単位当たり
コスト

ha

活動指標

計算式
　百万円
　　/ha

6

26年度 27年度 28年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

％

- -

29年度
活動見込

30年度
活動見込

-

4,199

-

-

29年度
活動見込

30年度
活動見込

- -

4.6 -

-

チェック

横断的な施策に
係る成果目標
及び成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 分類 単位 26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度

目
標
・
指
標

本事業は、CO2削減を
直接的に目的としている
事業ではないため、1tあ
たりのCO2削減コストを
算出することはできな

い。

-

成果実績 円/t-CO2 - - - - -

目標値 円/t-CO2 -

- - -

- -

達成度 ％ - - - - -

算
出
方
法

- -
う
ち

、

直
接
効
果

成果実績 円/t-CO2 - - - - -

目標値 円/t-CO2 - - - - -

達成度 -

地球温暖化対策
関係



経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績

目標値

達成度 ％

達成度 ％

施策 ７　良好で緑豊かな都市空間の形成、歴史的風土の再生等を推進する

政策 ２　良好な生活環境、自然環境の形成、バリアフリー社会の実現

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

測
定
指
標

目標年度

- 年度 32 年度

中間目標

実績値 ㎡/人 10.2

単位

1人当たり都市公園等面積

都市域における水と緑の公的空間確保量
実績値 ㎡/人

26年度
年度

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国営公園や防災公園の整備を推進し、1人当たりの都市公園等面積や都市域における水と緑の公的空間確保量を引き上げることで、良好で緑豊か
な生活環境の形成に寄与する。

- 28
定量的指標

10.3

ＫＰＩ
（第一階層）

-

- -

改革
項目

分野： -

13 13.2 -

目標値 ㎡/人 - - 14.1

年度 年度

27年度 28年度

K
P
I

(

第
一
階
層

）

成果実績

年度

-

目標値 ㎡/人

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

単位
計画開始時

28年度 29年度

年度

- -

目標値

中間目標

10.5

目標最終年度

- -

施策 １１　住宅・市街地の防災性を向上する

測
定
指
標

中間目標 目標年度

- 年度 32 年度

一定水準の防災機能を備えるオープンスペースが一箇
所以上確保された大都市の割合

実績値 ％ -

目標値 ％ - - - - 89

27年度 28年度

100

-

定量的指標 単位 26年度

79 85

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

地震災害時に復旧・復興の拠点や避難地となる防災公園の整備を推進することで、住宅・市街地の防災性の向上に寄与する。

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

100

目標値

-

政策 ９　市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護

施策 ３０　社会資本整備・管理等を効果的に推進する

測
定
指
標

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度
中間目標 目標年度

- 年度 28 年度

個別施設ごとの長寿化計画の策定率
（⑩公園（ⅰ）国）

実績値 ％ 94 94

％ - - - - 100

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度
中間目標 目標年度

- 年度 32 年度

個別施設ごとの長寿化計画の策定率
（⑩公園（ⅱ）地方公共団体）

実績値 ％ 77 84 90 -

目標値 ％ - - - - 100

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

子どもや高齢者をはじめ誰もが安全で安心して利用できる公園施設の整備等を推進することで、社会資本整備・管理等の効果的な推進に寄与する。

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

事業所管部局による点検・改善

国営公園の設置に係る費用は国の負担を原則としている
が、一の都府県の区域を超えるような広域の見地から設置
する公園については、利益を受ける地方公共団体に費用の
一部を負担して頂いている。

国
費
投
入
の
必
要
性

点検結果

有

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

活動実績は見込みと比較して、概ね達成できている。

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

公園施設長寿命化計画等に基づき更新・修繕を実施してい
る。

国営公園入場者数の平成28年度実績については、休日の
天候不良が多かったことなどから伸び悩んでいるが、目標値
の約８割を達成している。また、その他の成果実績について
も順調に推移しており、成果目標に見合ったものとなってい
る。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

国土交通省で実施している政策チェックアップ（実績評価方
式）では、当該事業に関連する施策目標について、目標年度
における施策目標の達成に向けて順調に推移していると評
価していることから、当該事業の実施は実効性も高い手段で
ある。

入札契約にあたっては、価格競争方式や総合評価方式を採
用することを基本とし、また、国営公園の維持管理業務につ
いては、より良質かつ低廉な公共サービスを実現するため、
民間事業者の創意工夫を活用した市場化テストの全面導入
に取り組んでおり、競争性の確保及びコストの縮減に努めて
いる。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

有

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

外部有識者委員会による審査を行っており、透明性、公平性
の確保を図っているため、支出先の選定は妥当である。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

国営公園は、地域の観光振興の拠点、広域的レクリエーショ
ンの拠点等として、平成28年度の入園者は約3,898万人と広
く利用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

環境省所管の自然公園等事業費は、一定区域内の土地の
権原に関係なく、その区域を公園として指定し土地の利用の
制限や一定の行為の規制等によって自然景観を保全するこ
とを主な目的としているものの、国営公園等事業は、一定区
域内の土地の権原を取得し、目的に応じた公園の形態を創
り出し一般に公開する営造物である。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

国土交通省で実施している政策チェックアップ（実績評価方
式）では、当該事業に関連する施策目標について、目標年度
における施策目標の達成に向けて順調に推移していると評
価していることから、当該事業の実施は実効性も高い手段で
ある。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

公園基本計画、国営公園整備・管理運営プログラム等に基
づき、事業を実施している。

○

改善の
方向性

引き続き、早期の全園開園や追加開園が見込まれる公園に重点化を図るとともに、計画的かつ戦略的に更新・修繕を行うこと等により開園面
積の増加に伴う予算増加の抑制を図る。

○直轄事業
１．国営公園整備
・事業効果の早期発現の観点から、早期の全園開園や追加開園が見込まれる公園について重点化を図る。
２．国営公園維持管理
・業務の効率化等により、開園面積の増加に伴う維持管理予算の増加を抑制するとともに、老朽化した公園施設の老朽化対策等について取り
組み、公園利用者の安全・安心の確保に努めている。
○補助事業
・地震災害時に避難地等となる防災公園の整備に限定を図っている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

国営公園は地域の観光振興の拠点、広域的レクリエーショ
ンの拠点等として広く利用されていることから、事業の目的
が国民や社会のニーズを反映している。

一の都府県の区域を超えるような広域の見地から、また、国
家的な記念事業として、又は我が国固有の優れた文化的資
産の保存及び活用を図るため閣議決定を経て設置される国
営公園の整備並びに管理は国が実施すべき事業である。

○

自然公園等事業0242

○

資金の流れの中間段階においても、支出先の選定にあたっ
ては、特命随意契約を除き可能な限り競争性のある契約手
法を導入している。

環境省

事業番号 事業名所管府省名

国営公園の整備にあたって、地下埋設物が発見されたこと
により、計画の変更を余儀なくされたため。



○政策評価の測定指標「１人あたり都市公園等面積」、「都市域における水と緑の公的空間確保量」、「一定水準の防災機能を備えるオープンスペースが一箇所
以上確保された大都市の割合」の平成28年度実績値については、現在集計中のため空欄としている。
○支出先上位１０者リストの中には、平成27年度以前に入札等を行ったものが含まれる。

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

行政事業レビュー推進チームの所見

平成28年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成24年度

外部有識者の所見

平成23年度

平成25年度 平成26年度 平成27年度

145

52

59

130

49

135

50



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

補助

 

直轄

都市公園の整備等 都市公園の整備

国土交通省

21,794百万円

【一般競争、総合評価等】

A.（独）都市再生機構 E.民間企業（15社）

2,837百万円 　377百万円

57百万円

多様な主体との連携による都

市公園のマネジメントに関す

る検討調査等

【企画競争】

B.都市局 F.公益法人（3法人）

114百万円 58百万円

全国的な都市公園事業の課

題、あり方について調査・検討

屋上緑化・壁面緑化等に関す

る実績分析等調査等

【一般競争、企画競争】

G.民間企業（5社）

【再委託】

【随意契約】

C.地方整備局（8局） H.地方公共団体（39団体）

18,810百万円 196百万円

国営公園の整備等
公共用地の取得、上下水道料

金等

【一般競争、総合評価等】

I.民間企業（486社）

10,869百万円

工事、調査、設計業務、公園

管理にかかる業務委託等

【随意契約】

J.独立行政法人（2法人） O.公益法人（6法人）

108百万円 54百万円

埋蔵文化財調査委託等 花壇草花・草花管理作業等

L.個人（30名） Q.NPO法人（8法人）

【国庫債務負担行為等】 【再委託】

K.公益法人（68法人） P.民間企業（561社）

7,392百万円 1,809百万円

公園管理にかかる業務委託

等
公園内の植物管理業務等

【随意契約】 【再委託】

D.国土技術政策総合研究所 M.公益法人（1法人）

245百万円 65百万円

用地取得等 水田・畑管理委託業務等

【簡易公募型プロポーザルに

準ずる方式】

24百万円

伝統技術と地域資源を活かし

たまちづくりの効果に関する

調査業務等

33百万円 9百万円

都市公園事業における諸課題

のうち、特に技術基準等につ

いて調査研究

都市の防災・減災に資する公

園緑地の計画設計・管理運営

手法に関する調査

【簡易公募型プロポーザルに

準ずる方式】

N.民間企業（3社）



　

計 16 計 40

H.福岡市

費　目 使　途
金　額

(百万円）
国営公園維持
管理費

海の中道海浜公園内及び事務所庁舎の上
水道料金

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

国営公園維持
管理費

海の中道海浜公園内及び事務所庁舎の下
水道料金

29

金　額
(百万円）

15

G.（株）創建

E.鹿島建設（株） F. （公財）都市緑化機構

費　目

25

計 127

費　目 使　途

国営公園等事
業調査費

多様な主体との連携による都市公園のマネ
ジメントに関する検討調査

16

計

国営公園等事
業調査費

造園緑化技術に係る海外展開の実態把握
及び今後の展開方策に関する調査

6

計 5,458 計 33

国営公園等事
業調査費

都市におけるみどりを活用した防災・減災対
策推進等調査

11

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

都市公園防災
事業費補助

都市公園の整備 127
国営公園等事
業調査費

屋上緑化・壁面緑化等に関する実績分析等
調査

12

C.関東地方整備局 D.国土技術政策総合研究所

費　目 使　途

国営公園整備
費

国営公園の整備 1,195

営繕宿舎費 公園事務所の営繕費及び宿舎費 15

国営公園維持
管理費

国営公園の維持管理 4,248
国営公園等事
業調査費

都市公園事業における諸課題のうち、特に
技術基準等について調査研究

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

国営公園等事
業調査費

都市公園の用地取得

費　目

計 2,837 計 114

費　目 使　途

B.都市局
金　額

(百万円）

2,460

都市防災事業
費補助

都市公園の整備

全国的な都市公園事業の課題、あり方につ
いて調査・検討

377

使　途

都市防災事業
費補助

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

33

金　額
(百万円）

A.（独）都市再生機構

114

チェック



支出先上位１０者リスト

A.（独）都市再生機構

B.都市局

C.地方整備局

D.国土技術政策総合研究所

377

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

15

16

13

14

北陸地方整備局 - 国営公園の維持管理 672 - - -

19

20

17

18

東北地方整備局 -
公園事務所の営繕費及び
宿舎費

0.4 - - -

東北地方整備局 - 国営公園の維持管理 925 - - -

7

8

5

6

近畿地方整備局 - 国営公園の維持管理 1,444 - - -

11

12

9

10

九州地方整備局 -
公園事務所の営繕費及び
宿舎費

30 - - -

九州地方整備局 - 国営公園の維持管理 1,952 - - -

3

4

1

2

関東地方整備局 - 国営公園の維持管理 4,248 - - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

都市局 -
全国的な都市公園事業の
課題、あり方について調
査・検討

114 - --

補助金等交付

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

都市公園の用地取得

都市公園の整備2

- -

法　人　番　号

1020005005090

1020005005090 2,460

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

補助金等交付1

- -

（独）都市再生機構

（独）都市再生機構

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

関東地方整備局 - 国営公園の整備 1,195 - - -

関東地方整備局 -
公園事務所の営繕費及び
宿舎費

15 - - -

近畿地方整備局 - 国営公園の整備 3,358 - - -

近畿地方整備局 -
公園事務所の営繕費及び
宿舎費

3 - - -

九州地方整備局 - 国営公園の整備 788 - - -

中部地方整備局 - 国営公園の維持管理 1,238 - - -

中部地方整備局 - 国営公園の整備 847 - - -

中部地方整備局 -
公園事務所の営繕費及び
宿舎費

2 - - -

北陸地方整備局 - 国営公園の整備 494 - - -

北陸地方整備局 -
公園事務所の営繕費及び
宿舎費

1 - - -

中国地方整備局 - 国営公園の維持管理 821 - - -

中国地方整備局 -
公園事務所の営繕費及び
宿舎費

1 - - -

四国地方整備局 - 国営公園の維持管理 778 - - -

国土技術総合政策
研究所

-
都市公園事業における諸
課題のうち、特に技術基準
等について調査研究

33 - - -



E.民間企業

F.公益法人

G.民間企業

3

4

1

2

（株）創建 5180001118926
多様な主体との連携による
都市公園のマネジメントに
関する検討調査

16
随意契約

（企画競争）
2 99.6％

5
システムスクエア
（株）

4120001130359
都市公園等整備現況調査
及び都市公園等整備現況
調査システム改良業務

6
一般競争契約
（最低価格）

4 82.6％

日本工営（株）東京
支店

2010001016851
都市公園の維持管理・更新
等に係る情報の管理方策
に関する検討業務

11
随意契約

（企画競争）
2 100％

2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6

4

5

（公財）都市緑化機
構

9010005011405
都市におけるみどりを活用
した防災・減災対策推進等
調査

11
随意契約

（企画競争）
1 99.7％

（一社）日本公園緑
地協会

8010005018756
都市公園等の管理の質の
評価制度に関する検討調
査

12
随意契約

（企画競争）
4 99.8％

9

10

7

8

佐田建設（株） 3020001066250 都市公園の整備 15
一般競争契約
（最低価格）

3 77.7％

（株）グリーンプラニ
ング

1120901000721 都市公園の整備 15
一般競争契約
（最低価格）

6 88％

1

2

5

6

3

4

（株）本陣 5180001018226 都市公園の整備 61
一般競争契約
（総合評価）

4 99.6％

（株）昭和造園 6011301008543 都市公園の整備 80
一般競争契約
（総合評価）

4 91.3％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

鹿島建設（株） 8010401006744 都市公園の整備 127
一般競争契約
（最低価格）

3 87.7％

高槻市教育委員会 - 都市公園の整備 26
随意契約
（その他）

1 100％

（株）INA新建築研究
所

2010001000087 都市公園の整備 20
一般競争契約
（総合評価）

2 91.8％

（株）新松戸造園 6040001035713 都市公園の整備 20
一般競争契約
（最低価格）

6 87.9％

（株）URリンケージ 3010001088790 都市公園の整備 3
指名競争契約
（総合評価）

2 95.6％

（株）日本設計 5011101036563 都市公園の整備 1
一般競争契約
（総合評価）

1 99％

（公財）都市緑化機
構

9010005011405
屋上緑化・壁面緑化等に関
する実績分析等と調査

12
随意契約

（企画競争）
1 99.8％

（一社）日本緑化セン
ター

1010405001186

都市緑地の保全・緑化推進
の実績分析及び緑地保全
活動団体の活動状況等に
関する調査

12
随意契約

（企画競争）
2 99.3％

（公財）都市緑化機
構

9010005011405
造園緑化技術に係る海外
展開の実態把握及び今後
の展開方策に関する調査

6
随意契約

（企画競争）
1 99.1％

（一社）日本公園緑
地協会

8010005018756
平成28年度公園緑地工事
積算体系の更新等検討調
査業務

5
随意契約

（企画競争）
1 98.9％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）三菱総合研究
所・（一社）日本公園
緑地協会共同提案
体

6010001030403
都市公園の再整備等の費
用対効果分析手法に関す
る検討調査

15
随意契約

（企画競争）
2 99.9％

三菱UFJリサーチ＆
コンサルティング
（株）

3010401011971
都市における生物多様性
の確保に向けた推進方策
検討調査

9
随意契約

（企画競争）
2 100％



H.地方公共団体

☑

12

13

10

11

長岡市 7000020152021 上下水道料金 8
随意契約
（その他）

- - -

海津市 9000020212211 上下水道料金 6
随意契約
（その他）

- - -

海津市 9000020212211

4

5

2

3

福岡市 3000020401307 下水道料金 15
随意契約
（その他）

- - -

8

9

6

7

まんのう町 1000020374067 上水道料金 9
随意契約
（その他）

- - -

淡路広域水道企業
団

2000020289272 上下水道料金 15
随意契約
（その他）

- - -

1

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

福岡市 3000020401307 上水道料金 25
随意契約
（その他）

- - -

昭島市 8000020132071 上下水道料金 31
随意契約
（その他）

- - -

滑川町 1000020113417 上下水道料金 17
随意契約
（その他）

- - -

まんのう町 1000020374067 下水道料金 4
随意契約
（その他）

- - -

東京都 8000020130001 上下水道料金 13
随意契約
（その他）

- - -

川崎町 3000020043249 上下水道料金 11
随意契約
（その他）

- - -

公共用地の取得 2
随意契約
（その他）

- - -

ひたちなか・東海広
域事務組合

7000020089354 下水道使用料金 7
随意契約
（その他）

- - -

チェック



国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

Ｈ２８－３１国
営讃岐まんの
う公園運営維
持管理業務
まんのう公園
マネジメント共
同体

K

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 3010005018736
Ｈ２８－３１国営讃岐まんの
う公園運営維持管理業務

1,775
一般競争契約
（総合評価）

1 94.8％
時期発注に向け、入札要件の
緩和等競争性の確保に努める。

3 3010005018736
平成２８年度木曽川下流河
川積算技術業務

173
一般競争契約
（総合評価）

1 94.4％

4 1470001014067
Ｈ２７－２８香川出張所工
事監督支援業務

151
一般競争契約
（総合評価）

1 84.6％

K

Ｈ２８－３１国
営越後丘陵公
園運営維持管
理業務　公園
財団・グリーン
産業・ＪＲ東日
本コンサルタ
ンツ共同体

K

平成２８年度
木曽川下流河
川積算技術業
務ＰＳ・日本振
興設計共同体

I

平成２７－２８
年度香川出張
所工事監督支
援業務建設マ
ネジメント四
国・日本振興
設計共同体

5 3010005018736
平成２８年度　木曽川上流
木曽川長良川積算技術業
務

121
一般競争契約
（総合評価）

1 94.4％

時期発注に向け、入札要件の
緩和等競争性の確保に努める。

2 3010005018736
Ｈ２８－３１国営越後丘陵
公園運営維持管理業務

1,645
一般競争契約
（総合評価）

1 95.5％

6 4240001025464
三次管内工事監督支援業
務

91
一般競争契約
（総合評価）

3 73.9％

7 3050001016137
平成２８年度国営ひたち海
浜公園ＣＣＴＶ設置工事

69
一般競争契約
（総合評価）

5 97.2％

K

平成２８年度
木曽川上流木
曽川長良川積
算技術業務Ｐ
Ｓ・日本振興設
計共同体

I
（株）アース開
発コンサルタ
ント

I (株)丸紅

8 6010401022710
Ｈ２８－２９東北国営公園
事務所工事監督支援業務

64
一般競争契約
（総合評価）

1 84.4％

9 1390001014752
平成２８年度昭和プール施
設機械設備改修工事

60
一般競争契約
（総合評価）

2 95.2％

10 7110001029293
平成２７・２８年度国営越後
丘陵公園事務所工事監督
支援業務

25
一般競争契約
（総合評価）

1 96.4％

I （株）奥山設備

I
（社）建設マネ
ジメント北陸
長岡支店

I
日本振興(株)
東北支店

11 7110001029293
Ｈ２７－２８国営越後丘陵
公園事務所積算技術業務

24
一般競争契約
（総合評価）

1 84.9％

12 7110001029293
Ｈ２７－２８国営越後丘陵
公園事務所技術審査業務

10
一般競争契約
（総合評価）

1 92.2％

I
（社）建設マネ
ジメント北陸
長岡支店

I
（社）建設マネ
ジメント北陸
長岡支店



別紙２

平城宮跡歴史公園平城宮跡展示館建築工
事

683
国営公園整備
費

第一次大極殿院建造物復原整備に係る調
査委託

39

国営公園整備
費

平城宮跡歴史公園二条大路の発掘調査

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

I.（株）奥村組　関西支店 J.（独）国立文化財機構　奈良文化財研究所

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

国営公園整備
費

営繕宿舎費 奈良文化財研究所監理棟長期使用料 3

国営公園整備
費

平城宮跡歴史公園朱雀大路西側溝北部の
発掘調査

14

34

国営公園整備
費

平城宮跡歴史公園二条大路東部の発掘調
査

17

計 683 計 107

国営公園維持
管理費

公園管理にかかる業務委託 845
国営公園整備
費

用地の取得 69

K.（一財）公園財団 L.個人A

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 845 計 69

国営公園等事
業調査費

都市の防災・減災に資する公園緑地の計画
設計・管理運営手法に関する調査

9
国営公園等事
業調査費

伝統技術と地域資源を活かしたまちづくりの
効果に関する調査業務

8

M.（一財）公園財団 N.（株）東京建設コンサルタント

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 9 計 8

国営公園維持
管理費

芝生管理・中低木管理・高木管理その他作
業

9

国営公園維持
管理費

花壇草花・草花管理作業 10
国営公園維持
管理費

公園内の植物管理業務 238

O.（公社）淡路市シルバー人材センター P.中村・執行・三浦植物管理共同企業体

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

国営公園維持
管理費

施設、園路広場等の清掃業務 5

計 24 計 238



水田・畑管理委託業務 18

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

Q.NPO法人あいな育みの会 R.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

国営公園維持
管理費

計 18 計 0



別紙３

I.民間企業

J.独立行政法人

-

（株）ガイアート　関
西支店

8011101004344
神戸地区３号準幹線園路
他整備工事

167
一般競争契約
（総合評価）

- -

砂川建設（株） 9012801000747
平成２７年度昭和日本庭園
木橋架替他工事

165
一般競争契約
（総合評価）

2 94.8％

（株）奥村組　関西支
店

7120001004931
平城宮跡歴史公園平城宮
跡展示館建築工事

683
一般競争契約
（総合評価）

- - -

Ｈ２８－３１国営備北
丘陵公園運営維持
管理業務グリーンウ
インズ共同体

5240001024944
Ｈ２８－３１国営備北丘陵公
園運営維持管理業務

566
一般競争契約
（総合評価）

1 100％ -

（株）森本組　大阪支
店

7120001106637
平城宮跡歴史公園資材保
管庫・加工場等新築工事

448
一般競争契約
（総合評価）

- - -3

2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6

5

4 （株）第一土木 4130001011392
三川合流域拠点施設展望
塔新築工事

275
一般競争契約
（総合評価）

6 99.5％

日産緑化（株） 9010001025697
国営昭和記念公園におけ
る施設改修

158
一般競争契約
（総合評価）

1

9

8

7

（株）伊藤工務店 1200001015364
平成２７年度　国営公園江
南二期地区整備工事

76
一般競争契約
（総合評価）

8 91％

（株）伊藤工務店 1200001015364
平成２８年度国営公園江南
２期地区整備工事

28
一般競争契約
（総合評価）

3 89.1％

94.7％

日産緑化（株） 9010001025697
国営武蔵丘陵森林公園に
おける里山管理及び園内
施設等改修

110
一般競争契約
（総合評価）

3 90.2％

（株）伊藤工務店 1200001015364
平成２８年度　木曽三川公
園管内修繕工事

109
一般競争契約
（総合評価）

7 87.1％

12

11

10

（株）中村緑地建設 1290001001835
平成２８年度森の池周辺護
岸補修外工事

85
一般競争契約
（総合評価）

7 96.6％

15

14

13 （株）中村緑地建設 1290001001835
松林再生（２７）海の家周辺
外工事

74
一般競争契約
（総合評価）

7 86.9％

（株）中村緑地建設 1290001001835
平成２８年度子供の広場遊
具施設改修工事

31
一般競争契約
（総合評価）

10

16

（株）丸電 1030001008006
平成２８年度国営武蔵丘陵
森林公園におけるＣＣＴＶ
設置

105
一般競争契約
（総合評価）

4 93.4％

（株）丸電 1030001008006
平成２７年度国営武蔵丘陵
森林公園におけるＣＣＴＶ
設置

91
一般競争契約
（総合評価）

5 90.8％

88.7％

2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（独）国立文化財機
構　奈良文化財研究
所

3010505001183
第一次大極殿院建造物復
原整備に係る調査委託

39
随意契約
（その他）

-

5

4

3

（独）国立文化財機
構　奈良文化財研究
所

3010505001183
平城宮跡歴史公園朱雀大
路西側溝北部の発掘調査

14
随意契約
（その他）

- - -

（独）国立文化財機
構　奈良文化財研究
所

3010505001183
奈良文化財研究所監理棟
長期使用料

3
随意契約
（その他）

- - -

- -

（独）国立文化財機
構　奈良文化財研究
所

3010505001183
平城宮跡歴史公園二条大
路の発掘調査

34
随意契約
（その他）

- - -

（独）国立文化財機
構　奈良文化財研究
所

3010505001183
平城宮跡歴史公園二条大
路東部の発掘調査

17
随意契約
（その他）

- -

8

7

6

（独）都市再生機構
西日本本社

1020005005090
守口サービスセンターに係
る水道料金

0.1
随意契約
（少額）

- - -

（独）都市再生機構
西日本本社

1020005005090
守口サービスセンターに係
る電気料金

0.6
随意契約
（少額）

- - -

（独）都市再生機構
西日本本社

1020005005090
淀川河川公園の公園施設
に係る維持管理費用

0.3
随意契約
（その他）

- - -



K.公益法人

-

- -

Ｈ２８－３１国営海の
中道海浜公園運営
維持管理業務海の
中道海浜公園マネジ
メント共同企業体

3010005018736
Ｈ２８－３１国営海の中道海
浜公園運営維持管理業務

814
国庫債務負担
行為等

- - -

Ｈ２７－３０国営昭和
記念公園運営維持
管理業務　昭和記念
公園　パークス共同
体

3010005018736
Ｈ２７－３０国営昭和記念公
園運営維持管理業務

741
一般競争契約
（総合評価）

1 88.5％ -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（一財）公園財団 3010005018736
Ｈ２８－３１国営木曽三川公
園運営維持管理業務

845
国庫債務負担
行為等

-

4

3

2

Ｈ２８－３１国営アル
プスあづみの公園運
営維持管理業務ア
ルプスあづみの公園
マネジメント共同体

3010005018736
Ｈ２８－３１国営アルプスあ
づみの公園運営維持管理
業務

684
国庫債務負担
行為等

- - -

7

6

5

Ｈ２８－３１国営明石
海峡公園運営維持
管理業務　国営明石
海峡公園管理兵庫
県・神戸市公園協会
グループ共同体

3010005018736
Ｈ２８－３１国営明石海峡公
園運営維持管理業務

672
国庫債務負担
行為等

- - -

Ｈ２８－３１国営常陸
海浜公園運営維持
管理業務常陸公園
マネジメント共同体

3010005018736
Ｈ２８－３１国営常陸海浜公
園運営維持管理業務

634
国庫債務負担
行為等

-

10

9

8

Ｈ２８－３１公園財
団・グリーン産業・ＪＲ
東日本コンサルタン
ツ共同体

3010005018736
Ｈ２８－３１国営越後丘陵公
園運営維持管理業務

452
国庫債務負担
行為等

- - -

Ｈ２８－３１国営讃岐
まんのう公園運営維
持管理業務　まんの
う公園マネジメント共
同体

3010005018736
Ｈ２８ー３１国営讃岐まんの
う公園運営維持管理業務

449
国庫債務負担
行為等

- - -

- -

Ｈ２７－３０国営武蔵
丘陵森林公園運営
維持管理業務　森林
公園　里山パークス
共同体

3010005018736
Ｈ２７－３０国営武蔵丘陵森
林公園運営維持管理業務

584
一般競争契約
（総合評価）

1 86.7％ -

Ｈ２８－３１国営みち
のく杜の湖畔公園運
営維持管理業務みち
のく公園マネジメント
共同体

3010005018736
Ｈ２８－３１国営みちのく杜
の湖畔公園運営維持管理
業務

474
国庫債務負担
行為等

- -



L.個人

M.公益法人

N.民間企業

O.公益法人

- -

（公社）安曇野シル
バー人材センター

8100005010514
国営アルプスあづみの公
園における堀金･穂高地区
の園内清掃業務

9
随意契約
（その他）

- - -

（公社）洲本市シル
バー人材センター

8140005020419 花壇草花・草花管理作業 9
随意契約
（その他）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（公社）淡路市シル
バー人材センター

6140005020420 花壇草花・草花管理作業 10
随意契約
（その他）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- -

個人G - 用地の取得 10
随意契約
（その他）

- - -

個人H - 用地の取得 9
随意契約
（その他）

- - -

- -

個人C - 用地の取得 34
随意契約
（その他）

- - -

個人D - 用地の取得 20
随意契約
（その他）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

3

2

1 個人A - 用地の取得 69
随意契約
（その他）

- - -

個人B - 用地の取得 46
随意契約
（その他）

-

6

5

4

個人E - 用地の取得 13
随意契約
（その他）

- - -

個人F - 用地の取得 13
随意契約
（その他）

-

9

8

7

個人I - 用地の取得 9
随意契約
（その他）

- - -

10 個人J - 用地の取得 5
随意契約
（その他）

- - -

1 （一財）公園財団 3010005018736
都市の防災・減災に資する
公園緑地の計画設計・管理
運営手法に関する調査

9
随意契約
（企画競争）

3 97.7％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

1
（株）東京建設コンサ
ルタント

6013301007970
伝統技術と地域資源を活
かしたまちづくりの効果に
関する調査業務

8
随意契約
（企画競争）

2 100％

3

2
日本工営（株）茨城
営業所

2010001016851
在来野草の緑化利用に関
する調査・資料作成業務

8
随意契約
（企画競争）

2 99.5％

（株）プレック研究所 5010001081785
都市における外来生物等
による健康生活被害に関
する調査業務

8
随意契約
（企画競争）

2 100％

3

2

1

（公社）淡路市シル
バー人材センター

6140005020420
芝生管理・中低木管理・高
木管理その他作業

9
随意契約
（その他）

- - -

（公社）淡路市シル
バー人材センター

6140005020420
施設、園路広場等の清掃
業務

5
随意契約
（その他）

-

6

5

4

（公社）北アルプス広
域シルバー人材セン
ター

2100005010511
国営アルプスあづみの公
園における大町･松川地区
の園内清掃業務

8
随意契約
（その他）

- - -

8

7
（公社）立川市シル
バー人材センター

1012805001484
国営昭和記念公園におけ
る入退場管理業務

2
随意契約
（その他）

- - -

（一社）日本公園施
設業協会

7010005003759 遊具定期点検工作物管理 2
随意契約
（その他）

- - -



P.民間企業

Q.NPO法人

-

- -

NPO法人TINA 4040005012768 古代米種籾購入 0
随意契約
（その他）

- - -

- -

NPO法人かがわ・も
のづくり学校

8470005002334 材料費 0
随意契約
（その他）

- - -

NPO法人フォレス
ターズかがわ

6470005005371
さぬきの森における保全活
動（間伐作業等）

0.1
随意契約
（その他）

- - -

-

森林公園観光（株） 5030001071215
Ｈ２７－３０国営武蔵丘陵森
林公園清掃業務

48
指名競争契約
（最低価格）

3 99.8％

(株)砂押園芸 5050001006838 植物管理、清掃業務 48
随意契約
（その他）

1 95.8％

100％

（株）昭立造園 3012801002195 植物管理業務 66
指名競争契約
（最低価格）

5 95.8％

岩間造園（株） 2180001009839 植物管理業務 60
随意契約
（その他）

- 90.6％

2

1

宮十造園土木(株) 3370001010462 植物管理業務 111
一般競争契約
（最低価格）

5 84.2％

5

4

3 （株）奥原造園 6100001012887
堀金･穂高地区の植物維持
管理工事

107
随意契約
（その他）

- -

(株)海野ガーデン 6050001006606
国営常陸海浜公園草花他
管理業務

85
随意契約
（その他）

1

8

7

6

（株）久保造園土木 8030001084734 植物管理業務 50
指名競争契約
（最低価格）

3 97.2％

（株）信濃美植 9100001017264
国営アルプスあづみの公
園大町･松川地区の植物維

48
随意契約
（その他）

-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

中村・執行・三浦植
物管理共同企業体

1290001001835
Ｈ２８－３１海の中道海浜公
園植物管理業務

238
随意契約
（その他）

1 96.2％ -

10

9

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

4

3

2

NPO法人生態教育セ
ンター

1012705001246 環境教育業務 12
随意契約
（その他）

- - -

NPO法人ワンワン
パーティクラブ

7080105003677
国営昭和記念公園におけ
るドッグラン管理運営業

11
随意契約
（その他）

- - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

NPO法人あいな育み
の会

9140005004890 水田・畑管理委託業務 18
随意契約
（その他）

- - -

NPO法人武蔵野の
里作りクラブ

2012805001302
国営武蔵丘陵森林公園に
おける、こもれびの里運営

16
随意契約
（その他）

- -

7

6

5

NPO法人かがわ・も
のづくり学校

8470005002334 展示作品制作作業 0.1
随意契約
（その他）

- - -

10

9

8
NPO法人かがわ・も
のづくり学校

8470005002334
「あじさいﾊﾟﾗｿﾙ」指導及び
設営作業

0.1
随意契約
（その他）

- - -

NPO法人かがわ・も
のづくり学校

8470005002334 指導料 0.1
随意契約
（その他）

-

13

12

11

NPO法人フォレス
ターズかがわ

6470005005371
さぬきの森における保全活
動（間伐作業等）

0
随意契約
（その他）

- - -

NPO法人フォレス
ターズかがわ

6470005005371
さぬきの森における保全活
動（間伐作業等）

0
随意契約
（その他）

-

NPO法人越の里山
倶楽部

4110005012496
里山自然資源管理.水田管
理.体験ｲﾍﾞﾝﾄ実施運営.里

8
随意契約
（その他）

- - -

NPO法人かがわ・も
のづくり学校

8470005002334 展示作品材料費 0.2
随意契約
（その他）

- - -

14



（ ）

　

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目
（目）都市安全確保促進事

業費補助金

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求

事業番号 0103

国土強靱化施策

29年度当初予算

157

157 0

26年度

17 24 27

年度30

都市再生特別措置法（第19条の13）
都市再生基本方針
都市安全確保促進事業制度要綱
都市安全確保促進事業費補助金交付要綱

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

53 74

-

915 1,058

-

86 -

-

-

-

157

関係する計画、
通知等

達成度

648

-

-

年度

-

1,232

-

133/12

27年度

68/22

- - 27

千人

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

253 266 204 157 0

122 68

執行率（％） 53% 46% 33%

平成２４年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　災害発生時の円滑な退避や物資の提供等のソフト・ハード両面の対策を総合的に支援することで、大規模な地震が発生した場合における都市再生緊急整
備地域内及び主要駅周辺の滞在者等の安全の確保等を図ることを目的とする。

前年度から繰越し 13 -

成果実績

目標値

成果指標 単位

千人成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

-

133

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

204

単位

年度執行額
／年度執行箇所数

単位当たり
コスト

-

27年度

　都市再生緊急整備協議会による都市再生安全確保計画又は帰宅困難者対策協議会（※１）によるエリア防災計画（※２）の作成（補助率３分の２（※３）、２
分の１）や、同計画に基づくソフト対策（補助率２分の１）及びハード対策（補助率３分の１）を総合的に支援する補助事業。事業主体は地方公共団体及び官民
協議会。

（※１）帰宅困難者対策協議会：１日あたりの乗降客数が３０万人以上の主要駅周辺又は指定都市、特別区、中核市、施行時特例市若しくは県庁所在都市の
中心駅周辺地域において、帰宅困難者対策に関する協議を行うため、市町村、都道府県、国、鉄道事業者、都市開発事業者、建築物所有者及び公益施設
管理者等により構成される協議会
（※２）エリア防災計画：帰宅困難者協議会により作成される都市再生安全確保計画に準じた計画
（※３）１日あたりの乗降客数が３０万人以上の主要駅周辺の地域について、計画に定量的な目標値及び目標期限を記載するものに限る（平成３０年度末ま
で）

-

240

- -

-

都市再生緊急整備地域等
において安全対策が講じら
れた帰宅困難者の総数

-

都市安全確保促進事業 担当部局庁 都市局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 まちづくり推進課　官民連携推進室 室長　中村　健一

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

266

平成30年度までに都市再
生緊急整備地域等におい
て安全対策が講じられた帰
宅困難者の総数を1,232千
人とする

実施方法

26年度

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

地域

122/22

都市再生安全確保計画及びエリア防災計画を作成した
地域数（累計）

157/20

29年度活動見込

11 6 3

活動実績

28年度

百万円

単位

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

-

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績
（アウトプット）

活動指標

地域

計算式
　百万円
　　/箇所

8

26年度 27年度 28年度

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

都市再生安全確保計画等の取組に関する実態調査（国土交通省都市局調べ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

55% 46% 33%

29年度
活動見込

30年度
活動見込

31

チェック



経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績

目標値

達成度 ％

達成度 ％

施策 １１　住宅・市街地の防災性を向上する

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

測
定
指
標

実績値 - -

単位

-

26年度
年度

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

災害発生時の滞在者等の安全の確保と都市機能の継続を図るため、官民連携による一体的・計画的なソフト・ハード両面の対策を総合的に支援す
ることにより、大都市の安全・安心が確保され、もって災害による被害軽減に寄与する。

定量的指標

-

ＫＰＩ
（第一階層）

-

改革
項目

分野： -

-

年度 年度

27年度 28年度

K
P
I

(

第
一
階
層

）

成果実績

年度

- -

目標値 -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

単位
計画開始時

28年度 29年度

年度

- -

目標値

中間目標

-

目標最終年度

- -

-

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

事業所管部局による点検・改善

補助事業者については帰宅困難者対策の必要性等に基づ
き選定しており、要綱において、補助事業者の負担や適切な
支出が行われることを定め、補助事業者に求めている。

国
費
投
入
の
必
要
性

点検結果

無

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

各地方公共団体において、財政が厳しい中、帰宅困難者対
策よりも地域住民への防災対策に財源が向けられる傾向に
あることや、民間事業者との調整に時間を要し、都市再生安
全確保計画等の策定主体となる官民協議会の設立に時間
を要していること等がある。
・なお、平成29年度からは補助対象地域を拡大し、より幅広
い地域にて帰宅困難者対策への支援を行うことができるよう
になったため、不用率は下がるものと考えられる。

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

関
連
事
業

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

官民協議会の設立に時間を要している地域があったもの
の、活動実績は見込みを上回るものとなった。

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

補助事業者については帰宅困難者対策の必要性等に基づ
き選定しており、要綱において、補助事業者の負担や適切な
支出が行われることを定め、補助事業者に求めている。

成果目標達成に向けて着実に推進している。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

重要性等については都市再生基本方針や国土強靭化基本
計画等に位置付けられ、優先度の高い事業となっている。

補助事業者については帰宅困難者対策の必要性等に基づ
き選定しており、要綱において、補助事業者の負担や適切な
支出が行われることを定め、補助事業者に求めている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

無

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

補助事業者については帰宅困難者対策の必要性等に基づ
き選定しており、要綱において、補助事業者の負担や適切な
支出が行われることを定め、補助事業者に求めている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

成果物は各地域における帰宅困難者対策の推進に活用さ
れているとともに、他の地域でも活用されるようＨＰ等での公
表や、説明会で情報提供するなど、他の地域と共有してい
る。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

都市再生安全確保計画の作成に必要となる基礎データの収
集・分析等については内閣府事業により支援を行い、計画の
作成や同計画に基づくソフト・ハード両面の対策については
本事業により支援することで連携して支援を実施。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

各地域の官民協議会において必要な取組を効果的に実施し
ている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

都市再生安全確保計画等の作成や同計画に基づくソフト・
ハード両面の対策について活用されており、費目・使途は真
に必要なものに限定されている。

○

改善の
方向性

平成29年度からは補助対象地域を拡大し、より幅広い地域にて帰宅困難者対策への支援を行うことができることとなった。これを受け、引き続
き、本事業の活用を促進するため、地方公共団体及び民間事業者等に対して、説明会やホームページ、個別ヒアリング等を通じて事業制度の
より一層の周知や先行事例等のより具体的な情報提供を行う。また、官民協議会の設立に係る調整など官民連携を進めることにより、各地域
の帰宅困難者対策の促進に向けたより一層の働きかけを行う。

各地域において帰宅困難者対策が着手され始め、成果実績も目標達成に向けて着実に推進しているところである。一方、各地方公共団体に
おいて、財政が厳しい中、帰宅困難者対策よりも地域住民への防災対策に財源が向けられる傾向にあることや、民間事業者との調整に時間を
要し、都市再生安全確保計画等の策定主体となる官民協議会の設立に時間を要していること等が理由で不用が発生した。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

人口・機能が集積する都市再生緊急整備地域内及び主要駅
周辺において、大規模な地震が発生した場合における滞在
者等の安全の確保と都市機能の継続を図ることは、我が国
の経済の牽引役となる大都市の安全・安心の確保と国際競
争力の強化を図る観点から、地方公共団体や民間事業者等
だけでなく、国策として国も取り組む必要がある。

地方自治体や民間等が官民連携で策定する計画に対して
支援する事業であり、国策として取り組む必要があることか
ら、主体の策定者に委ねることはできない事業である。

○

都市再生安全確保計画策定事業費補助金0020

○

-

内閣府

事業番号 事業名所管府省名

-



「成果目標及び成果実績（アウトカム）」欄の定量的な成果目標及び成果実績については、最新データの集計中のため、想定値としている。

【平成２６年度公開プロセス結果及びとりまとめコメント】（事業番号：105、事業名：都市安全確保促進事業）
「事業全体の抜本的な改善」
・予算執行率がより高まるよう、地域のニーズを踏まえた改善を検討すべき。
・緊急性が高い事業であるので、計画の策定がより促進されるよう、補助の方法について、緊急性の高いものを優先させたり、モニタリングも含め、
より強力な誘導方策も検討するなど改善すべき。
・作った計画の周知方法や災害時の実行方法も合わせて検討すべき。

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

行政事業レビュー推進チームの所見

平成28年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成24年度

外部有識者の所見

平成23年度

平成25年度 平成26年度 平成27年度

-

110

112

新24-2019

105

1014

104



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

Ａ．地方公共団体（18団体）
４４百万円

Ｂ．協議会（４団体）

２４百万円

国土交通省

６８百万円

補助金を活用して、都市再生安全確保計画又は

エリア防災計画の作成や、同計画に基づくソフ

ト・ハード両面の取組を支援するものとして実施

補助金を活用して、都市再生安全確保計画又は

エリア防災計画の作成や、同計画に基づくソフ

ト・ハード両面の取組を支援するものとして実施

・東京都心・臨海地域都市再生緊急整備協議会

16百万円

・大阪ビジネスパーク駅周辺・天満橋駅周辺地域

都市再生緊急整備協議会

6百万円

・大阪コスモスクエア駅周辺地域都市再生緊急整

備協議会

1百万円

・大阪駅周辺・中之島・御堂筋周辺地域都市再生

緊急整備協議会

0.8百万円

【補助】 【補助】

・新宿区 7百万円

・品川区（目黒駅） 6百万円

・渋谷区 5百万円

・京都市 4百万円

・中野区 4百万円

・神戸市 3百万円

・横浜市 3百万円

・品川区（大井町駅） 2百万円

・名古屋市 2百万円

・川崎市（溝の口駅） 2百万円

・仙台市 1百万円

・大阪市 1百万円

・品川区（大崎駅） 1百万円

・川崎市（武蔵小杉駅）0.7百万円

・足立区（北千住駅） 0.6百万円

・豊島区 0.5百万円

・足立区（綾瀬駅） 0.5百万円

・武蔵野市 0.2百万円



　

支出先上位１０者リスト

A.地方公共団体

B.協議会

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

都市安全確保促進事業
（神戸三宮駅周辺・臨海地
域）

-

-

-

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付

都市安全確保促進事業
（横浜都心・臨海地域）

都市安全確保促進事業
（大井町駅周辺地域）
都市安全確保促進事業
（名古屋駅周辺・伏見・栄地
域）
都市安全確保促進事業
（溝の口駅周辺地域）

3

6

5

4

2

2

2 - -

-3

- -

補助金等交付4

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

4

大阪駅周辺・中之
島・御堂筋周辺地域
都市再生緊急整備
協議会

-
都市安全確保促進事業
（大阪駅周辺地域）

0.8 補助金等交付 - - -

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

東京都心・臨海地域
都市再生緊急整備
協議会

-
都市安全確保促進事業
（大丸有地区）

16 補助金等交付 - -

補助金等交付 - - -

大阪コスモスクエア
駅周辺地域都市再
生緊急整備協議会

-
都市安全確保促進事業
（大阪コスモスクエア駅周
辺地域）

1 補助金等交付 - - -

2

-

大阪ビジネスパーク
駅周辺・天満橋駅周
辺地域都市再生緊
急整備協議会

-
都市安全確保促進事業
（大阪ビジネスパーク駅周
辺・天満橋駅周辺地域）

6

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

7000020141305

都市安全確保促進事業
（新宿駅周辺地域）

都市安全確保促進事業
（目黒駅周辺地域）

都市安全確保促進事業
（渋谷駅周辺地域）

都市安全確保促進事業
（京都駅周辺地域）

都市安全確保促進事業
（中野駅周辺地域）

-

- -

2

3

- -

法　人　番　号

6000020131091

7000020131041 7

- -

-

10

-

9000020131130

2000020261009

8000020131148

9000020281000

3000020141003

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

補助金等交付

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

6000020131091

3000020231002

6

1

8

7

5 - -

- -

4

9

- -

補助金等交付

補助金等交付

-

都市再生安全
確保促進事業
費補助金

都市安全確保促進事業（計画作成業務）

費　目

計 7.2 計 15.8

費　目 使　途

都市再生安全
確保促進事業
費補助金

4

11.6

B.東京都心・臨海地域都市再生緊急整備協議会
金　額
(百万円）

0.5

都市安全確保促進事業（計画作成業務）
都市再生安全
確保促進事業
費補助金

都市安全確保促進事業（ソフト事業に対す
る支援）

都市安全確保促進事業（協議会開催）

6.7
都市再生安全
確保促進事業
費補助金

使　途

都市再生安全
確保促進事業
費補助金

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

都市安全確保促進事業（ソフト事業に対す
る支援）

金　額
(百万円）

A.新宿区

0.2

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者
数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

新宿区

品川区

渋谷区

京都市

中野区

神戸市

横浜市

品川区

名古屋市

川崎市

チェック



（ ）

　

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目
（目）地下街防災推進事業

費補助

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求

事業番号 0104

国土強靱化施策

29年度当初予算

500

500 0

年度30

35 年度
26年度 27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

- 年度

0 499 499 - -

- - -

地下街防災推進事業制度要綱・交付要綱

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

3 5

-

4 12

-

15 -

-

-

-

500

関係する計画、
通知等

達成度

2

-

-

年度

-

79

-

0 11.7 11.7 - -

- 4,254

箇所

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

615 905 766 791 0

210.3 146.8

執行率（％） 1% 23% 19%

平成35年度までに地下街
を安全に利用できる人数を
4,254千人とする。

防災推進計画に基づく事業
の実施により、防災対策が
完了した地下街の来街者
数

成果実績 千人

目標値

平成２６年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　「地下街の安心避難対策ガイドライン」を基に、地下街管理会社等に対して、天井板等設備の安全点検や、周辺の鉄道駅等との連携のもと、地下街の安全
対策のための計画の策定を支援するとともに、計画に基づく避難通路や地下街設備の改修等を支援することで、民間投資を通じた地下街の安心避難対策の
充実を図る。

前年度から繰越し - 185

成果実績

目標値

成果指標 単位

箇所成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

186

3.8

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

871

291

27年度

  地下街は全国の拠点駅等に存在し利用者も多数に上っており、大規模地震の際には、利用者等が混乱状態となることが懸念される。また、天井等の老朽
化が進んでいるほか、駅等からの避難者の流入も想定されることから、ハード・ソフトからなる利用者等の避難のため民間投資を通じた地下街の安心避難対
策を行うことが必要である。
　近年の集中豪雨等を鑑み、浸水被害を軽減し、災害発生後の公共的通路の早期復旧を可能とするため、換気設備・排煙設備の開口部の改修、非常用発
電機の高所への整備など、浸水対策支援も新たに追加した。
　（１）安全点検及び計画策定費補助　【補助対象事業費の１／３】
　（２）対策工事費補助　【補助対象事業費の１／３】
　　　 補修工事、避難のための施設整備等

-

800

- -

▲ 291

防災推進計画に基づき事
業を実施している地下街の
数

-

千人

地下街防災推進事業 担当部局庁 都市局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 街路交通施設課 課長　渡邉　浩司

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し ▲ 185

計

28年度

公共事業

▲ 186

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

906

全ての地下街において防
災推進計画を策定し事業を
実施する。
（※26年度地下街数：78）
（※27年度地下街数：80）
（※28年度地下街数：80）

実施方法

定量的な成果目標

26年度

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

達成度 ％

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

主要政策・施策

一般会計

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

・各地下街管理会社が策定した地下街防災推進計画
・地下街の状況調査（国土交通省都市局調べ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

0% 23% 17%

チェック

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

・地下街の状況調査（国土交通省都市局調べ）
（一部地下街においては、利用者の計測を実施していない又は利用者数を公表できない箇所もある。）



経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績

目標値

達成度 ％

達成度 ％

施策 １１　住宅・市街地の防災性を向上する

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

測
定
指
標

実績値 ％ 3

単位

防災対策のための計画に基づく取組に着手した地下街

26年度

26年度

2 2 8

年度

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

地下街防災推進計画の策定や、同計画に基づき地下街管理会社等が行う防災・安全対策の取組みを支援することで、避難通路や地下街設備の改
修等に着手した地下街の割合が増加し、地下街における防災対策が推進され、もって都市の防災性向上に寄与する。

30
定量的指標

5

ＫＰＩ
（第一階層）

-

改革
項目

分野： - -

566.4/2

27年度

1,313.4/8

29 19 20

-

年度 年度

単位

事業費
／箇所数

単位当たり
コスト

27年度 28年度

K
P
I

(

第
一
階
層

）

成果実績

年度

15 -

目標値 ％

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

単位

箇所

1,188.9/2

計画開始時

防災推進計画の策定に着手した地下街の数

28年度 29年度

2,373/19

29年度活動見込

283.2 594.5 164.2

活動実績

28年度

百万円

単位
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

年度

箇所

計算式
　百万円
　　/箇所数

124.9

26年度 27年度 28年度

- -

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

100

目標最終年度

- -

-

29年度
活動見込

30年度
活動見込

-

19

-

-

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

事業所管部局による点検・改善

民間や第３セクターである地下街管理会社等が当該事業を
実施することにより、公共的な空間である地下街の防災性・
安全性の向上が図られることを勘案し、地方公共団体との協
調補助の事例をふまえ、１／３補助としている。

国
費
投
入
の
必
要
性

点検結果

無

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

必要な防災対策の実施にあたり、再開発事業との調整、各
テナントとの休業日や営業補償などの調整が難航したため。

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

関
連
事
業

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

計画に基づく対策に着手できた実績は少ないものの、計画
策定に向けた関係者との調整の円滑化を図るなど、着実に
取り組んでいく。

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

△

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

関係者等とも連携しつつ、例えば、関係者アンケートを実施
し、見やすく、誘導性評価の高いもの（蓄光材等）を採用した
避難施設などの優良事例を関係者間で共有している。

計画に基づく対策に着手できた実績は少ないものの、平成
30年度の目標達成に向けて着実に進捗している。さらに、防
災対策の一層の推進に取り組んでいく。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

平成26年6月3日に閣議決定された国土強靱化基本計画に
ついて、地下街の防災対策のための計画に基づく取組に着
手することが位置付けられており、それらの施設の安全性を
向上させる必要があり、優先度の高い事業である。

安全点検、防災対策等を行う際の費用を参考にしているた
め、適当な水準と考える。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

無

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

防災対策を実施した地下街において、安全な地下空間とし
て、多数の者が利用している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

△

○

地下街の防災対策に限定されている。

○

改善の
方向性

事業の早期実施に向けて、地下街管理会社等や地方公共団体に対して、計画策定や事業実施に対する技術的助言等を行ったり、既に防災
推進計画を策定し対策を実施した地下街管理会社にヒアリングし、地下街防災推進事業の問題点・改善点など、聞き出した内容を説明資料と
し、各地方公共団体や全国地下街連合会と意見交換会を行うなど、防災対策を真に必要な対策が計画的に実施されるようより一層努める。

昨年度、行政事業レビュー推進チームから、「執行率・目標達成度率が低い現状と照らし、事業の対象について、優先順位を設け、メリハリをつ
けて取り組むべき。また、自治体や民間等、関係者の役割分担を整理した上で、地下街における安全性確保の取り組みを強力に促す仕組み
について検討すべき。」との所見が示されたことを踏まえ、地方公共団体やまちづくり団体等に対して、全国会議、説明会等を通じて事例紹介
を含めた本事業の一層の周知を図った。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

地下街は、全国の拠点駅等に存在し利用者も１０万人／日
を越える箇所も多数存在している。大地震の際には利用者
等が混乱状態となることが懸念されており、ハード・ソフトか
らなる利用者等の避難のための安全対策が求められてい
る。

地下街は全国の拠点駅等の中心に存在し、利用者は１つの
地方公共団体の住民のみにとどまらず広域かつ多数にのぼ
り、地下街の歩行者交通量は、道路（市街地）の歩行者交通
量を上回っており、地下街を構成する通路は都市内の重要
な公共施設であるため、国の関与が必要な事業である。

○

○

事業番号 事業名所管府省名

必要な防災対策の実施にあたり、各テナントとの休業日や営
業補償などの調整に時間を要したため。



平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

行政事業レビュー推進チームの所見

平成28年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成24年度

外部有識者の所見

平成23年度

平成25年度 平成26年度 平成27年度

-

-

113

-

新26-011

-

106



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

国土交通省

１４６．８百万円

【補助】

Ａ.地下街管理会社（１２社）

１４６．８百万円

地下街防災推進計画の策定、計画に基づ

く避難通路や地下街設備の改修 等

地下街防災推進事業の指導及び助成



　

支出先上位１０者リスト

A.地下街管理会社

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

地下街防災推進計画策定
（天井点検業務）

-

-

-

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付

地下街防災推進計画策定
（現地躯体調査、耐震診
断、天井点検）

耐震診断、強度試験、地下
街防災推進計画の策定

防災推進計画書作成

耐震診断、天井点検・壁点
検、避難検討

6.5

13

12.9

7.8

3

1.6

1.4 - -

-4.2

- -

補助金等交付7.6

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

3180005003779

天井改修、地下街防災推
進計画策定（天井点検）

天井点検、避難検討、計画
作成、天井耐震改修工事
設計

地下街防災推進計画策定
（耐震診断、天井点検、防
災推進計画作成）

耐震診断

耐震詳細設計 -

- -

2

3

- -

法　人　番　号

8180001038980

- 59.6

- -

-

10

-

7010001059400

8180001037322

5180001036236

8240001009439

6010401054027

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

補助金等交付

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

9500001003744

5180001029594

6

1

8

7

5 - -

- -

4

9

- -

補助金等交付

補助金等交付

-

天井改修、地下街防災推進計画策定（天井
点検）

費　目

計 59.6 計 0

費　目 使　途

B.
金　額

(百万円）

59.6

使　途

地下街防災推
進事業費補助

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.池袋駅周辺地下街等協議会

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

池袋駅周辺地下街
等協議会

（株）名古屋交通開
発機構

八重洲地下街（株）

（株）セントラルパー
ク

栄地下センター（株）

広島地下街開発
（株）

（株）京急ショッピン
グセンター

松山市駅前地下街
（株）

（株）エスカ

伏見地下街協同組
合

チェック

チェック



（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

（目）住宅・市街地防災対策
調査費

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求

事業番号 0105

国土強靱化施策

29年度当初予算

40

40 0

年度32

32 年度
26年度 27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

- 年度

77 84 90 -

- - -

インフラ長寿命化基本計画（平成25年度11月）

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

19.6 58.6

-

41 52.3

50

74.7 -

-

-

-

40

関係する計画、
通知等

達成度

13.7

-

-

年度

70

77 84 90 -

- 100

％

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 32 48 40 0

32 48

執行率（％） - 100% 100%

平成32年度までに地方公
共団体における公園施設
の長寿化計画策定率を
100%まで引き上げる

地方公共団体における公
園施設の長寿化計画策定
率

成果実績 ％

目標値

平成２７年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　首都直下地震、南海トラフ地震等の切迫性の高い大規模災害への備えとして国土の強靱化を図るため、大都市部の避難・誘導、宅地の耐震化など都市の
防災性向上を総合的に推進する方策に関する検討を行うとともに、大都市災害に対する早期回復・復興に資する市街地復興計画の策定を円滑に行うための
事前準備方策に関する検討を行う。また、都市公園の的確な維持管理・更新や屋外広告物の安全対策の促進により、安全で安心して暮らせるまちづくりを総
合的に推進する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

-

-

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

48

-

27年度

①市街地復興計画の策定円滑化のための事前準備方策検討調査
　大規模災害発生後、早期に的確な市街地復興計画を策定できるような環境を整えるとともに、被災後の復興事業の困難さを考え、事前に復興まちづくりを
実現し、災害に強いまちづくりを進めるために、市街地復興計画の策定を円滑に行うためのあり方（地方公共団体が計画策定におけるプロセスや課題を理解
することなど）をガイドラインとして取りまとめる。
②公園施設の安全点検等に関する調査
　多様な公園施設の点検、診断等を適切に実施するため、樹木の管理瑕疵に関する訴訟事例の収集・分析を行う。また、有識者等の意見を踏まえ、樹木の
点検診断に関する運用面、技術面に係る課題を抽出・整理するとともに樹木の点検診断に係る指針に盛り込むべき事項の検討を行う。
③屋外広告物安全対策推進調査
　景観や屋外広告物施策が地域の活性化に与える影響について評価・分析するとともに、安全で良好な景観形成に資する屋外広告物の設置基準等につい
て、先進事例を踏まえ整理すること等により、地域活性化に資する景観・屋外広告物施策のあり方等の検討を行う。
④地震時の造成宅地被害把握への新技術活用検討調査
　地震により被災した宅地の危険度判定を安全かつ効率的に実施し、迅速に二次災害の防止策等を実施するため、リモートセンシング技術等の新技術活用
を検討し、実施マニュアルの見直し等を行う。

-

-

- -

-

地震時に地すべりや崩壊
により甚大な被害を生じる
おそれのある大規模盛土
造成地について、その有無
等を公表した地方公共団
体の割合

-

％

都市局市街地防災推進費 担当部局庁 都市局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室
都市安全課
公園緑地・景観課

課長　河野　俊郎
課長　町田　 誠

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

30年度要求

予算
の状
況

32

平成32年度までに大規模
盛土造成地マップの公表
率を約70％まで引き上げる

実施方法

定量的な成果目標

26年度

％

達成度 ％

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

一般会計

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

・大規模盛土造成地マップ等の公表に関する実績調査（国土交通省都市局調べ）
（大地震時等に地すべりや崩壊により甚大な被害を生じるおそれのある大規模盛土造成地について、その有無等を公表した市区町村の割合）
　【公表率＝公表した市区町村数／全市区町村数（1741市区町村）】

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

#DIV/0! 100% 100%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

・第４次社会資本整備重点計画
・国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）フォローアップ



　

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績

目標値

達成度 ％

達成度 ％

施策 １１　住宅・市街地の防災性を向上する

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

測
定
指
標

実績値 % 13.7

単位

大規模盛土造成地マップ等公表率

26年度

26年度

- 3 8

年度

--

- 年度

- - 6 -

年度

目標最終年度

- - - - 40

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業では、首都直下地震、南海トラフ地震等の切迫性の高い大規模災害への備えとして、地震時に地すべりや崩壊により甚大な被害を生じるおそ
れのある大規模盛土造成地について、その有無等を公表することにより、宅地の所有者等の防災意識を高め、事前の対策による宅地耐震化を推進
していく。

- 32
定量的指標

41

ＫＰＩ
（第一階層）

-

改革
項目

分野： - -

-

27年度

48/8

- 3 5

達成度

年度 年度

26年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

30

単位

執行額
／調査実施件数

単位当たり
コスト

28年度
中間目標

15-

単位

27年度 28年度

目標値

成果指標 27年度

屋外広告物条例（都道府
県、政令市、中核市）の安
全対策に関連する条例改
正率

成果実績

K
P
I

(

第
一
階
層

）

成果実績

％

年度

52.3 -

目標値 %

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

％

単位

件数

32/3

％

計画開始時

調査実施件数

28年度 29年度

平成30年度までに都道府
県、政令市、中核市が有す
る屋外広告物条例の安全
対策に関連する条例改正
率を40%に引き上げる

40/4

29年度活動見込

- 10.7 6

活動実績

28年度

百万円

単位
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

年度

件数

計算式
 百万円
 /実施件数

10

26年度 27年度 28年度

- -

目標値

定量的な成果目標

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

70

目標最終年度

50 -

施策 ３０　社会資本整備・管理等を効果的に推進する

測
定
指
標

中間目標 目標年度

-

100

定量的指標 単位 26年度

年度 28 年度

個別施設ごとの長寿化計画の策定率
（⑩公園（ⅰ）国）

実績値 ％ 100 - 100

目標値 ％ - - - - 100

27年度 28年度

年度

-

定量的指標 単位 26年度

27年度 28年度
中間目標 目標年度

-

実績値 ％

32 年度

個別施設ごとの長寿化計画の策定率
（⑩公園（ⅱ）地方公共団体）

90 -

目標値 ％ - - - -

77 84

94 94

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

子どもや高齢者をはじめ誰もが安全で安心して利用できる公園施設の整備等を推進することで、社会資本整備・管理等の効果的な推進に寄与する。

政策 ９　市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護

29年度
活動見込

30年度
活動見込

4

チェック

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
地方公共団体における屋外広告物条例策定に関する実績調査（国土交通省都市局調べ）

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

事業所管部局による点検・改善

-

国
費
投
入
の
必
要
性

点検結果

無

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

見込み通りとなっている。

備考

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

‐

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

-

行政事業レビュー推進チームの所見

目標達成に向け着実に実績値が進展しており、成果実績は
概ね成果目標に見合ったものとなっている。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

切迫性の高い大規模災害に備えた防災・減災まちづくりの観
点に加えて、社会資本の的確な維持・管理といった国家的な
重要課題に関し、優先度の高いテーマを対象に実施する。

発注先の選定は企画競争で行っており、積算は徴収した見
積との比較を行っている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

有

平成28年度

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

○

企画競争による支出先の選定をしている。選定にあたって
は、匿名性を確保した評価、有識者委員会による審査等に
より透明性・公平性を確保する。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

作成したガイドライン等は、地方公共団体にとって有効性や
実現可能性が高いものとなっており十分に活用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成24年度

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

調査に必要な経費に限定している。

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

前年度の行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、有識者のほか地方公共団体・関係機関等の意見を広く取り入れることにより、地方公
共団体にとって有用性や実現可能性の高い、効果的なアウトプットとなるような調査を行う。

・切迫性の高い大規模災害に備えた防災・減災まちづくりの観点に加えて、社会資本の的確な維持・管理といった国家的な重要課題に関し、優
先度の高いテーマを対象として、国が実施すべき内容について効率的な調査を行う。
・また、企画競争により支出先を選定することとしており、その際、有識者委員会による審査により、透明性・公平性を確保することとしている。
・一者応募であったものについても、参加資格要件である同種・類似の業務実績は要件を満たす業者が相当数存在することを確認の上設定
し、早期の公示、十分な公示期間の確保を行っており、競争性は確保されている。
・成果実績は成果目標に見合った実績となっている。活動実績においても見込みに見合ったものとなっている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

本調査は、都市の防災性の向上、安全で安心して暮らせる
まちづくりを総合的に推進する方策を検討するものであり、
国民や社会のニーズは高い。

平成23年度

国家的な重要課題に関するテーマであるため地方自治体、
民間等には委ねることができない事業である。

○

○

-

平成25年度 平成26年度 平成27年度

事業番号 事業名所管府省名

-

-

116

-

新27-014

-

新27-0012

-



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

国土交通省

４８百万円

Ａ：民間事業者等

４８百万円

【随意契約（企画競争）等】



　

支出先上位１０者リスト

A.民間事業者等

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

平成２８年度　被災宅地災
害復旧マニュアル改定業
務

-
随意契約
（少額）

平成２８年度　液状化マッ
プ表現方法検討業務

市街地液状化対策工事の
段階的施行

1

11

8

8

0.8

-1

随意契約
（企画競争）

5

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

4 100％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

樹木等の安全点検等に関
する検討調査

平成２８年度　宅地に関す
る情報のあり方及び安全
度向上に向けた検討業務

市街地復興計画の策定円
滑化のための事前準備方
策検討調査

屋外広告物の安全対策に
関する調査

大規模災害時における外
国人避難誘導に資する情
報提供環境整備方策検討
調査

-

1 99％

2

3

2 100％

法　人　番　号

9013401004956

1010405001186 13

2 100％

3 100％

5010401023057

8010005018756

7010001007490

9013401004956

9013401004956

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

随意契約
（企画競争）

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

5011501013443

6

1

8

7

5 2 99％

2 100％

4

2 99％

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

-

樹木等の安全点検等に関する検討調査

費　目

計 13 計 0

費　目 使　途

B.
金　額

(百万円）

13

使　途

住宅・市街地
防災対策調査
費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.（一財）日本緑化センター

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

（一財）日本緑化セン
ター

パシフィックコンサル
タンツ（株）

（株）日本能率協会
総合研究所

（一社）日本公園緑
地協会

（株）日建設計総合
研究所

パシフィックコンサル
タンツ（株）

パシフィックコンサル
タンツ（株）

(株)千代田コンサル
タント

チェック

チェック



（ ）

　チェック

29年度
活動見込

30年度
活動見込

-

4

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

#DIV/0! 99% 72%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

・平成26年度「都市における今後のエネルギーの面的利用のあり方に関する検討調査」による報告書
・特定都市再生緊急整備地域内における都市開発の実態調査（国土交通省都市局調べ）

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

地区

計算式
百万円
/地区

64

26年度 27年度 28年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

254/4

29年度活動見込

- 38 53

活動実績

28年度

百万円

単位

災害対応拠点を含む都市開発が予定される拠点地区
で自立分散型エネルギーシステムが導入される地区数
（事業実施地区） 地区

344/9

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

348

災害時対応拠点を含む都
市開発が予定される拠点
地区における自立分散型
面的エネルギーシステムの
導入により、平成32年度に
事業を実施しない場合に比
べて、災害発生時の被害を
420億円軽減させる。

実施方法

26年度

災害時業務継続地区整備緊急促進事業 担当部局庁 都市局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 市街地整備課 課長　英　直彦

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

その他の事項経費

▲ 3

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

27年度

　業務継続地区を構築するための計画策定、コーディネート、施設整備を支援（補助対象：地方公共団体、都市再生機構、協議会、民間事業者等）
・計画策定支援：業務継続地区整備にかかる計画の策定に対する支援を行う。
・コーディネート支援：業務継続地区整備に向けて関係者の合意形成を図るために必要な検討調査等に対する支援を行う。
・施設整備事業支援：業務継続地区に必要な施設の整備（エネルギー供給施設、ネットワーク、マネジメントシステム及び関連施設の整備等）に対する支援を
行う。

-

-

- -

▲ 104

災害対応拠点を含む都市
開発が予定される拠点地
区で自立分散型面的エネ
ルギーシステム導入に伴う
災害発生時の被害軽減効
果

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

365

単位

災害時業務継続地区整備緊急促進事業
予算執行額

／
災害時業務継続地区整備緊急促進事業

交付地区数

単位当たり
コスト

1043

-

平成２７年度
事業終了

（予定）年度
平成３１年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　都市機能が集積しエネルギーを高密度で消費する拠点地区であって、災害対応の拠点となる地区における災害時のエネルギー不足は、業務継続や災害
対応に支障をきたし、我が国経済への影響も大きい。このため、当該地区において、エネルギーの自立化・多重化に資するエネルギー面的ネットワークによ
り、災害時の業務継続に必要なエネルギーの安定供給が確保される業務継続地区（BCD：Business Continuity District）の構築を支援することにより、我が国
都市の防災性の向上等を図る。
　なお、平成29年度より国際競争拠点都市整備事業に新たにエネルギー導管等に対する支援事業を創設したことに伴い、本事業については、平成31年度ま
での経過措置として事業を終了する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

億円
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

億円

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 345 264 254 0

344 264

執行率（％） - 100% 100%

- 4 4

-

27年度

264/5

420

災害時業務継続地区整備緊急促進事業費補助金交付要綱

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

- 0

-

0 80

-

19

330

-

150

関係する計画、
通知等

達成度

-

31

-

年度 年度32

- 4 3

26年度

150 0

事業番号 0106

国土強靱化施策

29年度当初予算

150

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

(目)災害時業務継続地区
整備緊急促進事業費補助

金

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求



政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

-

15

目標最終年度

2 12- 0

目標値

中間目標

年度

計画開始時
28年度 29年度単位

年度

2

目標値 地区

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

K
P
I

(

第
一
階
層

）

成果実績

27年度 28年度

年度 年度

改革
項目

分野： -

0

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業により、都市機能が集積した拠点地区において、災害時にエネルギーの安定供給が確保される業務継続地区を構築することにより、測定指
標の実績値の向上に寄与する。

31 32
定量的指標

年度
26年度

実績値 地区 -

単位

災害対応拠点を含む都市開発が予定される拠点地区
で自立分散型面的エネルギーシステムが導入される地
区数

施策 １１　住宅・市街地の防災性を向上する

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

測
定
指
標

達成度 ％

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績

目標値

達成度 ％

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム



施工に伴う地下埋設物の移仮設等において、各埋設事業者
との施工調整等に不測の期間を要するなど、付加的な要因
であるため妥当である。

経済産業省

事業番号 事業名所管府省名

地産地消型再生可能エネルギー面的利用等推進事業

○

-

業務継続地区の整備を図るためには都市開発と一体的な整
備が必要であり、東京オリンピック・パラリンピック開催を契
機とした都市開発の機会を逸することなく緊急に取り組むこ
とが必要であるが、初期投資の大きさから民間だけに負担と
求めることは困難であり、またその効果は単独の自治体の
利益を超えるものであることから、国の支援が必要である。

○

評　価項　　目

東日本大震災を踏まえた業務継続確保に係る要請への対
応や都市の国際競争力の向上による国際的な経済活動の
拠点を形成することは高い国策性を有しており、その推進に
はエネルギー面的利用を活用した業務継続地区整備による
面的な防災性の確保が必要である。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

支援にあたっては、事業目的である「災害時の業務継続に
必要なエネルギーの安定供給が確保される業務継続地区の
構築」に資するエネルギー面的ネットワークの整備に要する
経費に限定している。

○

改善の
方向性

・災害時における業務継続確保の観点から、引き続き、エネルギー面的ネットワークの導入がより効果的・効率的になされるよう適切な執行に
努める。
・また、平成29年度より大都市の防災性を向上し、国際競争力を強化するため、国際競争拠点都市整備事業に新たに事業を創設し、地域要件
を特定都市再生緊急整備地域内に限定するとともに、支援対象施設を都市再生安全確保計画に基づくエネルギー導管等に重点化しており、
これに伴い、本事業については平成31年度までの経過措置として事業を終了することとしている。

不用なく予算を執行しており、エネルギー面的ネットワークの導入を着実に促進しているところであり、エネルギー面的ネットワークの導入がよ
り効果的・効率的になされるよう努めている。

○

地震等の災害時に機能が活用されるため、効果について評
価できない。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

当該事業の支援対象は、災害時のエネルギー継続供給の
観点から、エネルギーネットワーク施設等（エネルギーの供
給先に災害対応の拠点となる施設等を含むもの）に限ってお
り、経産省の関連事業とは目的が異なっている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

災害時の業務継続に必要なエネルギーを確保する上では、
民間事業者が個々の建物毎にエネルギー供給施設を設け
ることが考えられるが、エネルギー容量の確保等に限界があ
り不十分である。一方、本事業による支援に基づき、エネル
ギー供給施設をネットワーク化することで、災害時にエネル
ギー融通を可能とすることでエネルギー容量を確保するとと
もに、エネルギーの自立化・多重化を図る等、より効果的に
災害時の業務継続機能を確保することができる。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

支援にあたっては、国土交通省HP等により広く公募をかける
とともに、応募のあった事業計画の内容について、専門的知
識を有する学識経験者の意見等を踏まえて支援先を選定し
ており、妥当であると考える。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

無

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

エネルギー基本計画（H26.4.11閣議決定「都市開発と連携し
たエネルギー面的利用のためのインフラ等整備の促進」）、
国土強靱化基本計画（H26.6.3閣議決定「コージェネレーショ
ン等の地域における自立・分散型エネルギーの導入を促
進」）、首都直下地震緊急対策推進基本計画（H27.3.31閣議
決定「拠点地区におけるエネルギーの自立化・多重化」）、社
会資本整備重点計画（H27.9.18閣議決定「災害時の業務継
続に必要なエネルギーの自立化・多重化」）等に位置付けら
れており、優先度の高い事業である。

事業費の積算については個別に確認しており、単位当たりコ
スト等の水準としては妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

○

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

下記、改善の方向性に記載のとおり

災害時に機能が活用されるものであるため、一応に単年で
の目標を設定することは難しいが、エネルギーシステムの導
入地区数に応じて成果実績は見合ったものと考える。

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業の進捗に応じて、一部繰越が伴った地区もあるが、事業
実施地区数としては概ね当初見込みを達成している。

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

拠点地区における災害時のエネルギー不足は業務継続に
支障を来し、我が国経済への影響も大きい。こうした拠点地
区において、都市の防災性向上に資する公共性・公益性を
有するエネルギーの自立化・多重化を図るため、エネルギー
の面的整備に必要な施設に支援しており、受益者との負担
関係は妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○
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0117

－
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新27-0013平成25年度 平成26年度 平成27年度

平成23年度

外部有識者の所見

平成24年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成28年度

行政事業レビュー推進チームの所見

備考

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

〈神奈川県横浜市の例〉
（単位：千円）

計画策定費 7,500

計 7,500

※実績報告ベース

【補助】

C　民間企業等（3者）
28百万円

業務継続地区整備に必要な施設
整備支援の実施

国土交通省
264百万円

業務継続地区整備に必要な施設
整備支援の実施

災害時業務継続地区整備緊急促
進事業の指導及び助成

【補助】

A　地方公共団体（2者）
12百万円

【補助】

B　協議会（2者）
223百万円

業務継続地区整備にかかる計画
の策定、コーディネート支援を実
施



　チェック

119

金　額
(百万円）

A.横浜市

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

災害時業務継続地区整備緊急促進事業費
補助金（業務継続地区整備に係る計画の策
定支援）

使　途

災害時業務継
続地区整備緊
急促進事業費
補助金

B.札幌都心地域再生緊急整備協議会
金　額

(百万円）

8

費　目 使　途

計 8 計 119

災害時業務継
続地区整備緊
急促進事業費
補助金

災害時業務継続地区整備緊急促進事業費
補助金（業務継続地区整備に必要な施設整
備支援）

18

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

災害時業務継
続地区整備緊
急促進事業費
補助金

災害時業務継続地区整備緊急促進事業費
補助金（業務継続地区整備に係る計画の策
定支援）

費　目

C.アークヒルズ熱供給（株） D.

費　目 使　途

計 18 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載



支出先上位１０者リスト

A.地方公共団体（2者）

B.協議会（2者）

C.民間事業者等（3者）

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

チェック

赤坂一丁目市街地
再開発組合

7700150073173

災害時業務継続地区整備
緊急促進事業費補助金
（業務継続地区整備に必要
な施設整備支援）

3 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

東京ガスエンジニア
リングソリュージョン
ス（株）

2010401079028

災害時業務継続地区整備
緊急促進事業費補助金
（業務継続地区整備に必要
な施設整備支援）

8 補助金等交付 - - -

横浜市

大阪市

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

- -

1

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

補助金等交付

2

- -

法　人　番　号

6000020271004

3000020141003 8

補助金等交付

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

災害時業務継続地区整備
緊急促進事業費補助金
（業務継続地区整備に係る
計画の策定支援）

災害時業務継続地区整備
緊急促進事業費補助金
（業務継続地区整備に係る
コーディネート支援）

2

-

東京都心・臨海地域
都市再生緊急協議
会

-

災害時業務継続地区整備
緊急促進事業費補助金
（業務継続地区整備に必要
な施設整備支援）

104

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

札幌都心地域都市
再生緊急整備協議
会

-

災害時業務継続地区整備
緊急促進事業費補助金
（業務継続地区整備に必要
な施設整備支援）

119 補助金等交付 - -

補助金等交付 - - -

3

1

2

アークヒルズ熱供給
（株）

9010401000449

災害時業務継続地区整備
緊急促進事業費補助金
（業務継続地区整備に必要
な施設整備支援）

18 補助金等交付 - - -

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

5



（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

105% 98% 105%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
下水汚泥エネルギー化率（国土交通省水管理・国土保全局下水道部調べ（平成２９年４月））

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
下水道法第３４条

主要政策・施策

達成度 ％

％

5,251

平成32年度までに下水汚
泥エネルギー化率を約30%
まで引き上げる。

実施方法

定量的な成果目標

26年度

下水道事業 担当部局庁 水管理・国土保全局　下水道部 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負、補助

担当課室 下水道事業課 課長　加藤　裕之

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し ▲ 724

計

28年度

公共事業

▲ 655

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

27年度

○地方公共団体が実施する下記事業に対する補助金。※（）は補助率
　①民間活力イノベーション推進下水道事業費補助・・・再生可能エネルギーの利用促進及び効率的な下水道整備等を図るため、PPP/PFI事業などの官民連
携事業を支援（1/2、5.5/10等）
　②未普及解消下水道事業費補助・・・公衆衛生の向上、生活環境の改善を図るため、し尿・生活雑排水などの汚水の排除を行うための汚水管の整備等
（1/2等）
　③浸水対策下水道事業費補助・・・集中豪雨による浸水被害の軽減を図るため、官民連携した雨水管、ポンプ場、雨水調整池の整備等（1/2等）
○下水道事業の計画的かつ効率的な推進を図るために必要な国が実施する調査研究

5,225

- -

▲ 220

下水汚泥エネルギー化率

-

％

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

5,280

220655

5,466

昭和３２年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

①し尿、生活雑排水などの汚水の排除・処理による公衆衛生の向上、生活環境の改善、河川などの公共用水域の水質保全
②バイオマスである下水汚泥等の有効利用による低炭素社会、循環型社会の構築
③集中豪雨による浸水被害の軽減

前年度から繰越し 1,087 724

成果実績

目標値

成果指標 単位

％
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） ％

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

5,588 5,320 5,715 5,504 0

5,157 5,532

執行率（％） 98% 97% 97%

平成32年度までに高度処
理実施率を約60％まで引き
上げる。

良好な水環境創出のため
の高度処理実施率

成果実績 ％

目標値

30

73 77

60

-

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

50 53

-

16

5,284

関係する計画、
通知等

達成度

15

-

年度 年度32

32 年度
26年度 27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

年度

44 46

- -

1,206

240

0

5,284

0

0

事業番号 　 0059

国土強靱化施策、地方創生

29年度当初予算

3,838

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

下水道事業調査費

下水道事業費補助

下水道防災事業費補助

その他

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求



根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
良好な水環境創出のための高度処理実施率（国土交通省水管理・国土保全局下水道部調べ（平成２９年４月））

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
下水道による都市浸水対策達成率（国土交通省水管理・国土保全局下水道部調べ（平成２９年４月））

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
汚泥処理人口普及率（国土交通省水管理・国土保全局下水道部調べ（平成２９年４月））

29年度
活動見込

30年度
活動見込

7

29年度
活動見込

30年度
活動見込

3

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

当初見込み

箇所

活動指標

26年度 27年度 28年度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

単位

％

汚水処理人口普及率

成果実績

目標値 ％

定量的な成果目標

B-DASH採択案件数（下水汚泥エネルギー化等の一層
の効率化等に資する実証事業採択箇所数）

活動実績

活動実績 箇所

当初見込み 箇所

単位

％

都道府県・市町村における汚泥エネルギー化等下水道
事業実施箇所数
（下水道事業費補助の補助金等により下水汚泥のエネ
ルギー化等に係る施設整備が実施された箇所）

平成32年度までに都市浸
水対策達成率を約62％ま
で引き上げる。

箇所

平成32年度までに汚水処
理人口普及率を約96%まで
引き上げる。

％

成果指標

％

達成度 ％

目標値

成果指標 27年度

下水道による都市浸水対
策達成率

成果実績
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

32
28年度

中間目標

92

単位 26年度

達成度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

2 6 7

目標最終年度

- - 62

年度

32 年度

年度

56 57

中間目標 目標最終年度

年度

96

93 94

- -

26年度 27年度 28年度

89 90

90

26年度

2 6 7

6 9 4

27年度 28年度

6 9 4



30

目標年度

年度 32

-- -

年度

単位 26年度 27年度

-

目標値 ％

28年度
中間目標

27年度 28年度

-

89 90 - -

目標値 ％ -

％実績値

-

定量的指標
年度

％ -

96

100

持続的な汚水処理システムのための都道府県構想策
定率

16

-

中間目標 目標年度

32
定量的指標

年度
26年度

目標年度

年度 32 年度

中間目標

実績値 ％ 15

単位

2 19 - -

目標値

下水汚泥エネルギー化率

- -

汚水処理人口普及率

実績値 ％

施策 ８　良好な水環境・水辺空間の形成・水と緑のネットワークの形成、適正な汚水処理の確保、下水道資源の循環を推進する

政策 ２ 良好な生活環境、自然環境の形成、バリアフリー社会の実現

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

測
定
指
標



政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

32 35

46 47

56 57

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

実績値 ％

32 年度

災害時における機能確保率（①主要な管渠）

-

目標値 ％

定量的指標 単位 26年度

27年度 28年度
中間目標 目標年度

年度

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度
中間目標 目標年度

年度 32 年度

災害時における機能確保率（②下水処理場）

実績値 ％ -

目標値 ％ - - 40

100

60

定量的指標 単位 26年度

年度 32 年度

下水道による都市浸水対策達成率

実績値 ％ -

目標値 ％ 62

27年度 28年度

定量的指標

施策 １１　住宅・市街地の防災性を向上する

測
定
指
標

中間目標 目標年度

- 0 0 -

目標値 ％ - - -

単位 26年度 27年度 28年度
中間目標 目標年度

年度 32 年度

最大クラスの内水に対応したハザードマップを作成・公
表し、住民の防災意識向上につながる訓練（机上訓練、
情報伝達訓練等）を実施した市区町村の割合

実績値 ％

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

下水道法に基づき、地方公共団体が行う下水道事業への補助を行うことにより、測定指標の向上に寄与する。
また、技術開発、調査研究を通じて、地方公共団体が行う下水道事業の計画的かつ効率的な推進を図り、測定指標の向上に寄与する。



下水道法に基づき、地方公共団体が行う下水道事業への補助を行うことにより、測定指標の向上に寄与する。
また、技術開発、調査研究を通じて、地方公共団体が行う下水道事業の計画的かつ効率的な推進を図り、測定指標の向上に寄与する。

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

％ - - - 100

政策 ４　市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護

施策 ３０　社会資本整備・管理等を効果的に推進する

測
定
指
標

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度
中間目標 目標年度

年度 32 年度

個別施設毎の長寿命化計画（個別施設計画）の策定率

実績値 ％ - 23 43

目標値

○

支出先の選定にあたっては、可能な限り競争性のある契約
手法を導入している。

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

下水道法に基づき、地方公共団体が行う下水道事業への補助を行うことにより、測定指標の向上に寄与する。

下水道法に基づき、下水道事業は主に地方公共団体が行う
ものであり、国として重要な課題に対応し、補助を行ってい
る。
また、下水道事業における官民連携を推進している。

○

-

評　価項　　目

国民の安心・安全の確保、汚水処理施設整備の地域間格差
是正等、国として重要な課題に対応し、効率的かつ集中的に
下水道法に基づく補助を行っている。

○

事業目的に沿って予算を執行しており、その執行状況等を
適切に把握・確認している。

‐

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

事業目的に沿って予算を執行しており、その執行状況等を
適切に把握・確認している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

有

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

国民の安心・安全の確保、汚水処理整備の地域間格差是正
等、国として重要な課題に対応しており、優先度の高い事業
である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

官民連携の推進とともに、下水道事業の計画的かつ効率的
な推進を図るために必要な技術開発、調査研究を実施して

○

‐

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

国と事業主体との負担関係は関係法令・要綱等に定められ
ており、妥当なものとなっている。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



農山漁村地域整備交付金

144

56

64

153

53

173

54平成25年度 平成26年度 平成27年度

環境省

事業番号 事業名所管府省名

浄化槽設置整備事業

農林水産省

平成23年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

外部有識者の所見

改善の
方向性

引き続き官民連携や技術開発等を推進し、下水道事業の一層の効率性向上に努める。

国民の安心・安全の確保、汚水処理施設整備の地域間格差是正等、国として重要な課題に対応し、効率的かつ集中的に下水道法に基づく補
助を行うなど、事業の効率的・効果的な実施に努めている。

○

整備した施設および成果物は、十分に活用されている。

平成24年度

「浄化槽設置整備事業」においては環境省所管の浄化槽へ
の支援、「農山漁村地域整備交付金」においては農林水産
省所管の農業集落排水施設等への支援を行う。各都道府県
が策定する「都道府県構想」に基づき各事業の適切な役割
分担の下、汚水処理施設の整備を進めている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

都道府県構想に基づき、下水道が最も効率的な地域に限っ
て下水道を整備している。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

関連する過去のレビューシートの事業番号

○

平成28年度

○

行政事業レビュー推進チームの所見

成果実績等を踏まえれば、概ね成果目標を達成する見込み
である。

備考

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

活動実績は見込みと比較して、おおむね達成出来ている。

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点検結果



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

補助

直轄（調査）

【公募随契】 【再委託】

V.水ｉｎｇ株式会社・仙台市共同研究

体

30百万円

x.民間企業(5社）
7百万円

【公募随契】 【再委託】 【公募随契】 【再委託】

U.川崎地質（株）・日本下水道事業団・

船橋市共同研究体

37百万円

w.公益法人（1社）
民間企業（2社）

7百万円

h.ＪＮＣエンジニアリング・吸着技術工

業・熊本県立大学・山鹿都市ガス・九電

工・シンコー・大津町・益城町・山鹿市

共同研究体

12百万円

ｸ.民間企業（4社）
3百万円

【公募随契】 【再委託】 【公募随契】

T.三菱電機（株）・名古屋市・相模原

市共同研究体

39百万円

v.民間企業（6社）
31百万円

g.（株）クボタ　東京本社

17百万円

【公募随契】 【再委託】 【公募随契】 【再委託】

Ｓ.（株）ウォ－タ－エ－ジェンシ－・日本

電気（株）・旭化成エンジニアリング

（株）・日本下水道事業団

39百万円

u.民間企業（6社）
8百万円

f.王子ホールディングス（株）・王子エン

ジニアリング（株）・クラレアクア（株）共

同研究体

19百万円

ｷ.民間企業（6社）
2百万円

【公募随契】 【再委託】 【公募随契】 【再委託】
Ｒ.（株）環境総合テクノス・（株）日水

コン・（学）関西大学・豊中市上下水

道局共同研究体

39百万円

t.民間企業（4社）
14百万円

e.（株）西原環境・（株）大原鉄工所・北

海道大学・浜中町共同研究体

20百万円

ｶ.民間企業（2社）
4百万円

【公募随契】 【再委託】 【公募随契】
Q.（株）東芝・（株）ユーグレナ・日
環特殊（株）・（株）日水コン・日本
下水道事業団・佐賀市共同研究

体
40百万円

s民間企業（2社）
6百万円 d.(株)日水コン・ﾌﾞﾙｰｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ(株)・

横浜国立大学・横浜市共同研究体

20百万円

【公募随契】 【再委託】 【公募随契】 【再委託】

P.（株）西原環境・（株）東京設計
事務所・京都大学・糸満市共同

研究体
43百万円

r.公益法人（1社）
民間企業（5社）

9百万円

c.（株）興和・積水化学工業（株）・新

潟市共同研究体

27百万円

ｵ.民間企業（1社）
1百万円

【公募随契】 【再委託】 【公募随契】 【再委託】

O.メタウォ－タ－（株）・（株）新日本

コンサルタント・古野電気（株）・江守

商事（株）・（株）日水コン・神戸大

学・福井市・富山市共同研究体

45百万円

q.公益法人(1社）
1百万円

b.東亜グラウト工業（株）・十
日町市共同研究体

27百万円

ｴ.民間企業（1社）
2百万円

【公募随契】 【再委託】 【公募随契】 【再委託】

N.（株）大川原製作所・秦野市・関西電

力（株）共同研究体

500百万円

p.民間企業（6社）
88百万円

ａ.国立大学法人東北大学・カーボン

フリーネットワーク（株）・（株）大和

三光製作所・弘前市共同研究体

27百万円

ｳ.民間企業（8社）
6百万円

【公募随契】 【再委託】 【公募随契】 【再委託】

M.三機工業（株）・東北大学・香川高

等専門学校・高知工業高等専門学

校・日本下水道事業団・須崎市

590百万円

o.民間企業（6社）
200百万円

U.清水建設（株）・パワーユナイテッ

ド・積水化学工業（株）・大阪狭山

市・軽井沢町・小林市共同研究体

30百万円

ｲ.民間企業（2社）
7百万円

【公募随契】 【再委託】 【公募随契】 【再委託】

Ｌ.月島機械（株）・サンエコサーマル

（株）・日本下水道事業団・鹿沼市・（公

財）鹿沼市農業公社

598百万円

n.公益法人（1社）
民間企業（10社）

200百万円

Y.（株）総合設備コンサルタント・大日本

プラスチック（株）・中央復建コンサルタ

ンツ（株）・(株)ﾃﾞｨﾝﾌﾟﾚｯｸｽジャパン・北

海道大学・大阪市立大学・旭川市共同

研究体

30百万円

ｱ.公益法人（1社）
民間企業（2社）

3百万円

【公募随契】 【再委託】 【公募随契】 【再委託】
K.（株）ＩＨＩ環境エンジニアリング・帝

人（株）・日本下水道事業団・辰野町

共同研究体

600百万円

m.民間企業（4社）
269百万円

X.（株）オストランド・（株）ｉＰＬ・成蹊大

学・産業技術総合研究所共同研究体

30百万円

z.民間企業（1社）
1百万円

【公募随契】 【再委託】

J.公益法人（1社）
民間企業（10社）

195百万円

l.民間企業（6社）
49百万円

W.山口大学・（株）正興電機
製作所・日本下水道事業団

共同研究体
30百万円

y.民間企業（1社）
3百万円

C.地方整備局等（7局）
115百万円

I.民間企業（6社）
115百万円

D.国土技術政策総合研究所

3,083百万円 【一般競争、企画競争、随契】 【再委託】

G.公益法人（6社）
民間企業（6社）

138百万円

k.公益法人（2社）
民間企業（4社）

4百万円

【企画競争、随契】

H.公益法人（7社）
民間企業（12社）

124百万円

【一般競争、企画競争、公募随契、随契】

【企画競争、公募随契、随契】 【再委託】

F.公益法人（5法人）
民間企業（3社）

130百万円

j.民間企業（2社）
9百万円

【企画競争、公募随契、随契】 【再委託】

B.水管理・国土保全局
567百万円

【一般競争、企画競争、公募随契】 【再委託】

E.公益法人（13法人）
民間企業（13社）

175百万円

i.公益法人（1社）
民間企業（10社）

14百万円

【補助】

国土交通省 A.地方公共団体等（6団体）

5,532百万円 1,765百万円

 下水道施設の整備等を実施

下水道事業における諸課題のうち、特に技術

開発や技術基準等についての調査・検討

各地域における下水道事業の課題、あり方につ

いて調査・検討

全国的な下水道事業の課題、あり方について

調査・検討

下水道における循環型社会の構築に関す

る調査・検討業務（省エネ、資源利用等）

下水道における公共用水域の水質保全の

推進に関する調査・検討業務（高度処理、

流総等）

各地域における下水道事業の計画等

に係る調査・検討業務

下水道事業における技術開発や基準等

に係る調査検討業務

効率的な下水道事業の推進に関する調

査・検討業務（積算基準等）

下水道における強靱な社会の構築に関する

調査・検討業務（地震、津波、浸水対策等）

三次元陥没予兆診断技術に関する

実証研究

振動診断とビッグデータ分析による下水道

施設の劣化状況把握・診断技術実証研究

革新的な下水道技術の調査・

検討に必要な分析等の業務

専門的な技術や施設を用いて実

施する測定・分析等の業務

陥没の兆候の検知を目的とした空洞探査の

精度と日進量の向上に関する実証研究

車両牽引型深層空洞探査装置の実用化

に向けた技術実証研究

センサー連続監視とクラウドサーバ集約に

よる劣化診断技術および設備点検技術

の実証研究

革新的な下水道技術の調査・検

討に必要な分析等の業務

革新的な下水道技術の調査・検

討に必要な分析等の業務

革新的な下水道技術の調査・検

討に必要な分析等の業務

革新的な下水道技術の調査・

検討に必要な施設の設置等の

業務

革新的な下水道技術の調査・

検討に必要な施設の設置等の

業務

専門的な技術や施設を用いて実

施する測定・分析等の業務

専門的な技術や施設を用いて実

施する測定・分析等の業務

専門的な技術や施設を用いて

実施する測定・分析等の業務
下水処理水と海水の塩分濃度差を利用し

た水素製造システム技術に関する研究

中小規模下水処理場を対象とした高濃度

メタン発酵技術に関する研究
革新的な下水道技術の調査・検討

に必要な分析等の業務

不織布フィルターと限外ろ過膜による未処

理下水の除菌システム技術に関する研究

革新的な下水道技術の調査・検

討に必要な分析等の業務

下水圧送管路における硫化水素腐食箇所

の効率的な調査・診断技術に関する研究

メタン精製装置と吸蔵容器を用いた集約

の実用化に関する技術実証研究
革新的な下水道技術の調査・検

討に必要な分析等の業務

特殊繊維担体を用いた余剰汚泥削

減型水処理技術実証研究

脱水乾燥システムによる下水汚泥の肥

料化、燃料化技術実証研究

革新的な下水道技術の調査・

検討に必要な施設の設置等の

業務

ＤＨＳシステムを用いた水量変動追従型水

処理技術実証研究

自己熱再生型ヒートポンプ式高効率下水

汚泥乾燥技術実証研究

都市域における局所的集中豪雨に対する

雨水管理技術実証研究

下水処理水の再生処理システムに関する

実証研究

バイオガス中のCO2分離・回収と微細

藻類培養への利用技術実証研究

革新的な下水道技術の調査・検

討に必要な分析等の業務

革新的な下水道技術の調査・検

討に必要な分析等の業務

革新的な下水道技術の調査・検

討に必要な分析等の業務

革新的な下水道技術の調査・

検討に必要な分析等の業務

革新的な下水道技術の調査・検

討に必要な分析等の業務

革新的な下水道技術の調査・検

討に必要な分析等の業務

下水汚泥の熱分解高純度水素製造プ

ロセス技術に関する研究
革新的な下水道技術の調査・検

討に必要な分析等の業務

下水熱蓄熱融雪システムの開発に関する

研究

革新的な下水道技術の調査・検

討に必要な分析等の業務

下水処理水とマグネシウムを利用した水

素発電技術に関する研究

革新的な下水道技術の調査・検

討に必要な分析等の業務

下水汚泥から水素を直接製造する技術

に関する研究
革新的な下水道技術の調査・検

討に必要な分析等の業務

下水熱を利用した車道融雪技術の実用

化に関する研究

革新的な下水道技術の調査・検

討に必要な分析等の業務

下水熱および車道融雪の特性を考慮した

下水熱利用融雪技術の研究
革新的な下水道技術の調査・検

討に必要な分析等の業務

中大口径管路等を対象とした無人小型

飛行体による腐食調査技術の実用化に

関する研究



☑チェック

567

金　額
(百万円）

A.静岡市

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

3,083

全国的な下水道事業の課題・あり方につい
ての調査・設計

使　途

下水道事業費
補助

B.水管理・国土保全局
金　額

(百万円）

883

費　目 使　途

計 883 計 567

下水道事業調
査費

各地域における下水道事業の課題・あり方
についての調査・検討

34
下水道事業調
査費

下水道事業における諸課題のうち、特に技
術開発や技術基準に係る調査・検討

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

下水道事業調
査費

下水道施設整備等を実施

費　目

C.中国地方整備局 D.国土技術政策総合研究所

費　目 使　途

計 34 計 3,083

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

下水道事業調
査費

下水道における循環型社会の構築に関する
調査・検討

25
下水道事業調
査費

下水道における強靭な社会の構築に関する
調査・検討

40

計 25

費　目 使　途

下水道事業調
査費

下水道における公共用水域の水質保全に
関する調査・検討

20

計

20

E.ＰｗＣアドバイザリー・東京設計共同提案体 F.(公財）日本下水道新技術機構・(株)日水コン共同提案体

費　目

下水道事業調
査費

効率的な下水道事業の推進に関する調査・
検討

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

40

金　額
(百万円）

G.（株）建設技術研究所

費　目 使　途
金　額

(百万円）

H.日本下水道事業団

計 20 計 20



支出先上位１０者リスト

A.地方公共団体等

静岡市

愛知県

日本下水道事業団

福岡市

横浜市

秋田県

5

4

9

11

8

7

6

1

10

2011105003406

3000020401307

3000020141003

1000020050008

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

2

3

法　人　番　号

1000020230006

8000020221007 883

13

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

下水道事業施設の整備等
を実施

下水道事業施設の整備等
を実施

下水道事業施設の整備等
を実施

下水道事業施設の整備等
を実施

下水道事業施設の整備等
を実施

14

12

17

25

26

18

21

22

23

19

20

15

16

27

24

30

28

29

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

516

129

127

84

下水道事業施設の整備等
を実施

26



B.水管理・国土保全局

2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

水管理・国土保全局 2000012100001
全国的な下水道事業の課
題・あり方についての調査・
検討

567

6

7

4

5

10

11

8

9

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

26

27

24

25

30

28

29



C.地方整備局等（７局）

中部地方整備局 2000012100001
各地域における下水道事
業の課題・あり方について
の調査・検討

25

北海道開発局 2000012100001
各地域における下水道事
業の課題・あり方について
の調査・検討

9

東北地方整備局 2000012100001
各地域における下水道事
業の課題・あり方について
の調査・検討

8

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

中国地方整備局 2000012100001
各地域における下水道事
業の課題・あり方について
の調査・検討

31

3

4

1

2

北陸地方整備局 2000012100001
各地域における下水道事
業の課題・あり方について
の調査・検討

34

7

8

5

6

九州地方整備局 2000012100001
各地域における下水道事
業の課題・あり方について
の調査・検討

8

11

12

9

10

四国地方整備局 2000012100001
各地域における下水道事
業の課題・あり方について
の調査・検討

2

15

16

13

14

19

20

17

18

23

24

21

22

27

28

25

26

29

30



D.国土技術政策総合研究所

国土技術政策総合
研究所

2000012100001
下水道事業における諸課
題のうち、特に技術開発や
技術基準に係る調査・検討

3,0831

4

5

2

3

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

8

9

6

7

12

13

10

11

16

17

14

15

20

21

18

19

24

25

22

23

28

29

26

27

30



E.公益法人（13法人）、民間企業（13社）

鹿児島工業高等専
門学校

8010105000820
下水汚泥を用いた高付加
価値きのこの生産技術及
びその生産過程で発生す

5
随意契約
（公募）

1 100％

岐阜大学 5200005002181
微生物燃料電池による省
エネ型廃水処理のための
基盤技術の開発

5
随意契約
（公募）

1 100％

三菱化工機（株） 7020001074662
下水バイオガスによる水素
創エネ技術の普及展開戦
略検討業務

15
随意契約

（企画競争）
2 99％

国立大学法人　山形
大学

8390005002565
下水処理水再利用による
飼料用米栽培に関する研
究

8
随意契約
（公募）

1 100％

日本水工設計（株） 4010001062217
平成２８年度　下水汚泥等
の資源有効利用状況に関
する調査業務

7 一般競争入札 1 95％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

ＰｗＣアドバイザ
リー・東京設計共同
提案体

7010001067262
下水汚泥の有効利用等に
おける官民連携事業の導
入に関する検討業務

25
随意契約

（企画競争）
3 100％1

2

5

6

3

4

三菱総合研究所・総
合設備コンサルタン
ト共同提案体

6010001030403
下水熱利用事業導入支援
等業務

15
随意契約

（企画競争）
2 100％

（株）建設技術研究
所

7010001042703
健全な水・物質循環の構築
に向けたBISTRO下水道等
推進方策検討業務

22
随意契約

（企画競争）
1 99％

9

10

7

8

（公社）土木学会 5011105004847
下水道資源の利活用に資
する技術開発促進検討業
務

7
随意契約

（企画競争）
1 98％

13

14

11

12

(公財）日本下水道新
技術機構

4011105003503
下水道分野における技術
開発促進検討業務

7
随意契約

（企画競争）
1 100％

17

18

15

16

21

22

19

20

25

26

23

24

29

30

27

28



F.公益法人（5法人）、民間企業（3社）

特定非営利活動法
人　日本トイレ研究
所

7010405008309
下水道に関する防災教育
推進手法検討業務

10
随意契約

（企画競争）
2 100％

土木研究所 8050005005206
河川・下水道のシームレス
モデルを用いたリアルタイ
ム浸水予測手法の開発

5
随意契約
（公募）

1 100％

（株）東京設計事務
所

6010001034247
雨水公共下水道の推進に
係る検討会開催支援業務

1
随意契約
（少額）

- 0％

(株)日水コン 3011101015783
新たな雨水管理計画に関
する指針作成等検討業務

19
随意契約

（企画競争）
1 99％

（公財）日本下水道
新技術機構

4011105003503
下水道による浸水対策に
資する情報利活用検討業
務

20
随意契約

（企画競争）
1 100％

（株）ニュージェック・
（一財）都市技術セン
ター共同提案体

2120001086883
下水道施設における河川と
の一体的な運用による浸
水対策手法検討業務

10
随意契約

（企画競争）
2 99％

2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6

7

4

5

（公財）日本下水道
新技術機構

4011105003503
気候変動が下水道管渠へ
及ぼす影響に対する産官
学連携による対応方策検

15
随意契約

（企画競争）
1 99％

(公財）日本下水道新
技術機構・(株)日水
コン共同提案体

4011105003503
下水道管渠内水位情報等
を活用した効率的浸水対
策検討業務

40
随意契約

（企画競争）
1 100％

10

11

8

9

九州大学 3290005003743
都市型水害軽減に向けた
土壌改良による流出抑制
技術の構築

5
随意契約
（公募）

1 100％

14

15

12

13

（公財）日本下水道
新技術機構

4011105003503
地震発生後における下水
道機能の早期復旧手法検
討資料作成補助業務

1
随意契約
（少額）

- 0％

18

19

16

17

22

23

20

21

26

27

24

25

30

28

29



G.公益法人（6法人）、民間企業（6社）

国際航業（株）東京
支店

9010001008669
下水道を核とした市民科学
育成プロジェクト推進方策
検討業務

8
随意契約

（企画競争）
1 99％

日本水工設計（株）・
（一財）造水促進セン
ター共同提案体

4010001062217
紫外線等を活用した下水
消毒技術等に関する調査
検討業務

5
随意契約

（企画競争）
1 99％

（株）日水コン　東京
支所

3011101015783
産学官が連携した東京湾
の水質改善方策検討業務

15
随意契約

（企画競争）
1 99％

（株）日水コン　東京
支所

3011101015783
下水道における水系水質リ
スク低減に向けた対応方
策検討業務

15
随意契約

（企画競争）
2 97％

鹿児島大学 6340005001879
下水処理水中の生態影響
原因物質を対象とした高効
率汎用型探索技術の開発

10
随意契約
（公募）

0 100％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（公財）日本下水道
新技術機構

4011105003503
ＩＣＴ等を活用した段階的高
度処理等推進方策検討業
務

20
随意契約

（企画競争）
1 99％

3

4

1

2

（株）建設技術研究
所

7010001042703
水環境に係る技術開発体
系化等検討業務

20
随意契約

（企画競争）
1 100％

7

8

5

6

（株）日水コン　東京
支所

3011101015783
能動的水環境管理推進方
策検討業務

15
随意契約

（企画競争）
2 98％

（株）建設技術研究
所

7010001042703
適切な雨天時水質管理の
推進に係る検討業務

15
随意契約

（企画競争）
1 99％

11

12

9

10

広島大学大学院 1240005004054
雨天時に市街地から流出
するノンポイント汚濁負荷
量の予測モデル開発

5
随意契約
（公募）

0 100％

15

16

13

14

19

20

17

18

23

24

21

22

27

28

25

26

29

30



H.公益法人（7法人）、民間企業（12社）

☑チェック

（公財）日本下水道
新技術機構

4011105003503
下水処理場における水処
理二軸管理方策検討業務

9
随意契約

（企画競争）
2 100％

国立大学法人岐阜
大学・国立大学法人
名古屋大学・公益財

5200005002181
下水道事業における臭気
抑制効果に関する調査検
討業務

7
随意契約

（企画競争）
1 100％

（株）日水コン東京支
所

3011101015783
効率的な下水道事業実施
に向けた事業量分析業務

7
随意契約

（企画競争）
2 97％

日本下水道事業団 2011105003406
下水道事業における適正
な積算基準の制定に関す
る検討業務

20
随意契約

（企画競争）
1 99％

（公財）日本下水道
新技術機構

4011105003503
下水道管きょ空間利活用
に関する調査検討業務

10
随意契約

（企画競争）
1 100％

日本水工設計・ア
ビームコンサルティン
グ共同提案体

4010001062217
ベンチマーク手法による下
水道の適切な事業運営の
確立方策検討業務

10
随意契約

（企画競争）
1 100％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

1

4

5

2

3

（株）日水コン・メタ
ウォーター（株）・国
際航業（株）共同提

3011101015783
持続可能な下水道事業実
施に係る検討を踏まえた対
応策の実現に関する業務

14
随意契約

（企画競争）
1 97％

8

9

6

7

（株）日水コン東京支
所

3011101015783
下水道事業の効果分析検
討業務

10
随意契約

（企画競争）
1 99％

(株)日水コン 3011101015783
官民連携事業を活用した
下水道普及促進検討業務

10
随意契約

（企画競争）
1 98％

10

11

北海道大学大学院
工学研究院

6430005004014
執行体制の脆弱化に対応
した下水処理水中の細菌・
ウィルスの簡易分析技術の

5
随意契約
（公募）

1 100％

16

17

14

15

18

19

27

24

25

22

23

12

13

30

28

29

26

20

21



国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

29

30

26

27

28

23

24

25

20

21

22

17

18

19

14

15

16

11

12

13

8

9

10

6

7

4

5

2

3

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1



（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

98% 98% 98%

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

個別施設毎の長寿命化計画（個別施設計画）策定率　（国土交通省水管理・国土保全局下水道部調べ　平成29年4月）

一般会計

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

-

主要政策・施策

％

46

平成32年度までに、下水道
事業を実施する全ての地
方公共団体において、ア
セットマネジメントを踏まえ
た長寿命化計画（個別施設
計画）を策定する

実施方法

26年度

下水道事業運営人材育成支援事業委託費 担当部局庁 水管理・国土保全局下水道部 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 下水道企画課 課長　住本　靖

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

27年度

国において、効率的な下水道事業の運営に必要な高度かつ先進的な知見及び取組事例等を全国の地方公共団体に普及させるため、地方公共団体の職員
に対する人材育成プログラムを検討・作成し、当該プログラムを実施することにより、地方公共団体においてアセットマネジメントに必要な知見を有した人材を
育成する。

- -

49

- -

- -

長寿命化計画（個別施設計
画）を策定した下水道事業
を実施する地方公共団体
の割合

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

45

--

48

平成２６年度
事業終了

（予定）年度
平成３０年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

下水道施設の急速な老朽化による維持・更新費用の増大が想定される中、アセットマネジメント手法の導入による効率的な下水道事業の運営が必要である
が、知見を有する人材が下水道管理者たる地方公共団体において不足している。このため、必要な知見や取組事例等を地方公共団体に広く普及させ、ア
セットマネジメントに必要な知見を有する人材を育成することを目的とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％成果目標及び
成果実績
（アウトカム） ％

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

49 46 45 37 0

45 44

執行率（％） 98% 98% 98%

100

-

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

- 23

-

23 43

-

43 -

-

-

- -

37

関係する計画、
通知等

達成度

-

-

年度 年度32

0

37

0

0

事業番号 0107

-

29年度当初予算

37

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

下水道事業運営人材育成
支援事業委託費

その他

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求



政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

29年度
活動見込

30年度
活動見込

300

-

-

目標最終年度

- -- -

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

人

計算式 百万円/人

0.1

26年度 27年度 28年度
活動指標及び
活動実績
（アウトプット）

活動指標

年度

37/300

29年度活動見込

0.9 0.3 0.2

活動実績

28年度

百万円

単位

計画開始時

研修参加者数

28年度 29年度

- - -

単位

人

46/168

年度

- -

目標値 -

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- -
K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

27年度 28年度

単位

実績額／研修参加者数

単位当たり
コスト

-

-

年度 年度

-

74 150 200

49/55

27年度

37/219

改革
項目

分野： -

-

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

地方公共団体における人材育成研修の実施自治体の対象を拡大し、研修効果を高めることで、　国において、効率的な下水道事業の運営に必要な
高度かつ先進的な知見及び取組事例等を全国に普及させ、アセットマネジメントに必要な知見を有した人材を育成することに貢献する。

-

定量的指標

55 168 219

年度

26年度

26年度

実績値 - -

単位

-

施策 １１　住宅・市街地の防災性を向上する

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

測
定
指
標

-

達成度 ％ -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - - - -

目標値 - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム



-

事業番号 事業名所管府省名

○

基本的に請負者への支出のみである。再委託がある場合は
再委託の状況を確認している。

新しい法制度の実施に関するものであり、国における企画、
立案が不可欠である。

○

評　価項　　目

アセットマネジメントに必要な知見を有する人材を育成するこ
とにより、効率的な下水道事業の運営が可能となる。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

費目、使途は本施策に必要な検討を要するものに限ってい
る。

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

平成28年度の実施結果も踏まえ、実務的に必要となるアセットマネジメントについての知識も定着させるため、人材育成プログラムの内容の見
直しを行う。

アセットマネジメントに必要な知見として、一般的かつ重要な事項の定着を図ることができたが、引き続き、対象の地方公共団体を拡大し、ア
セットマネジメントの普及のために人材育成プログラムを行う必要がある。

‐

実施結果は地方公共団体によって活用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

支出先は、企画提案書の内容審査により客観的に評価し選
定を行っており、選定の妥当性は確保されている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

有

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

下水道施設の老朽化が急速に進む中、アセットマネジメント
手法の導入による効率的な下水道事業の運営は優先度が
高い。また、新しい法制度を含むアセットマネジメントに必要
な知見は高度かつ多岐に渡ることから、地方公共団体職員
に対し、これらの知見習得に必要なプログラムを一定期間実
施し、知識の定着を図ることが必要。

妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

‐

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

フォローアップを実施することで、地方公共団体の課題に応
じて、人材育成プログラムが活用されるようにしている。

行政事業レビュー推進チームの所見

成果実績は概ね成果目標に見合ったものである。

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

活動実績は見込みを上回るものである。

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

-

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

支出先上位１０者リスト

A.

新26-17

119

新26-015 111平成25年度 平成26年度 平成27年度

日本下水道事業団

日本下水道事業団

平成23年度

金　額
(百万円）

A.

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

平成24年度

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成28年度

使　途

請負

備考

B.
金　額
(百万円）

45

平成22年度

費　目 使　途

計 45 計 0

下水道事業運営人材育成支援事業の実施

費　目

1 99.7％

1

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

随意契約
（企画競争）

2

2 99.7％

法　人　番　号

2011105003406

2011105003406 37

随意契約
（企画競争）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

下水道分野におけるアセッ
トマネジメントの導入のた
めの人材育成業務

下水道分野における海外
展開のための地方公共団
体職員の人材育成等に関
する調査検討業務

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

8

国土交通省

４５百万円

下水道事業運営人材育成支援事業の委

託

【企画競争・公募等】

Ａ．地方共同法人

４５百万円

下水道事業運営人材育成支援事業の実

施



（ ）

　チェック

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- 100% 100%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
水防のしおり（国土交通省水管理・国土保全局河川環境課水防企画室作成）

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
水防法第13条の2、第14条の2、第15条、第15条の2

主要政策・施策

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

14

地下の避難確保・浸水防止
計画を作成した地下街等
の数

実施方法

26年度

内水浸水被害に対するソフト・自助を含めた減災対策に関す
る検討経費 担当部局庁 水管理・国土保全局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室
下水道部流域管理官
河川環境課水防企画室

流域管理官　岡本　誠一郎
室長　西澤賢太郎

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

27年度

局地的な大雨等による被害を軽減するため、内水に関する浸水情報を下水道管理者等から地下街等の施設管理者等へ提供する手法を検討するとともに、
浸水時の避難確保・浸水防止に関する関係者間の連携を促進する方策を検討し、関係者間が連携した水防計画等の作成の促進を図る。

-

-

- -

-

地下の避難確保浸水防止
計画を作成した地下街等
の数

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

27

-

平成２７年度
事業終了

（予定）年度
平成２９年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

下水道管理者等から地下街管理者等への内水に関する情報提供手法の確立や、浸水深の深い内水地域や地下空間等において迅速な避難確保・浸水防止
を図るための地方公共団体・下水道管理者・地下空間管理者等による連携を促進する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

地下街等数
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） 地下街等数

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 14 27 18 0

14 27

執行率（％） - 100% 100%

-

900

-

社会資本整備重点計画

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

52 67

-

601 -

-

- -

-

-

-

18

関係する計画、
通知等

達成度

467

-

年度 年度32

0

18

0

0

事業番号 0108

国土強靱化施策

29年度当初予算

18

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

住宅・市街地防災対策調査
費

その他

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

技術的な検討等に必要な経費を要求

30年度要求

0



-

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

29年度
活動見込

30年度
活動見込

-

2

-

-

○

基本的に請負者のみの支出である。再委託がある場合は再
委託の状況を確認している。

-

国が技術的な検討等を実施し、地方公共団体を先導するこ
とが効果的である。

○

評　価項　　目

局地的な大雨等による被害を軽減するためのものである。

-

目標最終年度

- -- -

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

計算式 百万円/件

9

26年度 27年度 28年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

年度

18/2

29年度活動見込

- 4.7 27

活動実績

28年度

百万円

単位

計画開始時

水防計画等に関する技術資料の作成

28年度 29年度

- - -

○

費目・使途は本施策に必要な検討を要するものに限ってい
る。

単位

○

件

14／3

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

支出先は、企画提案書の内容審査により客観的に評価・選
定しており、妥当である。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

有

年度

- -

目標値 -

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

水害時において、最新の観測・予報等に係る技術を踏まえた
情報提供手法、避難確保対策の高度化を目指すものであ

妥当である。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

‐

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

技術資料の作成段階で、関係者に広く意見聴取する等事業
の効率化を図っている。

27年度 28年度

○

‐

-

単位

実績額／技術資料の件数

単位当たり
コスト

-

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

無

○

-

国
費
投
入
の

必
要
性

- 2 2

-

27年度

27/１

改革
項目

分野： - -

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

下水道管理者等から地下街管理者等への内水に関する浸水情報の提供手法及び浸水時の避難確保・浸水防止に関する関係者間の連携方策等を
検討し、技術資料を作成・公表することにより、関係者間が連携した水防計画、避難確保・浸水防止計画の作成促進を図り、住宅・市街地における安
全・安心度を高めることに貢献する。

-

定量的指標

- 3 1

年度

26年度

26年度

実績値 - -

単位

-

施策 11 住宅・市街地の防災性を向上する

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

測
定
指
標

-

達成度 ％ -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



事業番号 事業名所管府省名

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

外部有識者の所見

改善の
方向性

今後も透明性及び公平性の観点から企画競争方式により、調査等を発注し、引き続き、国費投入の必要性、事業の効率性・有効性等の観点
から検証しながら事業を進めていく。

内水に関する浸水情報の提供手法等の技術資料を作成し、全国に周知することにより、各地方自治体での検討の促進を図っている。

技術資料を公表しており、活用するように周知している。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

○

‐

行政事業レビュー推進チームの所見

成果実績を精査中

備考

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

活動実績は見込みに見合ったものである。

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点検結果



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　

支出先上位１０者リスト

A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

チェック

チェック

121

新27-015 新27-014平成25年度 平成26年度 平成27年度

（株）日水コン

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

7

平成23年度

金　額
(百万円）

A.

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

平成24年度

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成28年度

内水浸水被害に対するソフト・自助を含めた
減災対策に関する検討の実施

使　途

請負

B.
金　額

(百万円）

20

平成22年度

費　目 使　途

計 20 計 7

請負
内水浸水被害に対するソフト・自助を含めた
減災対策に関する検討の実施

費　目

1

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

随意契約
（企画競争）

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

1 99.4％

法　人　番　号

3011101015783 20

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-
内水浸水情報の提供手法
等に関する検討業務

99.8％1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

一般財団法人　国土
技術研究センター

4010405000185
地下街等の関係者による
連携した浸水対策実施の
ための調査検討業務

7
随意契約

（企画競争）
4 -

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

内水浸水被害に対するソフト・自助を含

めた減災対策に関する検討の企画・立

案、進捗管理・指導

内水浸水被害に対するソフト・自助を含

めた減災対策に関する検討の実施

国土交通省

２７百万円

Ａ．民間企業

２０百万円

【随意契約（企画競争）】

Ｂ．一般財団法人

７百万円

【随意契約（企画競争）】

内水浸水被害に対するソフト・自助を含

めた減災対策に関する検討の実施



（ ）

　チェック

29年度
活動見込

30年度
活動見込

-

1

-

-

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - 100%

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

策定割合=（被災時と同程度の出水で浸水のおそれのある家屋の戸数）÷（過去10年間に床上浸水被害を受けた家屋の戸数）
分母出典：水害統計に基づく集計結果（国土交通省による公表値）
分子出典：浸水戸数調書による集計結果（国土交通省調査）

一般会計

当初見込み

件

26年度 27年度 28年度

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

下水道法第2章第2節

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績
（アウトプット）

活動指標

活動実績

単位

官民連携した浸水対策に関するガイドラインの作成
件

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

-

平成32年度に、過去10年
間に床上浸水被害を受け
た家屋のうち、被災時と同
程度の出水で浸水のおそ
れのある家屋の戸数を、約
4.4万戸まで解消する。

実施方法

26年度

官民連携による浸水対策に関する検討経費 担当部局庁 水管理・国土保全局下水道部 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 流域管理官 流域管理官 岡本　誠一郎

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

30年度要求

予算
の状
況

27年度

官民連携した効率的かつ効果的な浸水対策を推進するため、民間事業者が貯留施設の管理を下水道管理者に委ねる際に必要となる管理協定等の条件を
調査するとともに、下水道管理者が民間の貯留施設を管理する手法を検討し、その手法をガイドラインとしてとりまとめる。

-

-

- -

-

過去10年間に床上浸水被
害を受けた家屋のうち、被
災時と同程度の出水で浸
水のおそれのある戸数

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

20

-

平成２８年度
事業終了

（予定）年度
平成２９年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

下水道法改正（平成27年7月施行）において、新たに規定された「浸水被害対策区域」において、管理協定を締結し、民間が整備した貯留施設の管理を下水
道管理者が実施することができるように制度改正が行われた。本経費では、下水道法の改正を踏まえ、管理協定締結時の留意事項を整理するとともに、下
水道管理者が民間の貯留施設を管理する場合のポンプ施設のポンプ施設の操作、清掃、点検等の管理方法を検討し、ガイドラインとしてとりまとめを行い、
官民連携した浸水対策を推進する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

万戸成果目標及び
成果実績
（アウトカム） 万戸

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 20 14 0

20

執行率（％） - - 100%

- - 1

-

4.4

-

-

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

- -

-

6.1 -

-

- -

-

-

-

14

関係する計画、
通知等

達成度

6.5

-

年度 年度32

- - 1

0

14

0

0

事業番号 0109

国土強靱化施策

29年度当初予算

14

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

住宅・市街地防災対策調査
費

その他

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求

0



政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

○

基本的に請負者のみの支出である。再委託がある場合は再
委託の状況を確認している。

-

国が技術的な検討等を実施し、地方公共団体を先導するこ
とが効果的である。

○

評　価項　　目

局地的な大雨等による被害を軽減するためのものである。

-

目標最終年度

- -

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

- -

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

計算式 百万円/件

14

年度

14/1

29年度活動見込

- - 20

28年度

百万円

計画開始時
28年度 29年度

- - -

○

費目・使途は本施策に必要な検討を要するものに限ってい
る。

単位

○

-

技術資料を公表しており、活用するように周知している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

支出先は、企画提案書の内容審査により客観的に評価・選
定しており、妥当である。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

有

年度

- -

目標値 -

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

平成27年度に改正された下水道法に新たに規定された「浸
水被害対策区域」において、下水道管理者が民間の雨水貯

妥当である。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

‐

‐

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

技術資料の作成段階で、関係者に広く聴取する等事業の効
率化を図っている。

成果実績を精査中。

27年度 28年度

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

‐

-

単位

実績額／ガイドラインの件数

単位当たり
コスト

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

活動実績は見込みに見合ったものである。

-

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

無

○

国
費
投
入
の

必
要
性

-

27年度

20/1

改革
項目

分野： - -

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

下水道管理者が民間の雨水貯留施設を管理する際に必要となる管理協定等の条件を調査するとともに、下水道管理者が民間の貯留施設を管理す
る手法を検討し、ガイドラインを作成・公表することにより、官民連携した効率的かつ効果的な浸水対策の推進を図り、住宅・市街地における安全・安
心度を高めることに貢献する。

-

定量的指標
年度

26年度

26年度

実績値 - -

単位

-

施策 １１　住宅・市街地の防災性を向上する

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

測
定
指
標

-

達成度 ％ -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

新28-0008

新28-014平成25年度 平成26年度 平成27年度

事業番号 事業名所管府省名

平成23年度

外部有識者の所見

改善の
方向性

今後も透明性及び公平性の観点から企画競争方式により、調査等を発注し、引き続き、国費投入の必要性、事業の効率性・有効性等の観点
から検証しながら事業を進めていく。

官民連携による効率的かつ効果的な浸水対策の推進を目指す物であり、国が技術的な検討等を実施し、地方公共団体を先導することが効果
的であるため、国として実施する必要性がある。

‐

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

平成24年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成28年度

行政事業レビュー推進チームの所見

備考

関
連
事
業

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点検結果

下水道管理者が民間の貯留施設を管

理する場合のポンプ施設の操作、清掃、

点検等の管理方法の検討の企画・立案、

下水道管理者が民間の貯留施設を管理

する場合のポンプ施設の操作、清掃、点

検等の管理方法の検討の実施

国土交通省

２０百万円

Ａ．民間企業

２０百万円

【随意契約（企画競争）】



　

支出先上位１０者リスト

A.

チェック

（株）建設技術研究
所

金　額
(百万円）

A.
費目・使途

（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

使　途

請負

B.
金　額
(百万円）

20

費　目 使　途

計 20 計 0

下水道管理者が民間の貯留施設を管理す
る場合のポンプ施設の操作、清掃、点検等
の管理方法の検討の実施

費　目

1

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

随意契約
（企画競争）

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

1 99.7％

法　人　番　号

7010001042703 20

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

下水道管理者が民間の貯
留施設を管理する場合の
管理方法の検討

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要



（ ）

29年度
活動見込

30年度
活動見込

1

1

1

1

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - 98%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
社会資本整備重点計画の指標(KPI-1)

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

計算式 百万円/件

52

26年度 27年度 28年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

下水道法第５条
下水道法施行令第４条
下水道法施行規則第４条

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

52/1

29年度活動見込

- - 42

活動実績

28年度

百万円

単位

下水道事業の執行体制強化・経営改善に関するマニュ
アル作成 件

-

％

-

下水道事業における長寿
命化計画の策定率を平成
32年度までに100％に引き
上げる

実施方法

26年度

施設管理計画と経営改善等検討経費 担当部局庁 水管理・国土保全局下水道部 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室
下水道事業課
下水道企画課管理企画指導室

課長　加藤　裕之
室長　奥田　誠子

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

27年度

下水道法改正（平成27年７月施行）にあわせて、地方公共団体では平成２８年度以降、概ね３年程度の間に施設管理計画を策定することとしており、それを実
行するための体制・財源についても併せて検討する必要がある。また、骨太の方針2016において、個別施設計画の策定として、中長期の維持管理・下水道使
用料の見通し、更新需要を見据えた使用料のあり方についての検討が盛り込まれている。そこで、複数の特徴的な地方公共団体をモデルケースとし、
 ・施設管理計画策定の検討
 ・財源となる下水道使用料収入の見通しや健全な下水道事業運営を確保するための維持管理コスト比較の検討
 ・下水道事業の持続的な運営を行う執行体制を確保するための広域化・統合化、PPP導入等の検討
を実施する。さらに、これらのモデルケースにおける検討をマニュアルとしてとりまとめ、全国へ水平展開し、持続的な下水道事業運営の促進に繋げる。

-

-

- -

-

個別施設ごとの長寿命化
計画（個別施設計画）の策
定率

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

42

単位

実績額／下水道事業の執行体制強化・経営改善に関
するマニュアル作成

単位当たり
コスト

-

平成２８年度
事業終了

（予定）年度
平成３０年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

施設の老朽化対策や、施設運営のためのPPP/PFI導入については、政府の重要課題とされているところであり、「施設（モノ）」の適切な管理に取り組んでいく
とともに、それらを持続的に提供していくための「管理体制（人）」、「経営（カネ）」の面からの検討を行い、それに基づいた持続的な下水道サービスを提供して
いく。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） ％

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 42 52 0

41

執行率（％） - - 98%

- - 1

-

27年度

42/1

100

下水道法に基づく事業計画の運用について（水管理・国土保
全局長通知）

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

- 23

-

23 43

43

-

52

関係する計画、
通知等

達成度

-

-

年度 年度32

- - 1

26年度

52 0

事業番号 0110

-

29年度当初予算

52

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

住宅・市街地防災対策調査
費

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求



政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

○

基本的に請負者への支出のみである。再委託がある場合は
再委託の状況を確認している。

施設管理計画の策定やそれを実行するための体制・財源について、モデルケースにおける検討をマニュアルとしてとりまとめ、全国へ水平展開する
ことにより、個別施設ごとの長寿命化計画の策定に貢献する。

特に、中小市町村においては、施設管理計画の策定やそれ
を適切に運用するための財源・体制の検討をする知見に乏
しいことから、国として技術的な支援策を講じることが必要と
なる。

○

評　価項　　目

下水道の機能及びサービスを持続的に提供することは、都
市の健全な発達及び公衆衛生の向上、公共用水域の水質
保全に資するものである。

100

目標最終年度

- -

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

- -

-

目標値

中間目標

年度

計画開始時
28年度 29年度

- -

○

費目、使途は本施策に必要な検討を要するものに限ってい
る。

単位

○

調査結果は施設管理計画の策定やそれを適切に運用する
ための財源・体制の検討に資するものであり、有効である。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

支出先は、事業の効果を最大化するための技術的観点から
評価し選定を行っており、選定の妥当性及び競争性は確保
されている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

無

年度

43 -

目標値 ％

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

平成27年の下水道法改正に伴い、法施行後３年以内に事業
計画の見直しが必要となる。施設管理計画の導入や、財源・
執行体制の検討にあたっては、この見直しとあわせて実施
する必要があることから、優先度は高い。

妥当である。

43

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

‐

○

K
P
I

(

第
一
階
層

）
43

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

発注にあたり、コスト削減やより透明性・公平性を確保してい
る。

成果実績は成果目標に見合ったものである。

27年度 28年度

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

‐

％

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

活動実績は見込みに見合ったものである。

-

26

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

％

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

100

32

無

○

国
費
投
入
の
必
要
性

改革
項目

分野： 社会資本整備等 公共施設のストック適正化

23

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

個別施設ごとの長寿命化計画（個別施設計画）の策定
率

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

施設管理計画の策定やそれを実行するための体制・財源について、モデルケースにおける検討をマニュアルとしてとりまとめ、全国へ水平展開する
ことにより、個別施設ごとの長寿命化計画の策定に貢献する。

32
定量的指標

年度
26年度

実績値 ％ -

単位

個別施設ごとの長寿命化計画（個別施設計画）の策定
率
　⑥下水道

施策 30　社会資本整備・管理等を効果的に推進する

政策 ９　市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護

測
定
指
標

達成度 ％ -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



新28-0009

平成25年度 平成26年度 平成27年度

事業番号 事業名所管府省名

平成23年度

外部有識者の所見

改善の
方向性

今後も競争性、透明性及び公平性の観点から調査業務等を発注し、国費投入の必要性、事業の効率性、有効性等を検証しながら事業を進め
ていく。

 支出先の選定に当たっては、競争性、透明性及び公平性の確保を図る観点から、企画競争方式においては評価者による匿名審査方式で書
類審査を行い、外部有識者による企画競争有識者委員会に企画案件を諮った後、発注先を特定し、請負契約を締結することとした。

‐

平成24年度

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成28年度

行政事業レビュー推進チームの所見

備考

関
連
事
業

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点検結果



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

支出先上位１０者リスト

A

B

㈱日水コン

㈱建設技術研究所

㈱NJS・北九州市共
同提案体

横浜ウォーター(株)

5

金　額
(百万円）

A.㈱日水コン

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

下水道事業における中期収支見通しの推計
モデルに関する調査分析検討業務

使　途

請負

B.国立大学法人京都大学
金　額

(百万円）

15

費　目 使　途

計 15 計 5

請負
都市間連携等による下水道事業推進手法
検討業務

費　目

4

2 97％

1

4020001086371

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

随意契約
（企画競争）

4 99％

2

3

5 99％

法　人　番　号

7010001042703

3011101015783 15

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

2 99％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

都市間連携等による下水
道事業推進手法検討業務

都道府県を中心とした下水
道の効率的な運営体制の
構築検討業務
大都市による近隣市町村
への下水道事業執行体制
強化の支援に向けた検討
業務
持続的な下水道事業運営
検討業務

99％1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

国立大学法人京都
大学

3130005005532
下水道事業における中期
収支見通しの推計モデル
に関する調査分析業務

5
随意契約

（企画競争）
2

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

8

7

7

国土交通省

41百万円

施設管理計画と経営改善等検討の

企画・立案、進捗管理・指導

Ａ．民間会社等（４者）

36百万円

施設管理計画と経営改善等検討の実施

請負【随意契約（企画競争）】

請負【随意契約（企画競争）】

Ｂ．国立大学法人（１者）

5百万円

施設管理計画と経営改善等検討の実施



（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

(項)住宅防災事業費

(事項)住宅防災事業に必
要な経費

(目)住宅市街地総合整備
促進事業費補助

その他

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求

事業番号 0111

国土強靱化施策

29年度当初予算

23,349

0

23,349

0

0

26年度

27 40 38

1,259 2,179 2,641

27年度 28年度

1,259 2,179 2,525

26年度

年度32

住宅市街地総合整備事業制度要綱
住宅市街地総合整備事業補助金交付要綱
住宅市街地総合整備事業事務処理要領　等

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

- -

-

4,435 4,039

-

- -

-

-

761 0

23,349

関係する計画、
通知等

達成度

4,547

-

年度

-

-

13,379/27

27年度

11,495/38

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

27 39 39

ha

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

30,884 28,373 24,220 30,279 0

28,334 23,939

執行率（％） 98% 100% 99%

平成６年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

住宅や公共施設の整備等を総合的に行う事業について、地方公共団体等に対し、国が必要な助成を行うことにより、既成市街地において、快適な居住環境
の創出、都市機能の更新、密集市街地の改善整備等を図る。

前年度から繰越し 12,980 8,144

成果実績

目標値

成果指標 単位

ha
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

7,469

30,374

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

22,920

単位

住宅市街地総合整備事業の実績額／地区数

単位当たり
コスト

6,930

27年度

①　既成市街地における老朽建築物除却、住宅・地区公共施設整備等により住宅市街地の整備を総合的に行う事業（住宅市街地総合整備事業）
②　住宅宅地事業及び住宅ストック改善事業に関連して必要となる道路、公園、下水道、河川等の公共施設等の整備を総合的に行う事業（住宅市街地整備
促進事業）　等
（補助率：１／２、１／３　等）

0 0

23,049

2,999 1,161

▲ 6,930 0

地震時等に著しく危険な密
集市街地の面積

0

住宅市街地総合整備促進等事業 担当部局庁 住宅局、都市局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室
住宅局　市街地建築課
            市街地住宅整備室
都市局　都市安全課

室長　石坂　聡
課長　河野　俊郎

事業名

会計区分

29年度

2,345

翌年度へ繰越し ▲ 8,144

計

28年度

公共事業

▲ 7,469

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

24,192

平成32年度までに「地震時
等に著しく危険な密集市街
地」をおおむね解消する。

実施方法

26年度

％

地区

14,128/40

住宅市街地総合整備事業を実施している地区

住宅市街地総合整備事業を実施している面積

-

29年度活動見込

496 353 303

活動実績

28年度

百万円

活動実績 ha

当初見込み ha

単位

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

道路法第56条、河川法第60条第2項・第62条、土地区
画整理法第121条、都市公園法第29条、下水道法第34
条、砂防法第13条　等

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

地区

活動指標

計算式
百万円/地
区

-

26年度 27年度 28年度

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
住生活基本計画（全国計画）（平成28年3月18日閣議決定）第2、目標8（国土交通省住宅局調べ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

132% 107% 104%

29年度
活動見込

30年度
活動見込

-

38

-

-

29年度
活動見込

30年度
活動見込

- -

2,819 -

おおむね解消



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

成果実績

目標値

達成度 ％

達成度 ％

施策 11　住宅・市街地の防災性を向上する

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

測
定
指
標

実績値 ha 4,547

単位

42　地震時等に著しく危険な密集市街地の面積

26年度
年度

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

密集市街地等において、老朽建築物の除却や建替え、避難路沿道の不燃化等が実施されることにより、延焼危険性等が引き上げられるといった効
果があることから、住宅・市街地の防災性の向上に寄与するものであり、上位施策の達成に資するものである。

32
定量的指標

4,435

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

改革
項目

分野：

国と事業主体との負担関係は関係法令・要綱等に定められ
ており、妥当なものとなっている。

国
費
投
入
の
必
要
性 ○

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

見込みに見合った活動実績となっている。

27年度 28年度

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

△

K
P
I

(

第
一
階
層

）

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

毎年度、地震時等に著しく危険な密集市街地の解消面積の
把握を行い、進捗状況の見える化を図っている。

取り組みがすぐに成果実績に反映されるものではないため、
平成32年度までの目標達成に向けた成果実績は十分では
ないが、地震時等に著しく危険な密集市街地の解消が一定
進んでいる。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

住生活基本計画及び国土強靱化アクションプラン2017等に
おいて密集市街地の改善整備は重点的な施策として位置づ
けられており、優先度の高い事業である。

費目・使途について検討し、妥当なものであることを確認して
いる。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

年度

4,039 -

目標値 ha

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

既成市街地において、老朽建築物の除却、住宅・地区公共
施設等に補助することは、密集市街地の改善整備等を行う
上で有効な手段である。

○

○

費用・使途について検討し、必要なものに限定している。

単位

○

計画開始時
28年度 29年度

年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

- -

目標値

中間目標

評　価項　　目

地震時に著しく危険な密集市街地の解消を図ることを事業
の目的としており、社会的要請が高いものである。

目標最終年度

- -

住宅や公共施設の整備等を総合的に行う事業であり、地方
公共団体等と連携を図りながら、国が老朽建築物等の除
却、住宅・地区公共施設整備等に対して支援を行う必要があ
る。

○

○

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

おおむね解消



点検結果
点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

備考

行政事業レビュー推進チームの所見

平成28年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成24年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

外部有識者の所見

改善の
方向性

引き続き、政策課題の緊急度等に応じ、真に必要な事業について配分を行っていく。

・平成22年度から地方公共団体向けの補助金については、おおむね社会資本整備総合交付金に移行し、地方にとって自由度・使い勝手の良
い制度にしているところである。また、平成23年度には分野を統合することにより、より一層柔軟な予算流用を可能とし、地方の自由度・使い勝
手のさらなる向上を図っている。
・平成22年度以降、本事業に予算を計上しているのは、主に地方公共団体や独立行政法人都市再生機構、民間事業者等に対する補助金と
なっており、政策課題の緊急度等に応じ、真に必要な事業について配分を行っている。

平成23年度

平成25年度 平成26年度 平成27年度

事業番号 事業名所管府省名

242

113

122

219

110

234

113



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

Ａ．地方公共団体
（16団体）

3,377百万円

【補助】
地方公共団体や民間事業者等が連携し、

防災対策の推進とあわせ、多様な世帯の

居住促進を図るため、子育て施設や福祉施

設等の整備を進め、密集市街地における総

合的な環境整備を実施。

空き家の活用や除却を実施。

Ｂ．（独）都市再生機構
17,318百万円

【補助】

既成市街地における住宅等の整備、地区

公共施設整備等による住宅市街地の整備

等を実施。

Ｃ．民間事業者等

（14団体）
3,244百万円

【補助】
既成市街地における住宅等の整備、地区

公共施設整備等による住宅市街地の整備

等を実施。

E．個人
（687名）
235百万円

D．民間事業者等
（243団体）
12,253百万円

【一般競争契約（総合評価）等】

工事・調査・設計・用地補償等

国土交通省
23,939百万円

住宅市街地の整備を推進する地方公
共団体等へ助成を実施。

F．地方公共団体等
（1団体）
73百万円

G．公益財団法人等
（7団体）
68百万円

負担金、用地補償等

用地補償等

調査業務等

【随意契約】

【随意契約】

【随意契約等】

指導監督費 2百万円
〈実績報告ベース〉

〈静岡県の例〉



　

支出先上位１０者リスト

A.

空き家対策総合支援事業

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付

空き家対策総合支援事業

空き家対策総合支援事業

空き家対策総合支援事業

空き家対策総合支援事業

166

408

325

241

81

58

20 - -

91

- -

補助金等交付202

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

計 22 計 0

H.

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1000020290009

密集市街地総合防災事業

密集市街地総合防災事業

密集市街地総合防災事業

密集市街地総合防災事業

空き家対策総合支援事業

- -

2

3

費　目 使　途
金　額

(百万円）

- -

法　人　番　号

7000020250007

8000020130001 1,686

- -

-

10

-

8000020280003

4000020270008

5000020390003

1000020050008

2000020080004

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

補助金等交付

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

73

金　額
(百万円）

G.（公財）東京都スポーツ文化事業団

2000020350001

1000020200000

E.個人 F. 流山市

費　目

6

1

8

7

計 63

5 - -

- -

4

費　目 使　途

調査費 開発に伴う埋蔵文化財調査 22

9

- -

補助金等交付

補助金等交付

計

計 1,632 計 1,669

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

用地費及び補
償費

用地取得及び用地取得等に伴う補償に要
する費用

63 工事費 開発にともなう水道工事等負担金 73

C.日本橋室町三丁目地区市街地再開発組合 D.日本総合住生活（株）

費　目 使　途

工事費 共同施設整備費 1,632 工事費 住宅市街地整備に係る工事費

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

整備計画策定
費

用地取得及び用地取得等に伴う補償に要
する費用

費　目

計 1,686 計 17,318

費　目 使　途

107

住宅市街地整備に係る工事費及び共同施
設整備費

122
用地費及び補
償費

2,512

11,253

測量設計費 住宅市街地整備に係る測量設計費

B.（独）都市再生機構
金　額

(百万円）

731

住宅市街地整備に係る工事費等土地整備費 補償費及び建物除却費

住宅市街地整備に係る整備計画策定等に
要する費用

726 工事費

使　途

用地費及び補
償費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

用地取得及び用地取得等に伴う補償に要
する費用

110

1,669

金　額
(百万円）

A.東京都

換地諸費
住宅市街地整備に係る換地諸費に要する
費用

工事費

3,443

東京都

兵庫県

滋賀県

大阪府

高知県

秋田県

茨城県

山口県

長野県

奈良県

チェック



B

C

D

8

9

6

7

（株）淺沼組 8120001022651
住宅市街地整備に係る調
査費

519 補助金等交付 - -

10
三菱電機ビルテクノ
サービス（株）

5010001030412
住宅市街地整備に係る工
事費

292 補助金等交付 - -

（株）日立ビルシステ
ム

2010001027031
住宅市街地整備に係る工
事費

324 補助金等交付 - -

1

4

5

2

3

青木あすなろ建設
（株）

4010401010452
住宅市街地整備に係る工
事費

1,194 補助金等交付 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

7

8

5

6

静岡七間町地区優
良建築物等整備事
業建設組合

-
防災・省エネまちづくり緊急
促進事業

185 補助金等交付 - -

9

10

京橋二丁目西地区
市街地再開発組合

-
防災・省エネまちづくり緊急
促進事業

37 補助金等交付 - -

宇都宮大手地区市
街地再開発組合

2700150018967
防災・省エネまちづくり緊急
促進事業

79 補助金等交付 - -

3

4

1

2

日本橋室町三丁目
地区市街地再開発
組合

-
防災・省エネまちづくり緊急
促進事業

1,632 補助金等交付 - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

独立行政法人都市
再生機構

1020005005090
住宅市街地総合整備事業
等

17,316 補助金等交付 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

積水ハウス株式会社 8120001059652
防災・省エネまちづくり緊急
促進事業

398 補助金等交付 - -

赤坂一丁目地区市
街地再開発組合

7700150073173
防災・省エネまちづくり緊急
促進事業

378 補助金等交付 - -

西新宿五丁目中央
北地区市街地再開
発組合

-
防災・省エネまちづくり緊急
促進事業

255 補助金等交付 - -

赤坂九丁目北地区
市街地再開発組合

1700150006023
防災・省エネまちづくり緊急
促進事業

185 補助金等交付 - -

二俣川駅南口地区
市街地再開発組合

-
防災・省エネまちづくり緊急
促進事業

39 補助金等交付 - -

株式会社フージャー
スコーポレーション

8010001051604
防災・省エネまちづくり緊急
促進事業

37 補助金等交付 - -

日本総合住生活
（株）

3010001033375
住宅市街地整備に係る工
事費

1,669 補助金等交付 - -

（株）鴻池組 5120001026309
住宅市街地整備に係る工
事費

935 補助金等交付 - -

岩田地崎建設（株） 8430001001789
住宅市街地整備に係る工
事費

579 補助金等交付 - -

戸田建設（株） 6010001034874
住宅市街地整備に係る工
事費

559 補助金等交付 - -

コーナン建設（株） 9120001055270
住宅市街地整備に係る工
事費

453 補助金等交付 - -

（株）ＵＲリンケージ 3010001088790
住宅市街地整備に係る工
事費

406 補助金等交付 - -



E

F

G

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

3

4

1

2

（公財）東京都スポー
ツ文化事業団

5011005003759
開発に伴う埋蔵文化財調
査

22 補助金等交付 - -

7

5

6

（福）法人翔の会 6021005001653
建物除却等に伴う補償に
要する費用

3 補助金等交付 - -

（公財）千葉県教育
振興財団

2040005016829
開発に伴う埋蔵文化財調
査

16 補助金等交付 - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

流山市 1000020122203
開発にともなう水道工事等
負担金

73 補助金等交付 - -

9

10

7

8

個人G -
用地取得及び用地取得に
伴う補償に要する費用

8 補助金等交付 - -

個人H -
用地取得及び用地取得に
伴う補償に要する費用

7 補助金等交付 - -

1

2

5

6

3

4

個人C -
用地取得及び用地取得に
伴う補償に要する費用

14 補助金等交付 - -

個人B -
用地取得及び用地取得に
伴う補償に要する費用

16 補助金等交付 - -

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

個人A -
用地取得及び用地取得に
伴う補償に要する費用

63 補助金等交付 - -

個人D -
用地取得及び用地取得に
伴う補償に要する費用

11 補助金等交付 - -

個人E -
用地取得及び用地取得に
伴う補償に要する費用

10 補助金等交付 - -

個人F -
用地取得及び用地取得に
伴う補償に要する費用

8 補助金等交付 - -

個人I -
用地取得及び用地取得に
伴う補償に要する費用

6 補助金等交付 - -

個人J -
用地取得及び用地取得に
伴う補償に要する費用

5 補助金等交付 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（公財）埼玉県埋蔵
文化財調査事業団

6030005015555
開発に伴う埋蔵文化財調
査

16 補助金等交付 - -

(一財)日本不動産研
究所

2010405009567 推進計画に伴う調査費用 7 補助金等交付 - -

（一社）国土政策研
究会

7010005005400 推進計画に伴う調査費用 3 補助金等交付 - -

（公財）都市緑化機
構

9010005011405 推進計画に伴う調査費用 1 補助金等交付 - -

チェック



（ ）

　

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

(項)住宅防災事業費

（事項）住宅防災事業に必
要な経費

(目)住宅市街地総合整備
促進事業費補助（うち、地

域居住機能再生推進事業）

その他

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求

事業番号 0112

高齢社会対策、子ども・若者育成支援、障害者施策、少
子化社会対策

29年度当初予算

24,500

0

24,500

0

0

21 63 70

年度37

住宅市街地総合整備事業制度要綱
住宅市街地総合整備事業補助金交付要綱
公営住宅整備事業等補助要領
公営住宅等ストック総合改善事業補助金交付要綱

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

- -

-

- 84

-

- -

-

-

17,275 -

24,500

関係する計画、
通知等

達成度

-

-

年度

-

90

-

21 58 70

％

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

5,647 25,668 52,157 51,345 0

25,645 51,015

執行率（％） 94% 100% 98%

平成２５年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

大規模な公的賃貸住宅団地を含む地域において、多様な主体の連携・協働により、居住機能の集約化等とあわせた子育て支援施設や福祉施設等の整備を
進め、子育て世代が住みやすく、高齢者が自立して生活することができる地域の居住機能の再生を図ることを目的とする。

前年度から繰越し 541 8,894

成果実績

目標値

成果指標 単位

％成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

33,727

5,287

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

24,000

26,845

27年度

地方公共団体、地方住宅供給公社等が地域毎に協議会（地域居住機能再生協議会）をつくり、関係者の連携のもと、大規模な公的賃貸住宅の連鎖的な建て
替えをPFIの手法も活用しつつ実施するとともに、集約化により創出した団地余剰地への子育て支援施設、サービス付き高齢者向け住宅や医療・福祉施設等
の導入等により、地域全体の居住機能を再生するための支援を行う。（住宅市街地総合整備事業、公営住宅等整備事業、公営住宅等ストック総合改善事業
等）
（それぞれの事業の補助率（１／２　等））

4,000 -

14,000

0 24,147

▲ 26,845 -

建替え等が行われる公的
賃貸住宅団地（100戸以上）
における、高齢者世帯、障
害者世帯、子育て世帯の
支援に資する施設の併設
率
（H28年度実績は速報値）

0

地域居住機能再生推進事業 担当部局庁 住宅局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 住宅総合整備課 課長　松本　貴久

事業名

会計区分

29年度

6,854

翌年度へ繰越し ▲ 8,894

計

28年度

公共事業

▲ 33,727

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

19,500

平成28～平成37年度の期
間内に建替え等が行われ
る団地の施設の併設率に
ついて、おおむね９割を目
指す。

実施方法

26年度

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

地区
地域居住機能再生推進事業を実施している地区数

活動実績

単位

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
公営住宅法第７条、第９条

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

地区

26年度 27年度 28年度

一般会計

当初見込み

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

「住生活基本計画（平成28年3月18日）第２、目標２」
国土交通省住宅局調べ（平成29年6月）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

38% 97% 182%

29年度
活動見込

30年度
活動見込

-

71

-

-

チェック



経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

-

達成度 ％ -

施策 １　居住の安定確保と暮らしやすい居住環境・良質な住宅ストックの形成を図る

政策 １　少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進

測
定
指
標

実績値 ％ -

単位

（平成28～平成37年度に）建替え等が行われる公的賃
貸住宅団地（100戸以上）における、高齢者世帯、障害
者世帯、子育て世帯の支援に資する施設の併設率
（H28年度実績は速報値）

26年度

26年度

年度 年度 28 年度

ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入を優先的に検討する仕組みを構築
した各
省庁及び人口20万人以上の地方公共団体等の数

成果実績 - - - - - -

年度

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業の進捗により、大規模な公的賃貸住宅団地を含む高齢化の著しい地域において、多様な主体の連携・協働により、居住機能の集約化等とあ
わせた子育て支援施設や福祉施設等の整備を進め、地域の居住機能を再生する取組みを総合的に支援することで、成果目標と同様に建替え等が
行われる公的賃貸住宅団地（100戸以上）における、高齢者世帯、障害者世帯、子育て世帯の支援に資する施設の併設率を促進することができる。

-

37
定量的指標

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

アクションプランを踏まえたPPP/PFI事業の事業規模

- -

改革
項目

分野： 社会資本整備等 PPP/PFIの推進

5,287/21

27年度

51,015/70

国
費
投
入
の
必
要
性

無

○

％ - - - -

-

年度 年度

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

-

-

単位

Ｘ：地域居住機能再生推進事業の実績額（百万円）
／Ｙ：地区数

単位当たり
コスト

27年度 28年度

目標値 ％

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

日本再興戦略2017において、「まちづくりと連携しつつ、地域
ぐるみで子どもを育む環境を整えるため、公的賃貸住宅団
地の建替え等を契機とした子育て施設等の誘致への支援を
行う」とされていることから、本事業は、必要かつ適切で、優
先度の高い事業である。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

無

年度

- -

目標値 ％

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

-

達成度

-

- - -

○

単位

25,672/63

計画開始時
28年度 29年度

51,345/71

29年度活動見込

252 407 729

28年度

百万円

年度

計算式
　　百万円
　　/地区

723

- -

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

評　価項　　目

大規模な公的賃貸住宅団地を含む地域において、居住機能
の集約化とあわせた子育て支援施設や福祉施設等の整備
により、地域の居住機能の再生を図ることを目的としており、
社会的要請が高いものである。

90

目標最終年度

- -

29年度

「経済・財政再生アクションプログラム2016」において、ＰＰＰ／ＰＦＩの推進が位置づけられていることを踏まえ、平成28年度から、新規採択の際にＰＰ
Ｐ／ＰＦＩ手法の導入の検討を要件化している。
また、平成29年度からは、三大都市圏の新規採択の際にＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入を要件化している。

公的賃貸住宅の整備は、地域居住機能再生協議会の構成
員である地方公共団体等と国が協力して行うものであること
から、事業主体である地方公共団体に対し国が支援を行うも
のである。

中間目標 目標最終年度

26

- 100

K
P
I

(

第
一
階
層

）

ＫＰＩ
（第一階層）

○

-

単位
計画開始時

28年度

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

地域の居住機能を再生する取組として、公営住宅法に基づく
公営住宅等の整備に必要な費用の一部を地方公共団体等
に補助するものであり、妥当である。

点検結果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

地方公共団体からの要望に基づき実施しており、概ね見込
に応じた実績となっている。

備考

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

○

地区の採択にあたっては、地元との合意形成がなされ、事業
の円滑な進捗が見込まれる地区から優先して採択した。
また、平成28年度から、新規採択の際にＰＰＰ／ＰＦＩ手法の
導入の検討を要件化した。

行政事業レビュー推進チームの所見

本事業により大規模な公的賃貸住宅団地の再生が推進され
ることで、生活支援施設の導入が促進され、同施設の併設
率向上に寄与している。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 公営住宅法に基づく標準建設費等を用いている。

平成28年度

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

○

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

本事業で整備された公的賃貸住宅やあわせて導入された生
活支援施設は、十分に活用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成24年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

一般的な公的賃貸住宅の建替えと比較し、居住機能の集約
化や生活支援施設の併設、余剰地の利活用が可能になるな
ど、効果的な手法となっている。
さらに、平成28年度から、新規採択の際にＰＰＰ／ＰＦＩ手法
の導入の検討を要件化しており、低コスト化を図っている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

補助対象は建替えに関する事業費に限定されている。

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

事業期間の最終年度であることや、建築工事に着手している等、事業効果の発現が早期に期待できる実効性が高い事業を優先して配分を行
うものとする。
また、平成29年度からは、三大都市圏で実施する事業について、PPP/PFI手法の導入を要件化した。

大規模な公的賃貸住宅団地を含む地域において、居住機能の集約化等とあわせた子育て支援施設や福祉施設等の整備により、地域の居住
機能の再生を図ることは、社会的要請が高く、優先度の高い事業となっている。また、平成28年度から、新規採択の際にＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導
入の検討を要件化したことにより、民間活力の活用促進が図られた。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

平成23年度

○

平成25年度 平成26年度 平成27年度

事業番号 事業名所管府省名

242

113

123

219

110

234

113

大規模な公的賃貸住宅団地の建替えであるため、関係主体
間の調整等に相当以上の期間を要したため。



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

計 0 計 0

C. D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

本工事費公営住宅等整備・改善に係る工事費

費　目

計 10,722 計 475

費　目 使　途

79

公営住宅等整備・改善に係る家賃補助費 282
用地費及び補
償費

27

222

移転関連費
公営住宅等整備・改善にかかる既存入居者
の移転等に要する費用

B.沖縄県住宅供給公社
金　額

(百万円）

9,831

公営住宅等整備・改善に係る測量設計費測量設計費 公営住宅等整備・改善に係る測量設計費

公営住宅等整備・改善に係る工事費

512 測量設計費

使　途

本工事費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

公営住宅等整備・改善に係る用地費及び補
償費

指導監督費
公営住宅等整備・改善を実施する府内の市
町村に対する指導監督に要する費用

18

金　額
(百万円）

A.大阪府

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

家賃補助費

226

チェック

国土交通省

51,015百万円

地方公共団体や地方住宅供給公社、民間

事業者等が連携し、居住機能の集約化とあ

わせた子育て支援や福祉施設等の整備を

進め、大規模公的賃貸住宅団地の地域居

住機能を再生する取組を実施

A地方公共団体（都道府県市町）

（74団体）

50,540百万円

【補助】

地方公共団体や地方住宅供給公社、民間

事業者等が連携し、居住機能の集約化とあ

わせた子育て支援や福祉施設等の整備を

進め、大規模公的賃貸住宅団地の地域居

住機能を再生する取組を実施

B地方住宅供給公社

（１団体）

475百万円

【補助】



支出先上位１０者リスト

A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

地域居住機能再生推進事
業

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付

地域居住機能再生推進事
業

地域居住機能再生推進事
業

地域居住機能再生推進事
業

地域居住機能再生推進事
業

1,960

9,091

4,495

3,643

1,426

1,401

820 - -

1,518

- -

補助金等交付2,189

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

沖縄県住宅供給公
社

4360005000451
地域居住機能再生推進事
業

475 補助金等交付 - -

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1000020012131

地域居住機能再生推進事
業

地域居住機能再生推進事
業

地域居住機能再生推進事
業

地域居住機能再生推進事
業

地域居住機能再生推進事
業

- -

2

3

- -

法　人　番　号

8000020130001

4000020270008 10,722

- -

-

10

-

6000020271004

3000020472018

7000020010006

8000020280003

3000020401307

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

補助金等交付

9000020011002

6000020272051

6

1

8

7

5 - -

- -

4

9

- -

補助金等交付

補助金等交付

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

大阪府

東京都

大阪市

那覇市

北海道

兵庫県

福岡市

札幌市

吹田市

苫小牧市



（ ）

29年度
活動見込

30年度
活動見込

-

1,476

-

-

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

10% 26% 50%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
国土強靱化アクションプラン2017（平成29年6月6日国土強靱化推進本部決定）第3章 1. 1-1）（国土交通省住宅局調べ）

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件数

計算式
百万円/交
付決定件数

-

26年度 27年度 28年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
建築物の耐震改修の促進に関する法律

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

-

29年度活動見込

1.7 2.8 5.4

活動実績

28年度

百万円

単位

当該年度の交付決定件数（耐震診断・補強設計・耐震
改修の計） 件数

4,732/1,672

％

18,000

平成32年までに多数の者
が利用する建築物の耐震
化率を95％まで引き上げ
る。
（平成25年：約85％）

実施方法

26年度

耐震対策緊急促進事業 担当部局庁 住宅局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 市街地整備課市街地住宅整備室 室長　石坂　聡

事業名

会計区分

29年度

0

翌年度へ繰越し ▲ 5,780

計

28年度

公共事業

▲ 3,609

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

27年度

改正耐震改修法により、耐震診断の義務付け対象となる建築物等に対し、通常の助成に加え、重点的・緊急的な支援を実施する。
　※補助率　耐震診断、補強設計：国1/3→1/2　耐震改修：国11.5％、1/3→1/3、2/5
　※社会資本整備総合交付金等による国費分を含む
　※不特定多数利用大規模建築物等の診断については、平成27年度末までの措置

0 0

20,000

0 ▲ 12,849

▲ 2,849 0

多数の者が利用する建築
物の耐震化率

0補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

12,000

単位

耐震対策緊急促進事業の実績額／交付決定件数

単位当たり
コスト

2,8493,609

1,923

平成２５年度
事業終了

（予定）年度
平成３０年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

災害に強い国土・地域の構築に向けた建築物の耐震化を推進するため、特に多数の者が利用する大規模建築物、災害時の機能確保が必要な避難路沿道
建築物等の耐震診断・耐震改修等を行う事業について、民間事業者等に対し、国が重点的かつ緊急的に助成を行う制度を確立し、もって公共の福祉に寄与
することを目的とする。

前年度から繰越し 9,916 5,780

成果実績

目標値

成果指標 単位

％
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） ％

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

24,136 7,322 6,922 14,849 0

4,732 5,955

執行率（％） 8% 65% 86%

3,850 3,508 1,760

1,923/1,156

27年度

5,955/1,112

-

95

-

耐震対策緊急促進事業制度要綱
耐震対策緊急促進事業補助金交付要綱　等

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

▲ 5,838 0

12,000

関係する計画、
通知等

達成度

-

-

年度 年度32

1,156 1,672 1,112

26年度

12,000

0

12,000

0

0

事業番号 0113

国土強靱化施策

29年度当初予算

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

(項)住宅防災事業費

(事項)住宅防災事業に必
要な経費

(目)住宅市街地総合整備
促進事業費補助

その他

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求



建築物の所有者、管理者、テナント等の関係者間の調整が
遅れたこと、建築物の所有者の資金繰りが悪化したことなど
による。

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

○

事務事業者と連携し、効率的な事務の執行を図っている。

-

補助対象建築物は国が耐震診断を義務付けた建築物等で
あるため、国が地方公共団体とも連携しながら支援を行って
いく必要がある。

○

評　価項　　目

地震による人的・経済的被害を軽減するため、建築物の耐
震化を推進することは喫緊の課題となっており、社会的要請
が高いものである。

95

目標最終年度

- -

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

- -

目標値

中間目標

年度

計画開始時
28年度 29年度

○

費用・使途について検討し、必要なものに限定している。

単位

○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

公募により事務事業者を選定しており、競争性が確保されて
いる。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

無

年度

- -

目標値 ％

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

国土強靱化アクションプラン2017などにおいて建築物の耐震
化の促進は重点的な施策として位置づけられており、優先
度の高い事業である。

費用・使途について検討し、妥当なものであることを確認して
いる。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

○

○

K
P
I

(

第
一
階
層

）

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

定期的な執行見込額の把握や実計変更等の実施により、不
用額の圧縮に努めている。

成果目標に見合ったものとなっている。

27年度 28年度

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

見込みに見合ったものとなっている。

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

建築物の所有者、管理者、テナント等の関係者間の調整が
遅れたこと、建築物の所有者の資金繰りが悪化したことなど
による。

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

国と事業主体との負担関係は要綱等に定められており、妥
当なものとなっている。

国
費
投
入
の
必
要
性

改革
項目

分野： -

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

多数の者が利用する大規模建築物等の耐震改修等が実施されることにより、建築物の耐震性が高まるといった効果があることから、住宅・市街地の
防災性の向上に寄与するものであり、上位施策の達成に資するものである。

32
定量的指標

年度
26年度

実績値 ％ -

単位

46 ②建築物の耐震化率

施策 11 住宅・市街地の防災性を向上する

政策 4　水害等災害による被害の軽減

測
定
指
標

達成度 ％

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績

目標値

達成度 ％

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○



-

113

124

-

110

-

113平成25年度 平成26年度 平成27年度

事業番号 事業名所管府省名

平成23年度

外部有識者の所見

改善の
方向性

引き続き、H27秋のレビューの意見等を踏まえた取り組みを行うとともに、市町村レベルの補助制度の整備・充実を徹底するなど、本事業がより
効果的なものとなるよう努める。

本事業の実施にあたっては、H27秋のレビューの意見等を踏まえ、都道府県等に対して、補助制度の整備・充実、フォローアップ体制の整備、
建物所有者等からの相談への対応、補助制度の期限に関する周知、所有者への情報提供等に関して文書で依頼するとともに、ブロック毎の
担当者会議において同内容についてのフォローアップ等を行うなど、きめ細かな取組みを行うことにより、事業の予算執行に努めてきた。

平成24年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成28年度

行政事業レビュー推進チームの所見

備考

関
連
事
業

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点検結果



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　チェック

51

金　額
(百万円）

A.神奈川県

補助金 耐震改修工事等を行う事業に対する補助

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

需用費・役務費・委託料等

1,495

304

補助事業実施のための人件費

旅費

使　途

指導監督事務
費

庁費 12

1

B.株式会社ＵＲリンケージ
金　額

(百万円）

3

職員等旅費

費　目 使　途

計 3 計 1,559

事業費 耐震改修工事費等 217 事業費 耐震改修工事費等

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費指導監督事務費

費　目

C.大江戸温泉物語株式会社 D.阪神電気鉄道株式会社

費　目 使　途

計 217 計 304

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

国土交通省
5,955百万円

特に多数の者が利用する大規模建築

物、災害時の機能確保が必要な避難路

沿道建築物等の耐震診断や耐震改修、

建替え等に要する費用の一部を補助

A.地方公共団体
（6団体）
6百万円

指導監督費

指導監督費 3百万円
〈実績報告ベース〉

B.民間事業者等
（1団体）

1,559百万円

以下の事業を行う民間事業者等に対する補助

金交付の事務事業を実施

特に多数の者が利用する大規模建築物の耐震

改修、建替え等に要する費用の一部を補助

D.民間事業者等
（97団体）
1,495百万円

特に多数の者が利用する大規模建築

物の耐震改修、建替え等を実施

Ｃ.民間事業者等
(1,058団体）
4,390百万円

特に多数の者が利用する大規模建築

物、災害時の機能確保が必要な避難

路沿道建築物等の耐震診断や耐震改

修、建替え等を実施

【補助】

【補助】

【公募・補助】

【補助】

〈神奈川県の例〉



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

塚本總業株式会社 8010001050614 耐震対策緊急促進事業 71 補助金等交付 - -

株式会社さいか屋 3020001074170 耐震対策緊急促進事業 60 補助金等交付 - -

株式会社ライフサー
ビス

9120001115454 耐震対策緊急促進事業 52 補助金等交付 - -

阪神電気鉄道株式
会社

3120001036177 耐震対策緊急促進事業 304 補助金等交付 - -

株式会社三越伊勢
丹

4011101059648 耐震対策緊急促進事業 89 補助金等交付 - -

藤田観光株式会社 3010001006769 耐震対策緊急促進事業 80 補助金等交付 - -

株式会社焼津グラン
ドホテル

8080001010074 耐震対策緊急促進事業 91 補助金等交付 - -

株式会社アトリウム 5013301032004 耐震対策緊急促進事業 70 補助金等交付 - -

Florentia特定目的会
社

6010405013251 耐震対策緊急促進事業 153 補助金等交付 - -

社会福祉法人恩賜
財団済生会支部東
京都済生会

- 耐震対策緊急促進事業 144 補助金等交付 - -

三重交通株式会社 7190001001047 耐震対策緊急促進事業 113 補助金等交付 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

井関農機株式会社 2500001000533 耐震対策緊急促進事業 173 補助金等交付 - -

神奈川県

宮城県

山梨県

福島県

福井県5 - -

4

- -

1

8000020190004

7000020070009

4000020180009

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

その他

- -

2

3

- -

法　人　番　号

8000020040002

1000020140007 3

その他

その他

その他

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

指導監督事務費

指導監督事務費

指導監督事務費

指導監督事務費

指導監督事務費

-1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社URリンケー
ジ

3010001088790 耐震対策緊急促進事業 1,559
随意契約

（企画競争）
2

3

4

1

2

大江戸温泉物語株
式会社

5010001163212 耐震対策緊急促進事業 217 補助金等交付 - -

7

8

5

6

株式会社ガイア 8010001065835 耐震対策緊急促進事業 125 補助金等交付 - -

9

10

三菱UFJ信託銀行株
式会社

6010001008770 耐震対策緊急促進事業 81 補助金等交付 - -

株式会社カリーノ 4330001000128 耐震対策緊急促進事業 107 補助金等交付 - -

1

4

5

2

3

株式会社ホテルオー
クラ

2010401027614 耐震対策緊急促進事業 90 補助金等交付 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

8

9

6

7

阪急電鉄株式会社 7120901021811 耐震対策緊急促進事業 69 補助金等交付 - -

10 株式会社髙島屋 5120001077467 耐震対策緊急促進事業 38 補助金等交付 - -

学校法人藤田学園 4180005007630 耐震対策緊急促進事業 41 補助金等交付 - -

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1

1

1

その他1



国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 -



（ ）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
国土交通省住宅局調べ

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

91% 58% 74%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
住生活基本計画

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

達成度 ％

％

32,000

高齢者人口に対する高齢
者向け住宅の割合を平成
37年度までに4％とする。

実施方法

定量的な成果目標

26年度

スマートウェルネス住宅等推進事業 担当部局庁 住宅局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 安心居住推進課 課長　北　真夫

事業名

会計区分

29年度

18,900

翌年度へ繰越し ▲ 31,769

計

28年度

公共事業

▲ 38,689

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

27年度

サービス付き高齢者向け住宅整備事業
サービス付き高齢者向け住宅の供給促進のため、整備費に対して、国が民間事業者等に補助を行う。（補助率1/10、1/3、限度額120万円/戸等）
                                                   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

-

34,000

- ▲ 10,500

▲ 21,078

高齢者人口に対する高齢
者向け住宅の割合

-

％

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

32,000

21,07838,689

31,078

平成２２年度
事業終了

（予定）年度
平成３２年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　サービス付き高齢者向け住宅の整備事業等を推進することにより、高齢者等が安心して健康に暮らすことができる「スマートウェルネス住宅」の実現を図る
ことを目的とする。

前年度から繰越し 32,190 31,769

成果実績

目標値

成果指標 単位

％
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） ％

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

34,421 33,480 39,611 53,078 0

29,427 23,520

執行率（％） 90% 88% 59%

サービス付き高齢者向け
住宅のうち既存ストックを
活用したものの割合を平成
32年度までに20%とする。

サービス付き高齢者向け
住宅のうち既存ストックを
活用したものの割合

成果実績 ％

目標値

4

26 23 20 -

- 20

スマートウェルネス住宅等推進事業補助金交付要綱

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

53 55

-

2.2 -

-

- -

-

-

▲ 10,000

32,000

関係する計画、
通知等

達成度

2.1

-

-

年度 年度37

32 年度
26年度 27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

- 年度

5.1 4.6 3.9 -

- - -

-

32,000

0

32,000

0

0

事業番号 0114

高齢社会対策、子ども・若者育成支援、障害者施策、少
子化社会対策、地方創生

29年度当初予算

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

（項）住宅防災事業

（事項）住宅防災事業に必
要な経費

（目）住宅市街地総合整備
促進事業費補助

その他

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求



政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

29年度
活動見込

30年度
活動見込

1,472

3.1- -- -

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

計算式 　　X/Y

32.7

26年度 27年度 28年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

年度

48,180/1,472

29年度活動見込

25.3 29.6 23.5

活動実績

28年度

百万円

単位

サービス付き高齢者向け住宅整備事業の実施事業数

27,808/941

- -

目標値 ％

27年度 28年度

単位

サービス付き高齢者向け住宅整備事業
執行額（X）／実施事業数（Y）

単位当たり
コスト

-

77 78 77 - -

目標値 ％ - - 84

28,537/1130

27年度

21,587/920

2.2

- -

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業による、サービス付き高齢者向け住宅の整備や住宅団地等における高齢者等の生活を支援する施設の整備の推進は、高齢者等の居住の安
定確保と暮らしやすい居住環境の形成に寄与するものであり、上位施策の達成に資するものである。

32
定量的指標

1,130 941 920

年度

26年度

26年度

目標年度

年度 32 年度

中間目標

実績値 ％ 2.1

単位

高齢者人口に対する高齢者向け住宅の割合

高齢者生活支援施設を併設するサービス付き高齢者向
け住宅の割合

実績値 ％

施策 　１　居住の安定確保と暮らしやすい居住環境・良質な住宅ストックの形成を図る

政策 １　少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

測
定
指
標



平成28年度に交付決定は行ったものの、工事の遅延等によ
り、事業が繰越しになったため。

事業番号 事業名所管府省名

○

交付事務等に要した費用に限定して支出している。

日本再興戦略2017に位置付けられている「スマートウェルネ
ス住宅の実現｣を図るため、国が主導で行うことが必要であ
る。

○

評　価項　　目

高齢者等が安心して健康に暮らすことができる「スマートウェ
ルネス住宅」の実現を図ることを事業の目的としており、社会
的要請が高いものである。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

高齢者等が安心して健康に暮らすことができる「スマートウェ
ルネス住宅」の実現を図るため必要な使途に限定して補助し
ている。

○

本事業により整備されたサービス付き高齢者向け住宅等
は、高齢者等の居住の安定を確保するものとして活用されて
いる。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

公募により選定した事務事業者を通じた補助金の交付手続
きの実施、事務事業者との定期打合せの実施等により、適
切かつ効率的な執行に努めている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

無

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

本事業は、高齢者等が安心して健康に暮らすことができる
「スマートウェルネス住宅」の実現を図るために必要な使途
に限定して補助するものであり、また、日本再興戦略2017の
実現に向けた優先度の高い事業である。

本事業は、サービス付き高齢者向け住宅や高齢者生活支援
施設の整備費や補助率を勘案の上、補助上限額を設定して
おり、単位あたりコスト等の水準は妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

○

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

本事業により、サービス付き高齢者向け住宅の供給が促進
されており、成果目標の達成に向けて順調な成果実績となっ
ている。

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

活動実績は概ね見込みにあったものであり、順調に供給さ
れている。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

民間事業者による事業の取り止めが生じたため。

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

高齢者等が安心して健康に暮らすことができる「スマートウェ
ルネス住宅」の実現を図るために必要な使途に限定して補
助するものであり、受益者との負担関係は妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

-

115

114

221

111

236

114平成25年度 平成26年度 平成27年度

平成23年度

外部有識者の所見

改善の
方向性

平成28年度の予算執行調査の結果を踏まえ、平成29年度より、華美・過大な設備を補助対象外とするなどの改善を行っており、今後も引き続
き、事業の効率化・適切な執行に努める。

本事業により、サービス付き高齢者向け住宅や住宅団地等における子育て支援施設等の供給が促進され、高齢者や子育て世帯等が安心して
健康に暮らすことができる「スマートウェルネス住宅」の実現が図られている。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

平成24年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成28年度

行政事業レビュー推進チームの所見

備考

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点検結果

国土交通省
23,520百万円

B．民間企業等
（2団体）

23,333 百万円

・サービス付き高齢者向け住宅の整備を行う事業、住宅団地等において高齢者等の生活を支援する施設
を整備する事業及び高齢者等の居住の安定確保と健康の維持・増進を推進する先導的な住まいづくり又
はまちづくりに関する事業の実施に要する費用を補助。

以下の事業を行う民間事業者等に対する補助金交付の事務事業等を実施。
・サービス付き高齢者向け住宅の整備を行う事業。

・住宅団地等において高齢者等の生活を支援する施設を整備する事業及び高齢者等

の居住の安定確保と健康の維持・増進を推進する先導的な住まいづくり又はまちづく

りに関する事業

C．民間企業等
（ 1,003 件）
22,529 百万円

・サービス付き高齢者向け住宅の整備を行う事業を実施。

・住宅団地等において高齢者等の生活を支援する施設を整備する事業及び高齢者等の居住の

安定確保と健康の維持・増進を推進する先導的な住まいづくり又はまちづくりに関する事業

A．民間企業等
（3団体）

187 百万円

【公募・補助】

・高齢者等の居住の安定確保と健康の維持・増進を推進する先導的な住まいづくり又
はまちづくりに係る事業等の提案の評価を行う事業等を実施。
・高齢者・障害者・子育て世帯の居住の安定確保及び健康の維持・増進の推進に係る
調査事業等を実施。

【公募・補助】

【公募・補助】



　

支出先上位１０者リスト

A.

チェック

一般社団法人日本
サステナブル建築協
会

株式会社福祉開発
研究所

一般社団法人健康・
省エネ住宅を推進す
る国民会議

321.8

需用費

金　額
(百万円）

A.一般社団法人日本サステナブル建築協会

役務費 通信運搬費

委員謝金等 40

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

消耗品費等

報償費

使用料及び賃
借料

事務所賃借料、物品等借り上げ等使用料 40.5 委託料 協力事務所等委託料

13.7

旅費 委員会、調査等交通費

業務担当者人件費

3 旅費

使　途

人件費

消耗品費等

21,586.6

5.1 需用費 3.1

6

役務費 雑役務費等

B.株式会社市浦ハウジング＆プランニング
金　額

(百万円）

10.4

業務担当旅費

353.3

費　目 使　途

57.7

計 129.3 計 22,324.5

事業費 建設工事費等 251.3

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

サービス付き高齢者向け住宅の整備を行う
事業等に対する補助

人件費業務担当者人件費

費　目

補助金

C.東京建物株式会社 D.

費　目 使　途

12.6
使用料及び賃
借料

事務所賃料等

計 251.3 計 0

- -

1

1122005002792

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

補助金等交付

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

2

3

- -

法　人　番　号

5010001027887

9010005013558 129.3

補助金等交付

補助金等交付 - -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

生活空間の省エネルギー
化による居住者の健康状
況の変化等に関する調査
事業
スマートウェルネス住宅等
推進モデル事業に係る先
導性、基準適合性等に関
する評価等を実施する事
業
住生活空間の省エネル
ギー化による居住者の健
康状況への効果に関する
普及啓発事業

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

38.2

20



B

C

小田急電鉄株式会
社

1011001005060
サービス付き高齢者向け
住宅の整備

105.5 補助金等交付 - -

医療法人社団泉翔
会

3370005002010
サービス付き高齢者向け
住宅の整備

95.8 補助金等交付 - -

北央産業株式会社 7430001014635
サービス付き高齢者向け
住宅の整備

172.1 補助金等交付 - -

野村不動産株式会
社

9011101017056

高齢者等の居住の安定確
保と健康のの維持・増進を
推進する先導的な住まい
づくり又はまちづくりに関す
る事業

168.2 補助金等交付 - -

株式会社チャーム・
ケア・コーポレーショ
ン

5120001109492
サービス付き高齢者向け
住宅の整備

120.5 補助金等交付 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

相鉄不動産株式会
社

9020001061238

高齢者等の居住の安定確
保と健康のの維持・増進を
推進する先導的な住まい
づくり又はまちづくりに関す
る事業

224.7 補助金等交付 - -

2

-

株式会社福祉開発
研究所

5010001027887

住宅団地等において高齢
者等の生活を支援する施
設を整備する事業及び高
齢者等の居住の安定確保
と健康の維持・増進を推進
する先導的な住まいづくり
又はまちづくりに関する事
業を行うものに対して補助
金の交付等を行う事務事
業

1,008.1

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社市浦ハウジ
ング＆プランニング

4010001000696

サービス付き高齢者向け
住宅の整備事業を行う民
間事業者等に対して補助
金の交付等を行う事務事
業

22,324.5 補助金等交付 -

補助金等交付 - -

3

4

1

2

東京建物株式会社 6010001034998
サービス付き高齢者向け
住宅の整備

251.3 補助金等交付 - -

7

8

5

6

医療法人守田会 3120005005657
サービス付き高齢者向け
住宅の整備

142.3 補助金等交付 - -

9

10

社会福祉法人相愛
福祉会

3030005008421
サービス付き高齢者向け
住宅の整備

101.2 補助金等交付 - -

医療法人社団平成
会

2380005007926
サービス付き高齢者向け
住宅の整備

107 補助金等交付 - -



国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1



（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

0% 8% 44%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
都市再生安全確保計画等の作成状況調査（国土交通省調べ）（平成29年3月）

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

％

3,000

平成30年度までに大規模
災害時に特に多くの帰宅困
難者が見込まれる地域にお
いて、帰宅困難者対策に取
組む地域割合を100％にす
る。

実施方法

26年度

災害時拠点強靱化緊急促進事業 担当部局庁 住宅局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 市街地建築課 課長　淡野　博久

事業名

会計区分

29年度

翌年度へ繰越し

計

28年度

公共事業

▲ 789

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

27年度

大規模災害時に大量に発生する帰宅困難者及び負傷者を一時的に受け入れる施設の確保を図るため、学校、民間ビルや病院等の建築物において、帰宅困
難者等を受け入れるために必要となるスペース、備蓄倉庫及び設備等を整備する事業について、国が必要な助成を行い、緊急的な促進を図る。具体的には
以下のとおり。
○一時滞在施設整備事業：一時滞在施設として、帰宅困難者を受け入れるための受入スペース、備蓄倉庫又は受入関連設備の整備
○災害拠点病院整備事業：災害拠点病院として、災害拠点病院の要件に適合させるための受入スペース、備蓄倉庫又は受入関連設備の整備
補助金の額：地方公共団体が実施する事業にあっては対象事業費の１／２、民間事業者等が実施する事業にあっては対象事業費の２／３

3,000

▲ 2,999 ▲ 1,959

▲ 767

帰宅困難者対策(都市再生
安全確保計画等に基づく対
策の実施、災害時拠点強靱
化緊急促進事業の実施)に
取組む地域数／乗降客数
30万人以上の駅数

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

3,000

767789

1

平成２６年度
事業終了

（予定）年度
平成３０年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

南海トラフ地震、首都直下地震等の大規模災害時に大量に発生する帰宅困難者や負傷者への対応能力を都市機能として事前に確保するため、災害時に帰
宅困難者等の受入拠点となる施設の整備を促進する。

前年度から繰越し

成果実績

目標値

成果指標 単位

％成果目標及び
成果実績

（アウトカム） ％

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

1 252 1,424 3,767 0

251 1,333

執行率（％） 100% 100% 94%

100

災害時拠点強靱化緊急促進事業制度要綱、
災害時拠点強靱化緊急促進事業補助金交付要綱、
国土強靱化基本計画、首都直下地震緊急対策推進基本計画
等

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

37.8 55.6

-

55.6 62.2

-

62.2 -

-

-

▲ 1,598

3,000

関係する計画、
通知等

達成度

37.8

-

-

年度 年度30

3,000

0

3,000

0

0

事業番号 0115

国土強靱化施策

29年度当初予算

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

（項）住宅防災事業費

（事項）住宅防災事業に必
要な経費

（目）住宅市街地総合整備
促進事業費補助

その他

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

-

30年度要求



政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
厚生労働省調べ（平成２８年９月）

29年度
活動見込

30年度
活動見込

-

38

-

-

-

-

目標最終年度

- -- -

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

計算式
　百万円/
件

99.1

26年度 27年度 28年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

年度

3,767/38

29年度活動見込

1.2 31.4 111

活動実績

28年度

百万円

単位

計画開始時

当該年度の当該事業実施件数

28年度 29年度

達成度 ％

- - -

単位

件

251.3/8

定量的な成果目標

年度

- -

目標値 -

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- -
K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

27年度 28年度

％

成果指標 単位

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

-

単位

予算執行額／実施件数

単位当たり
コスト

-

-

年度 年度

-

-

平成30年度までに災害拠
点病院の耐震化率を約９割
とする

耐震化された災害拠点病院
数／災害拠点病院数

成果実績 ％

目標値

47 10 37

1.2/1

27年度

1332.9/12

改革
項目

分野： -

-

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

南海トラフ地震、首都直下地震等の大規模災害時に大量に発生する帰宅困難者や負傷者への対応能力を都市機能として事前に確保するため、災害
時に帰宅困難者等の受入拠点となる施設の整備を促進することで、市街地の防災性の向上をより一層推進することができる。

-

定量的指標

91 96 98 -

- 90

30 年度
26年度 27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

- 年度

81 85 88 -

- - -

1 8 12

年度

26年度

26年度

実績値 - -

単位

-

施策 11　住宅・市街地の防災性を向上する

政策 　4　水害等災害による被害の軽減

測
定
指
標

-

達成度 ％ -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム



関連工事の遅れにより繰越となったもの。
（H28年度繰越額　766,908千円）

事業番号 事業名所管府省名

○

-

収益等が発生する施設ではないため、民間事業者等が負担
することが困難。また、帰宅困難者等は、地元自治体外の住
民が大半と想定されること等から、当該自治体のみで負担す
ることも困難。このため、地方公共団体と連携を図りながら国
が支援を行う必要がある。

○

評　価項　　目

平成２６年に閣議決定された国土強靭化基本計画、首都直下
地震緊急対策推進基本計画、国土強靱化アクションプラン
2017等において帰宅困難者対策として一時滞在施設の確保
を進めることが位置づけられており、必要性が高い事業となっ
ている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

補助対象は外部からの帰宅困難者の受け入れに伴い付加的
に必要となるものに限定している。

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

地方公共団体等に対して引き続き周知を行うとともに、さらなる周知、普及を図る。

本事業の執行にあたっては、内閣府防災担当、消防庁、文部科学省、厚生労働省へ情報提供を行うとともに、地方公共団体関係部局に対して
も、情報提供を行うなど、効果的な執行に努めている。また、本事業の活用を検討する事業者からの相談への対応や情報提供も随時行うなど、
本事業の周知、普及を図っている。

‐

-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

施設の整備に併せて帰宅困難者等を受け入れるスペース等
を付加的に整備するものであり、効率的である。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

△

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

-

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

無

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

平成２６年に閣議決定された国土強靭化基本計画、首都直下
地震緊急対策推進基本計画、国土強靱化アクションプラン
2016等において帰宅困難者対策として一時滞在施設の確保
を進めることが位置づけられており、優先度が高い事業となっ
ている。

費目・使途について検討し、妥当なものであることを確認して
いる。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

○

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

事業の効率的な執行等に向けて、他省庁との連携・協力によ
る事業推進等のためのガイドブックを作成し、ＨＰでの公開等
を行っている。

行政事業レビュー推進チームの所見

成果実績は順調に推移している。

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

当初見込みに対しての実績は十分でないものの、過去の実
績値から勘案すると、件数、事業実績ともに増加している。今
後とも制度の普及に向けて取り組む。

事
業
内
容

の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

国と事業主体との負担関係については、要綱等に定められて
おり、妥当なものとなっている。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） △



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　チェック

-

-

126

-

新26-017

-

117平成25年度 平成26年度 平成27年度

730

平成23年度

金　額
(百万円）

A.さいたま市

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

平成24年度

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成28年度

災害拠点病院整備のための補助金の交付
（日本赤十字社）

使　途

設備費

備考

－

B.群馬県
金　額

(百万円）

173

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

費　目 使　途

計 173 計 730

設備費 発電設備等 730

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

補助金発電機、貯水槽等

費　目

C.日本赤十字社 D.

費　目 使　途

計 730 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

【補助】※地方公共団体が事業主体である場合

【補助】※民間事業者等が事業主体である

帰宅困難者や負傷者を受け入れる

ために付加的に必要となるスペー

スや備蓄倉庫、非常用発電設備等

の整備に要する費用（掛かり増し費

用）の一部を助成

帰宅困難者や負傷者を受け入れ

るために付加的に必要となるス

ペースや備蓄倉庫、非常用発電

設備等の整備に要する費用（掛か

り増し費用）の一部を助成

帰宅困難者や負傷者を受け入れるた

めに付加的に必要となるスペースや

備蓄倉庫、非常用発電設備等の整備

に要する費用（掛かり増し費用）の一

部を整備

帰宅困難者や負傷者を受け入れる

ために付加的に必要となるスペース

や備蓄倉庫、非常用発電設備等の

整備に要する費用（掛かり増し費用）

の一部を整備

国土交通省

１，３３３百万円
Ａ 地方公共団体（４団体）

２７６百万円

Ｂ 地方公共団体（６団体）

１，０５７百万円

Ｃ 民間事業者等（９団体）

１，０５７百万円



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

チェック

独立行政法人国立病
院機構（豊橋医療セ
ンター）

1013205001281
災害時拠点強靱化緊急促
進事業（災害時拠点病院整
備事業）

5 補助金等交付

興銀リース株式会社 3010401094447
災害時拠点強靱化緊急促
進事業（一時滞在施設整備
事業）

68 補助金等交付

一般社団法人　都城
市北諸県郡医師会

9350005005034
災害時拠点強靱化緊急促
進事業（災害時拠点病院整
備事業）

15 補助金等交付

森ビル株式会社 1010401029669
災害時拠点強靱化緊急促
進事業（一時滞在施設整備
事業）

7 補助金等交付

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

地方独立行政法人奈
良県立病院機構

9150005008437
災害時拠点強靱化緊急促
進事業（災害時拠点病院整
備事業）

210 補助金等交付

さいたま市

島根県

赤穂市

徳島県

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

神奈川県 1000020140007
災害時拠点強靱化緊急促
進事業（災害時拠点病院整
備事業）

12 補助金等交付

4

1

2000020282120

4000020360007

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

補助金等交付

2

3

法　人　番　号

1000020320005

2000020111007 173

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

災害時拠点強靱化緊急促
進事業（災害時拠点病院整
備事業）
災害時拠点強靱化緊急促
進事業（災害時拠点病院整
備事業）
災害時拠点強靱化緊急促
進事業（災害時拠点病院整
備事業）
災害時拠点強靱化緊急促
進事業（災害時拠点病院整
備事業）

2 奈良県 1000020290009
災害時拠点強靱化緊急促
進事業（災害時拠点病院整
備事業）

210

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

群馬県 7000020100005
災害時拠点強靱化緊急促
進事業（災害時拠点病院整
備事業）

730 補助金等交付

補助金等交付

東京都 8000020130001
災害時拠点強靱化緊急促
進事業（災害時拠点病院整
備事業）

75 補助金等交付

6

4

5

都城市 6000020452025
災害時拠点強靱化緊急促
進事業（災害時拠点病院整
備事業）

15 補助金等交付

愛知県 1000020230006
災害時拠点強靱化緊急促
進事業（災害時拠点病院整
備事業）

15 補助金等交付

3

4

1

2

日本赤十字社 6010405002452
災害時拠点強靱化緊急促
進事業（災害時拠点病院整
備事業）

730 補助金等交付

7

8

5

6

学校法人東海大学 1011005000371
災害時拠点強靱化緊急促
進事業（災害時拠点病院整
備事業）

12 補助金等交付

9
愛知県厚生農業協同
組合連合会（知多厚
生病院）

1180005007468
災害時拠点強靱化緊急促
進事業（災害時拠点病院整
備事業）

3 補助金等交付

愛知県厚生農業協同
組合連合会（豊田厚
生病院）

1180005007468
災害時拠点強靱化緊急促
進事業（災害時拠点病院整
備事業）

7 補助金等交付

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

60

34

9



（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

（補）住宅防災事業費

（事項）住宅防災事業に必
要な経費

（目）住宅市街地整備総合
整備促進事業費補助

その他

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

民間賃貸住宅の空き室や空き家を活用した新たな住宅セーフティネット
制度の創設に伴い、本事業を廃止するため。

30年度要求

事業番号 0116

高齢社会対策、子ども・若者育成支援、障害者施策、少
子化社会対策

29年度当初予算

0

0

0

0

0

0

- 208 -

年度28

住宅確保要配慮者あんしん居住推進事業交付要綱

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

- 32

90

29 -

-

- -

-

-

▲ 2,100

0

関係する計画、
通知等

達成度

-

-

-

年度

-

90

-

- 5,000 5,000

％

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 60 489 351 0

60 299

執行率（％） - 100% 61%

平成２７年度
事業終了

（予定）年度
平成２８年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

住宅に困窮している低所得の高齢者、障害者、子育て世帯の居住の安定確保に向け、居住支援協議会等との連携や適切な管理の下で、空き家等を活用し一
定の質が確保された賃貸住宅の供給を図ることを目的とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

440

0

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

2,500

351

27年度

住宅に困窮している低所得の高齢者、障害者、子育て世帯の居住の安定確保に向け、居住支援協議会等へ整備住宅の情報を登録すること等を条件として、空
き家等を改修する工事に要する費用の一部を国が補助する。（補助率：1/3、補助限度額：50万円/戸 等）

-

-

- ▲ 2,000

▲ 351

住宅確保要配慮者の入居
率（住宅確保要配慮者の入
居戸数／累計事業戸数）

-

住宅確保要配慮者あんしん居住推進事業 担当部局庁 住宅局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 安心居住推進課 課長　北　真夫

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

公共事業

▲ 440

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

2,500

住宅確保要配慮者の入居
率を28年度までに90%とす
る

実施方法

26年度

％

戸
累計事業戸数

活動実績

単位

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

戸

26年度 27年度 28年度

一般会計

当初見込み

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
国土交通省住宅局調べ

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- 2% 12%

29年度
活動見込

30年度
活動見込

-

-

-

-



施策 1.居住の安定確保と暮らしやすい居住環境・良質な住宅ストックの形成を図る

政策 1.少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の推進

測
定
指
標

実績値 ％ -

単位

1.最低居住面積水準未満率

26年度

26年度
年度

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業では、事業実施後において原則として最低居住面積水準を満たすことを補助要件としていることから、最低居住面積水準未満率の早期解消に
寄与するものであり、上位施策の達成に資するものである。

32
定量的指標

-

-

27年度

-

-

単位

X：交付決定額（千円）／Y：累計事業戸数（戸）

単位当たり
コスト

27年度 28年度

- -

目標値 ％

102,162/208 -

29年度活動見込

- 491 -

28年度

千円

年度

計算式 　　X/Y

-

- -

単位当たり
コスト

算出根拠

- -

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ

ム
と
の
関
係

早期に解消



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

事業所管部局による点検・改善

高齢者、障害者、子育て世帯の居住の安定確保を図るため
に必要な改修工事に限定して補助するものであり、受益者と
の負担関係は妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

点検結果

無

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

民間事業者等による事業の取り止めが生じたため。

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

関
連
事
業

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

実績は十分ではなく、民間事業者が空き家等を活用した新た
な住宅セーフティネット制度の創設に伴い、本事業を廃止し
た。

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

‐

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

行政事業レビュー推進チームの所見

事業実施中のため、実績は把握中であるが、住宅確保要配
慮者の居住の安定確保に向けて取り組む。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

本事業は、空き家等を改修して、高齢者、障害者、子育て世
帯の居住の安定確保を図ることを目的としており、住宅セー
フティネット法に基づく、国の責務を果たすため優先度の高い
事業である。

本事業は、賃貸住宅の改修工事費や補助率を勘案の上、補
助上限額を設定しており、単位当たりコスト等の水準は妥当
である

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

無

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

公募により選定した事務事業者を通じた補助金の交付手続
きの実施、事務事業者との定期打合せの実施等により、適切
かつ効率的な執行に努めている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

事業実施中のため、実績は把握中であるが、住宅確保要配
慮者の居住の安定確保に向けて取り組む。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

△

○

高齢者、障害者、子育て世帯の居住の安定確保を図るため
に必要な使途に限定して補助している。

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

民間事業者が空き家等を活用した新たな住宅セーフティネット制度の創設に伴い、本事業を廃止した。

事業戸数の実績は十分ではないが、居住支援協議会等との連携体制の整備等により、低所得の高齢者、障害者、子育て世帯等の円滑な入居
促進に努めた。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

高齢者、障害者、子育て世帯に対して、居住の安定の確保を
図ることを事業の目的としており、社会的要請が高いもので
ある。

高齢者、障害者、子育て世帯に対して、居住の安定の確保を
図るという仕組みを、全国的かつ早期に普及定着させるた
め、国が率先して優先的に行うべき事業である。

○

○

交付事務等に要した費用に限定して支出している。

事業番号 事業名所管府省名

平成28年度に交付決定を行ったものの、工事の遅延等によ
り、事業が繰り越しになったため。



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

6.8

事業費業務担当者人件費等

費　目

計 298.7 計 6.6

費　目 使　途

5.2

消耗品費、光熱費等 2.7

役務費 通信費、振込手数料等

B.マルナカ株式会社中原商店
金　額

(百万円）

175.8

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

平成28年度

旅費 業務担当者旅費交通費

改修工事費

1.5

使　途

人件費

事務所賃貸料、コピー機リース等

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）
補助金 75.6

使用料及び賃
借料

委託料 HP作成・運営費等 31.1

関連する過去のレビューシートの事業番号

金　額
(百万円）

A.株式会社URリンケージ

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

平成24年度

需用費

6.6

平成23年度

平成25年度 平成26年度 平成27年度

チェック

116

新27-015 127

国土交通省

299百万

A．(株)ＵＲリンケージ

299百万

・高齢者、障害者、子育て世帯に賃貸すること等を条件として、空き家のある民間賃貸住宅等の

改修工事に要する費用の一部を補助

・事業を行う民間事業者等に対する補助金交付の事務事業等を実施

B．間接補助事業者

（60件）

75.6百万

・空き家のある民間賃貸住宅等の改修工事を実施

【公募・補助】

【公募・補助】



支出先上位１０者リスト

A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

6

7

4

5

株式会社新生企画 8010001018297
空き家等のある民間賃貸
住宅の改修工事を実施

4.5 補助金等交付 - -

10

8

9

広島畳材株式会社 5240001009474
空き家等のある民間賃貸
住宅の改修工事を実施

2.4 補助金等交付 - -

個人B
空き家等のある民間賃貸
住宅の改修工事を実施

4 補助金等交付 - -

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

マルナカ株式会社中
原商店

4430001053900
空き家等のある民間賃貸
住宅の改修工事を実施

6.6 補助金等交付 -

補助金等交付 - -

株式会朝日コーポ
レーション

3050001009289
空き家等のある民間賃貸
住宅の改修工事を実施

5 補助金等交付 - -

2

-

個人A
空き家等のある民間賃貸
住宅の改修工事を実施

6

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

事業を行う民間事業者等に
対する補助金交付の事務
事業等を実施

- -

法　人　番　号

3010001088790 298.7

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

補助金等交付1

2290802003731
空き家等のある民間賃貸
住宅の改修工事を実施

2 補助金等交付 - -

個人C

仙秋地産株式会社 4410001004384
空き家等のある民間賃貸
住宅の改修工事を実施

4 補助金等交付 - -

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

空き家等のある民間賃貸
住宅の改修工事を実施

3 補助金等交付 - -

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

有限会社立花興産

個人D
空き家等のある民間賃貸
住宅の改修工事を実施

2 補助金等交付 - -

株式会社URリンケー
ジ



（ ）

　

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

（項）住宅防災事業費

（事項）住宅防災事業に必
要な経費

（目）住宅市街地総合整備
促進事業費補助

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求

事業番号 0117

-

29年度当初予算

11,400

11,400 0

26年度

- 159 10,095

年度37

37 年度
26年度 27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

年度

7 8 - - -

- - -

地域型住宅グリーン化事業補助金交付要綱

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

58 57

-

11.4 11.2

56 -

16

-

1,500

11,400

関係する計画、
通知等

達成度

11.5

32

-

年度

-

20

-

35 40 - - -

- 20

-

27年度

11,555/10,095

- - -

％

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 276 14,535 25,269 0

276 11,976

執行率（％） - 100% 82%

平成37年度までに省エネ
基準を充たす住宅ストック
の割合を20％まで引き上げ
る。

省エネ基準を充たす住宅ス
トックの割合

成果実績 ％

目標値

平成２７年度
事業終了

（予定）年度 平成２９年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

耐久性や省エネルギー性に優れた良質な住宅の供給を促進するため、地域の住宅産業の主要な担い手である中小住宅生産者が、こうした住宅を効果的か
つ継続的に供給できるようにするための技術力の向上、住宅供給体制の強化を行う。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

14,404

-

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

11,000

単位

Ｘ：事業実績額（百万円）／Ｙ：事業実施件数
※事業実績は、評価・事務業務を除く

単位当たり
コスト

13,869

27年度

耐久性等に優れた長期優良住宅や省エネルギー性に特に優れた低炭素住宅などの良質な住宅を、中小住宅生産者が地域の住宅関連事業者（原木供給
者、建材流通事業者、建築士等）と連携して供給する場合に、通常の住宅を建設する場合の工事費と比較した掛かり増し費用の一部について支援を行う。

1,500

-

- 2,000

▲ 13,869

新築住宅における認定長
期優良住宅の割合

-

％

地域型住宅グリーン化事業 担当部局庁 住宅局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 住宅生産課 課長　眞鍋　純

事業名

会計区分

29年度

1,680

翌年度へ繰越し -

計

28年度

公共事業

▲ 14,404

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

11,000

平成37年度までに新築住
宅における認定長期優良
住宅の割合を20％までに
引き上げる。

実施方法

定量的な成果目標

26年度

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

件

161/159

達成度 ％

事業実施件数（補助対象住宅・建築物の完了実績件
数）

H28繰越＋H29当初=22,924
22,924/21,200

29年度活動見込

- 1 1.1

活動実績

28年度

百万円

単位

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

件

計算式 X/Y

1.1

26年度 27年度 28年度

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

「住生活基本計画（全国計画）（平成28年3月18日閣議決定）第２、目標４」（国土交通省(2014)「平成26年住宅着工統計」）
国土交通省住宅局調べ（長期優良住宅の普及の促進に関する法律に基づく長期優良住宅建築等計画の認定件数）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

#DIV/0! 2% 96%

29年度
活動見込

30年度
活動見込

21,200

チェック

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

「住生活基本計画（平成28年3月18日閣議決定）第２、目標５」（国土交通省(2014)「平成26年住宅着工統計」）
（総務省（2013）「平成25年住宅・土地統計調査」）国土交通省住宅局調べ（住宅の断熱水準別戸数分布調査による推計値）



経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム K

P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

成果実績

目標値

達成度 ％

達成度 ％

施策 ２．住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行われる住宅市場を整備する

政策 １．少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進

測
定
指
標

実績値 ％ 11.5

単位

１２．新築住宅における認定長期優良住宅の割合

26年度
年度

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

成果目標のうち、「新築住宅における認定長期優良住宅の割合を２０％まで引き上げる」ことにより、長期間にわたって使用可能な良質な住宅ストック
が形成されることから、少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上をより一層促進することができる。

32 37
定量的指標

11.4

ＫＰＩ
（第一階層）

改革
項目

分野：

-

年度 年度

27年度 28年度

K
P
I

(

第
一
階
層

）

成果実績

年度

11.2 -

目標値 ％

単位
計画開始時

28年度 29年度

年度

- -

目標値

中間目標

20

目標最終年度

- 16

施策 ９．地球温暖化防止等の環境の保全を行う

測
定
指
標

中間目標 目標年度

- 年度 37 年度

３２．省エネ基準を満たす住宅ストックの割合
実績値 ％ - - -

目標値 ％ - - - - 20

27年度 28年度定量的指標 単位 26年度

7 8

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

成果目標のうち、「省エネ基準を満たす住宅ストックの割合を２０％まで引き上げる」ことにより、住宅におけるエネルギー消費を削減し、温室効果ガス
の排出を抑制するといった効果があることから、地球環境の保全をより一層促進することができる。

政策 ３．地球環境の保全

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

事業所管部局による点検・改善

通常の住宅と良質な住宅との工事費の差額の一部を補助す
るものであり、妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

点検結果

無

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改

善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

活動実績は概ね見込みにあったものであり、適切に執行さ
れている。

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

中小住宅生産者が地域の関連事業者とグループを構築して
行う取組を支援対象とすることで、効率化を図っている。

行政事業レビュー推進チームの所見

新築住宅における認定長期優良住宅の割合は、平成22年
度と比べ増加しているが、さらに継続して普及が必要。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

本事業は、中小住宅生産者が地域の関連事業者と連携して
行うことを要件として、耐久性や省エネルギー性に優れた良
質な住宅の供給について直接に補助することで、こうした取
組の効果的かつ継続的な展開を実現するものであることか
ら、達成手段として必要かつ適切な事業である。
また、本事業の目的である耐久性や省エネルギー性に優れ
た良質な住宅の普及は住生活基本計画等に位置付けられ
た政策であることから、優先度が高い事業である。

補助金額は、通常の住宅と良質な住宅との工事費の差額の
1/2（限度額を設定）としており、単位当たりコスト等の水準は
妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

無

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

公募により選定している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

整備された住宅・建築物の活用に加え、その事例や担当工
務店を広く一般に公開することにより事業の成果の普及に努
めている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

「長期優良住宅化リフォーム推進事業」は既存住宅のリ
フォームに対する補助である一方、本事業は新築住宅の建
設に対する補助であることから、関連事業とは明確に役割分
担がなされている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

中小住宅生産者が地域の関連事業者とグループを構築して
行う取組を支援対象とすることで、効率化を図っている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

補助金額は、通常の住宅と良質な住宅との工事費の差額の
1/2（限度額を設定）に限定している。

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

地域における住宅生産体制の強化が図られるよう、より効率的な執行の観点から、事業の進捗状況の調査の実施や優良事例の紹介等、工夫
に努める。

効率的な執行の観点から、平成27・28年度の実績等を精査し、これを踏まえた配分を行う。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

耐久性や省エネルギー性に優れた良質な住宅の普及に対
する社会的ニーズは高い一方で、供給の主要な担い手であ
る中小住宅生産者は資力や技術力、経験が十分でないこと
が多く、良質な住宅を供給する体制が不十分である。本事業
はこうした住宅を効果的かつ継続的に供給するために、中小
住宅生産者の技術力向上、住宅供給体制の強化を目的とし
ていることから社会のニーズを反映している。

本事業の目的である耐久性や省エネルギー性に優れた良
質な住宅の普及は、地域によらず取り組むべき国の重要な
課題である。また、本事業の補助対象事業者となる住宅生
産者の事業区域は特定の地方自治体に限らない。
さらに、供給の主要な担い手である中小住宅生産者は、資
力や技術力、経験が十分でないことから、そのような住宅を
自助努力のみで供給することは困難である。
したがって、国による支援が必要である。

○

長期優良住宅化リフォーム推進事業0118

○

事務事業者を通じた補助金の支払いは、工事完了後に行う
こととしている。

国土交通省

事業番号 事業名所管府省名

　

契約から工事完了まで、相応の期間を要するため。



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

計 23.2 計 0

C.　（株）昭和ハウジング泉州 D.

費　目 使　途

その他 事業費 23.2

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費補助事業実施のための人件費

費　目

計 116.9 計 11,859.5

費　目 使　途

報奨金・需用費・役務費等 72.4 庁費 94.2

4.7

B.　（一社）すまいづくりまちづくりセンター連合会

金　額
(百万円）

44.2

委員・事務局等旅費

平成22年度

備考

平成28年度

旅費 委員・事務局等旅費

補助事業実施のための人件費

0.3 旅費

使　途

人件費費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

報奨金・需用費・役務費等

関連する過去のレビューシートの事業番号

11,554.8

金　額
(百万円）

A.　（一社）木を活かす建築推進協議会

その他 事業費

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

平成24年度

庁費

205.8

平成23年度

平成25年度 平成26年度 平成27年度

チェック

-

-

128

-

-

-

新27-016

国土交通省

１１，９７６百万円

【公募・補助】

【公募・補助】

A. （一社）木を活かす建築推進協議会

１１７百万円

B. （一社）すまいづくりまちづくりセンター連合会

１１，８５９百万円

【公募・補助】

C. 民間企業等（７９７団体）

１１，５５５百万円

流通事業者、建築士、中小工務店等が連携して取り組む木造の長期優良住宅、ゼロ・エネルギー住宅、性

能向上計画認定住宅、認定低炭素住宅・建築物の建設に対し、国がその費用の一部を補助

木造の長期優良住宅、ゼロ・エネルギー住宅、性能向上計画認定住宅、

認定低炭素住宅・建築物の整備に係る事業の提案の評価を行う事業

を実施

木造の長期優良住宅、ゼロ・エネルギー住宅、性能向上計画

認定住宅、認定低炭素住宅・建築物の整備を行う民間事業

者等に対する補助金交付等の事務事業を実施

木造の長期優良住宅、ゼロ・エネルギー住宅、性能向上計画

認定住宅、認定低炭素住宅・建築物の整備



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

7

8

5

6

（株）興和コーポレー
ション

7130001017255
省エネ性能や耐久性等に
優れた木造住宅・建築物の
整備

20 補助金等交付 - - -

9

10

大東ハウジング（株） 5370001005477
省エネ性能や耐久性等に
優れた木造住宅・建築物の
整備

17 補助金等交付 - - -

（株）棟匠ライフ 2050001001775
省エネ性能や耐久性等に
優れた木造住宅・建築物の
整備

18 補助金等交付 - - -

3

4

1

2

（株）昭和ハウジング
泉州

8120101038878
省エネ性能や耐久性等に
優れた木造住宅・建築物の
整備

23 補助金等交付 - - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

一般社団法人すまい
づくりまちづくりセン
ター連合会

4011105004468
地域型住宅型グリーン化
事業の事務事業

11,859 補助金等交付 2 -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

地域型住宅型グリーン化
事業の評価事業

2 -

法　人　番　号

6010405007831 117

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

補助金等交付1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

一般社団法人木を活
かす建築推進協議
会

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）吉成建築 6380002013015
省エネ性能や耐久性等に
優れた木造住宅・建築物の
整備

22 補助金等交付 - - -

横尾建設工業（株） 2110001019687
省エネ性能や耐久性等に
優れた木造住宅・建築物の
整備

21 補助金等交付 - - -

（株）千田工務店 3400001006151
省エネ性能や耐久性等に
優れた木造住宅・建築物の
整備

20 補助金等交付 - - -

（株）カネソ曽根建業 2370001000563
省エネ性能や耐久性等に
優れた木造住宅・建築物の
整備

18 補助金等交付 - - -

神奈川エコハウス
（株）

9021001000482
省エネ性能や耐久性等に
優れた木造住宅・建築物の
整備

17 補助金等交付 - - -

（株）ケーエムハウス 6060001013782
省エネ性能や耐久性等に
優れた木造住宅・建築物の
整備

17 補助金等交付 - - -



（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

（項）住宅防災事業費

（事項）住宅防災事業に必
要な経費

（目）住宅市街地総合整備
促進事業費補助

その他

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求

事業番号 0118

-

29年度当初予算

4,100

0

4,100

0

0

--

年度37

37 年度

-

26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

7 8 - - -

- - -

- 年度

- - - - -

長期優良住宅化リフォーム推進事業費補助金交付要綱

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

4,100

関係する計画、
通知等

達成度

-

-

-

年度

年度

-

12

-

35 40 - - -

- 20

目標最終年度

- - - - 5

兆円

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 656 7,444 0

654

執行率（％） - - 100%

平成37年度までに省エネ
基準を充たす住宅ストック
の割合を20%まで引き上げ
る。

省エネ基準を充たす住宅ス
トックの割合

成果実績 ％

目標値

平成２８年度
事業終了

（予定）年度 平成３１年度

主要経費

達成度

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

既存住宅のリフォームによる耐震性や耐久性、省エネルギー性能等に優れた良質な住宅ストックの形成及び三世代同居など複数世帯の同居がしやすい環境
の整備を図ることを目的とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

兆円
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

-

26年度

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

37

4,000

28年度
中間目標

--

単位

3,344

27年度

既存住宅の長寿命化や三世代同居などの複数世帯の同居の実現に資するリフォームに対する支援を行う。（補助率：1/3)

- -

-

- -

▲ 3,344 -

リフォームの市場規模
（H25:7兆円）

目標値

成果指標 27年度

-

耐震基準（昭和56年基準）
が求める耐震性を有しない
住宅ストックの比率

成果実績

％

長期優良住宅化リフォーム推進事業 担当部局庁 住宅局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 住宅生産課 課長　眞鍋　純

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

公共事業

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

％

30年度要求

予算
の状
況

-

平成37年度までにリフォー
ムの市場規模を12兆円ま
で引き上げる。

実施方法

定量的な成果目標

26年度

％

％

達成度 ％

％

平成37年度までに耐震基
準（昭和56年基準）が求め
る耐震性を有しない住宅ス
トックの比率をおおむね解
消させる。

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

一般会計

定量的な成果目標

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

「住生活基本計画（全国計画）（平成28年3月18日閣議決定）第2　目標5」
（国土交通省(2013)「平成25年建築着工統計」）、（国土交通省(2013)「平成25年住宅着工統計」）、（総務省（2013）「平成25年住宅・土地統計調
査」）、（総務省(2013)「平成25年家計調査年報」）、（大規模修繕等及び賃貸住宅リフォーム）国土交通省住宅局調べ（H25）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - 16%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

「住生活基本計画（平成28年3月18日閣議決定）第２、目標５」（国土交通省(2014)「平成26年住宅着工統計」）
（総務省（2013）「平成25年住宅・土地統計調査」）国土交通省住宅局調べ（住宅の断熱水準別戸数分布調査による推計値）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

「住生活基本計画（平成28年3月18日閣議決定）第２、目標５」
（総務省（2013）「平成25年住宅・土地統計調査」等）



施策 ２　住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行われる住宅市場を整備する

政策 １　少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進

測
定
指
標

実績値 兆円 -

単位

１３　リフォームの市場規模

26年度

26年度

- - 216

年度

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

成果目標のうち、リフォームの市場規模を１２兆円まで引き上げることにより、耐震性を充たさない住宅の建替えやバリアフリー化されていない住宅等
のリフォームによって安全で質の高い住宅へ更新されるといった効果があることから、少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上をより
一層促進することができる。

- 37
定量的指標

-

-

27年度

398/216

- - 5,000

-

単位

Ｘ：事業実施戸数の補助金額（百万円）／Ｙ：事業実施戸
数

※事業実績は、評価業務除く。

単位当たり
コスト

27年度 28年度

- -

目標値 兆円

件

-

事業実施戸数

7444/11336
※平成28年度繰越分平成29

年度当初分

29年度活動見込

- - 1.8

活動実績

28年度

百万円/本

単位
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

年度

件

計算式 　　　X/Y

0.7

26年度 27年度 28年度

- -

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

12- -

施策 ９　地球温暖化防止等の環境の保全を行う

測
定
指
標

中間目標 目標年度

- 年度 37 年度

３２　省エネ基準を充たす住宅ストックの割合

実績値 ％ - - -

目標値 ％ - - - - 20

27年度 28年度

-

定量的指標 単位 26年度

7 8

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

成果目標のうち、省エネ基準を充たす住宅ストックの割合を２０％まで引き上げることにより、住宅の消費エネルギー削減による環境負荷の低減と
いった効果があることから、地球環境の保全をより一層促進することができる。

政策 ３　地球環境の保全

29年度
活動見込

30年度
活動見込

11,336

-

目標値

-

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

施策 １１　住宅・市街地の防災性を向上する

測
定
指
標

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度
中間目標 目標年度

- 年度 37 年度

４６　①住宅の耐震化率

実績値 ％ - -

％ - - - - 95

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

成果目標のうち、住宅の耐震化率を約95％まで引き上げることにより、耐震性を充たさない住宅の建替えによって安全で質の高い住宅へ更新される
といった効果があることから、水害等災害による被害の軽減をより一層促進することができる。

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係



経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

- - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％

-

達成度 ％ -

-

-

ＫＰＩ
（第一階層）

-

改革
項目

分野： -

年度 年度

-

-

-

-

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績 - -

年度

-

- - -

単位
計画開始時

28年度 29年度

-

-

目標値

中間目標 目標最終年度

-



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

事業所管部局による点検・改善

既存住宅の長寿命化等のリフォームに対し、性能向上のた
めの追加的な費用の１／３を補助する等、真に必要な額を支
出しており、受益者との負担関係は妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

点検結果

無

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

補助対象となる住宅のリフォーム工事について、補助事業者
と発注者との間での契約の見直しによる内容の追加・変更等
の調整が発生し、不測の日数を要したことから、契約締結が
遅延し、年度内の事業完了が困難となった等のため、繰越
が生じた。

備考

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

行政事業レビュー推進チームの所見

成果実績のうち、「省エネ基準を充たす住宅ストックの割合」
は増加しているが、さらに継続して取組が必要である。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

本事業は既存住宅の長寿命化等の政策目的のため、性能
向上のための追加的な費用を補助するものであり、また日本
再興戦略2017や「一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実
施すべき対策」の実現に向けた優先度の高い事業である。

本事業では、限度額を設定するとともに、補助率（1/3）を設
定しており、単位当たりのコスト等の水準は妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

無

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

公募によって受け付けた民間事業者等の提案について、有
識者で構成される第3者委員会による審査・評価等により、
補助対象を選定している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

「地域型住宅グリーン化事業」は新築住宅の建設に対する補
助である一方、本事業は既存住宅のリフォームに対する補
助であることから、関連事業とは明確に役割分担がなされて
いる。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

△

○

既存住宅の長寿命化等のリフォームに対し、性能向上のた
めの追加的な費用に対して補助する等、必要なものに限定
して支出している。

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

事業の公募を早期に実施するなどして、年度内での事業完了に努める。

補助対象となる住宅のリフォーム工事について、補助事業者と発注者との間での契約の見直しによる内容の追加・変更等の調整が発生し、不
測の日数を要したことから、契約締結が遅延し、年度内の事業完了が困難となった等のため、繰越が生じた。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

本事業の目的である既存住宅のリフォームによる耐震性や
耐久性、省エネルギー性能等に優れた良質な住宅ストックの
形成及び三世代同居など複数世帯の同居がしやすい環境
の整備は国民や社会ニーズを的確に反映している。

日本再興戦略2017等に位置づけられている「2020年までの
中古住宅流通・リフォーム市場の倍増」や「一億総活躍社会
の実現に向けて緊急に実施すべき対策－成長と分配の好循
環の形成に向けて－（平成27年11月26日)」に位置づけられ
ている「家族の支え合いにより子育てしやすい環境を整備す
るための三世代同居・近居の環境整備」の実現に向けて、国
が主導で行うことが必要である。

○

地域型住宅グリーン化事業0117

○

事務事業者が交付事務等に要した費用に限定して支出して
いる。

国土交通省

事業番号 事業名所管府省名

　

補助対象となる住宅のリフォーム工事について、補助事業者
と発注者との間での契約の見直しによる内容の追加・変更等
の調整が発生し、不測の日数を要したことから、契約締結が
遅延し、年度内の事業完了が困難となった等のため、繰越
が生じた。



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

計 175.3 計 43.9

C.株式会社市浦ハウジング＆プランニング D.ヒルサイドコート山の手管理組合

費　目 使　途

人件費 補助事業実施のための人件費 69.6

旅費 所員、講師の旅費 2.8

庁費 委託料、賃金、需用費、役務費等 102.9 その他 事業費

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費事業費

費　目

計 406.4 計 3.1

費　目 使　途

0

需用費、役務費 2.1 庁費 0.4

0.8

旅費 職員等旅費

Ｂ.国立研究開発法人建築研究所

金　額
(百万円）

397.9

職員等旅費

平成22年度

平成28年度

人件費 補助事業実施のための人件費

補助事業実施のための人件費

6.4 旅費

使　途

その他

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

報償金、需用費、役務費等

関連する過去のレビューシートの事業番号

43.9

金　額
(百万円）

Ａ.一般社団法人すまいづくりまちづくりセンター連合
会

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

平成24年度

庁費

1.9

平成23年度

平成25年度 平成26年度 平成27年度

新-28-0010

国土交通省

６５４百万円

Ａ.一般社団法人すまいづくりまちづくり

センター連合会

４０６百万円

補助金の交付等に係る事務費

８百万円

①人件費 ６百万円

②庁費 ２百万円

既存住宅住宅の長寿命化や三世代同居など複数世帯の同居の

【公募・補助】※事務事業者に対する補助

Ｄ.民間事業者等（２１６者）

３９８百万円
既存住宅住宅の長寿命化や三世代同居など複数世帯

の同居の実現に資するリフォームの取組みを実施

【公募・補助】

Ｂ.国立研究開発法人建築研究所

３百万円

既存住宅住宅の長寿命化や三世代同居など複数世帯の同居の実

現に資するリフォームの取組みに関する評価業務を実施

【公募・補助】※評価者に対する補助

Ｃ.民間事業者等（２社）

２４５百万円

既存住宅住宅の長寿命化や三世代同居など複数世帯の同居の実

現に資するリフォームの取組みに関する調査・普及業務を実施

【公募・補助】※調査・普及等に対する補助



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

8

9

6

7

株式会社東急ホーム
ズ

7011001070388
長期優良住宅化リフォーム
の実施

14 補助金等交付 - -

10 馬場栄美子
長期優良住宅化リフォーム
の実施

8 補助金等交付 - -

三井ホーム北海道株
式会社

6430001025377
長期優良住宅化リフォーム
の実施

8 補助金等交付 - -

1

4

5

2

3

住友不動産株式会
社新築そっくりさん事
業本部

8010401015282
長期優良住宅化リフォーム
の実施

25 補助金等交付 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

2

株式会社市浦ハウジ
ング＆プランニング

4010001000696
長期優良住宅化リフォーム
推進事業に係る調査・普及
等の業務

175 補助金等交付 2 -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

国立研究開発法人
建築研究所

9050005005205
長期優良住宅化リフォーム
推進事業に係る評価業務

3 補助金等交付 - -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

長期優良住宅化リフォーム
推進事業に係る補助金の
交付等の事務

2 -

法　人　番　号

4011105004468 406

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

補助金等交付1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

一般社団法人すまい
づくりまちづくりセン
ター連合会

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社日建学院 9013301021795
長期優良住宅化リフォーム
推進事業に係る調査・普及
等の業務

70 補助金等交付 2 -

ヒルサイドコート山の
手管理組合

長期優良住宅化リフォーム
の実施

44 補助金等交付 - -

株式会社長谷工スマ
イルコミュニティ

3010401087624
長期優良住宅化リフォーム
の実施

18 補助金等交付 - -

大和ハウスリフォー
ム株式会社

8120001105555
長期優良住宅化リフォーム
の実施

18 補助金等交付 - -

イワクラホーム株式
会社

6430001001832
長期優良住宅化リフォーム
の実施

15 補助金等交付 - -

ミサワホーム北越株
式会社

7110001005419
長期優良住宅化リフォーム
の実施

10 補助金等交付 - -

ミサワホームイング
九州株式会社

9290001023442
長期優良住宅化リフォーム
の実施

9 補助金等交付 - -



（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - 1%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

「住生活基本計画（全国計画）（平成28年3月18日閣議決定）第２、目標４」（総務省（2013）「平成25年住宅・土地統計調査」）
（国土交通省(2013)平成25年度住宅市場動向調査）

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

％

-

平成37年度までに既存住
宅流通の市場規模を8兆円
まで引き上げる。

実施方法

26年度

住宅ストック循環支援事業 担当部局庁 住宅局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 住宅生産課 課長　眞鍋　純

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

公共事業

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

27年度

インスペクションを実施し、既存住宅売買瑕疵保険に加入する既存住宅の取得や、耐震性が確保されたエコリフォーム、一定の省エネ性能を有する住宅への
建替えの取組に対して支援を行う。

25,000

-

- -

▲ 24,745

既存住宅流通の市場規模
（H25:3.9兆円）

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

-

24,745-

平成２８年度
事業終了

（予定）年度
平成２８年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

若者の住居費負担の軽減、良質な住宅ストックの形成及び既存住宅流通･リフォーム市場の拡大を図る。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

兆円
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） 兆円

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 255 24,745 0

255

執行率（％） - - 100%

8

住宅ストック循環支援事業補助金交付要綱

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

-

-

関係する計画、
通知等

達成度

-

-

-

年度 年度37

-

#VALUE!

-

0

0

事業番号 0119

-

29年度当初予算

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

（項）住宅防災事業費

（項）住宅防災事業に必要
な経費

（目）住宅市街地総合整備
促進事業費補助

その他

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求



政
策政

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

「住生活基本計画（全国計画）（平成28年3月18日閣議決定）第2　目標5」
（国土交通省(2013)「平成25年建築着工統計」）、（国土交通省(2013)「平成25年住宅着工統計」）、（総務省（2013）「平成25年住宅・土地統計調
査」）、（総務省(2013)「平成25年家計調査年報」）、（大規模修繕等及び賃貸住宅リフォーム）国土交通省住宅局調べ（H25）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

「住生活基本計画（平成28年3月18日閣議決定）第２、目標５」（国土交通省(2014)「平成26年住宅着工統計」）
（総務省（2013）「平成25年住宅・土地統計調査」）国土交通省住宅局調べ（住宅の断熱水準別戸数分布調査による推計値）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

「住生活基本計画（平成28年3月18日閣議決定）第２、目標５」
（総務省（2013）「平成25年住宅・土地統計調査」等）

29年度
活動見込

30年度
活動見込

14,250

8

目標年度

年度 37

- -- -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

単位

定量的な成果目標

-

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

戸

計算式 　　Ｘ/Ｙ

1.7

26年度 27年度 28年度

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

年度

単位

％

％

省エネ基準を充たす住宅ス
トックの割合

成果実績

目標値 ％

達成度

定量的な成果目標

成果指標

24745/14250

29年度活動見込

- - -

活動実績

28年度

百万円

単位

- -

- -

％

事業実施件数

平成37年度までにリフォー
ムの市場規模を12兆円まで
引き上げる。

単位 26年度

平成37年度までに耐震基
準（昭和56年基準）が求め
る耐震性を有しない住宅ス
トックの比率をおおむね解
消させる。

耐震基準（昭和56年基準）
が求める耐震性を有しない
住宅ストックの比率

成果実績

27年度

戸

-

平成37年度までに省エネ基
準を充たす住宅ストックの
割合を20%まで引き上げる。

兆円

5

- -

成果指標

- -

目標値 兆円

兆円

28年度
中間目標

27年度 28年度

達成度 ％

目標値

成果指標 27年度

リフォームの市場規模
（H25:7兆円）

成果実績
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

37

％

目標値

単位

Ｘ：事業実績額（百万円）／Ｙ：事業実施件数
※事業実績は、事務業務を除く

単位当たり
コスト

28年度
中間目標

--

単位 26年度

-

-

- - - - -

目標値 ％ -

兆円実績値

-

定量的指標
年度

兆円 -

20

12

１３　リフォームの市場規模

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

達成度

％

- - 14,250

-

27年度

-

-

- -

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

成果目標のうち、既存住宅流通の市場規模を８兆円まで引き上げることにより、質の高い既存住宅が資産として次の世代に承継されていく新たな流れ
が創出されるといった効果があること、リフォームの市場規模を１２兆円まで引き上げることにより、耐震性を充たさない住宅の建替えやバリアフリー化
されていない住宅等のリフォームによって安全で質の高い住宅へ更新されるといった効果があることから、少子・高齢化等に対応した住生活の安定の
確保及び向上をより一層促進することができる。

- 37
定量的指標

目標最終年度

- - - - 12

年度

37 年度

37 年度

- - - - -

-

年度

- - - - -

-

中間目標 目標最終年度

- 年度

- 20

35 40 - - -

-

中間目標 目標最終年度

- 年度

- -

- -

26年度 27年度 28年度

7 8 -

-

--

26年度 27年度 28年度

- - 0

年度

26年度

26年度

目標年度

- 年度 37 年度

中間目標

実績値 兆円 -

単位

- - - -

目標値

９　既存住宅流通の市場規模

- -

１０　既存住宅流通量に占める既存住宅売買瑕疵保険
に加入した住宅の割合

実績値 ％

施策 ２　住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行われる住宅市場を整備する

政策 １　少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

測
定
指
標

-



策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

成果目標のうち、耐震基準（昭和56年基準）が求める耐震性を有しない住宅ストックの比率を５％まで引き上げることにより、住宅ストックの耐震性の向
上といった効果があることから、住宅・市街地の防災性を向上をより一層促進することができる。

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

％ - - - - 95

政策 １１　住宅・市街地の防災性を向上する

施策 防災性の高い施設及び環境を整備することにより、住宅・市街地における安全・安心度を高める。

測
定
指
標

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度
中間目標 目標年度

- 年度 32 年度

住宅の耐震化率

実績値 ％ - - --

目標値

7 8

成果目標のうち、省エネ基準を充たす住宅ストックの割合を２０％まで引き上げることにより、住宅の消費エネルギー削減による環境負荷の低減といっ
た効果があることから、地球環境の保全をより一層促進することができる。

政策 ３　地球環境の保全

定量的指標 単位 26年度

-

本事業の目的である若者の住居費負担の軽減、良質な住宅
ストックの形成及び既存住宅流通･リフォーム市場の拡大は
地域によらず取り組むべき国の重要な課題である。また、「未
来への投資を実現する経済対策」（平成8月2日閣議決定）に
位置づけられた事業であることから、国主導で行うことが必要
である。

○

年度 37 年度

３２　省エネ基準を充たす住宅ストックの割合

実績値 ％ - - -

目標値 ％ - - - - 20

27年度 28年度

施策 ９　地球温暖化防止等の環境の保全を行う

測
定
指
標

中間目標 目標年度

評　価項　　目

本事業の目的である若者の住居費負担の軽減、良質な住宅
ストックの形成及び既存住宅流通･リフォーム市場の拡大は、
社会のニーズを的確に反映している。

目標最終年度

-

-

目標値

中間目標計画開始時
28年度 29年度

- - -

○

単位
年度

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

本事業は、若者の住居費負担の軽減、良質な住宅ストックの
形成及び既存住宅流通･リフォーム市場の拡大等の政策目
的の達成のために必要な費用に限定して補助するものであ
り、また、「未来への投資を実現する経済対策」（平成28月2日
閣議決定）に位置づけられた優先度の高い事業である。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

-

-

年度 年度

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

評価に関する説明

-

○

国
費
投
入
の
必
要
性

改革
項目

分野： -

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

-

-

-

達成度 ％ -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム



補助対象となる住宅のリフォーム工事等について、補助事業
者と発注者との間での契約の見直しによる内容の追加・変更
等の調整が発生し、不測の日数を要したことから、契約締結
が遅延し、年度内の事業完了が困難となった等のため、繰越
が生じた。

平成25年度 平成26年度 平成27年度

事業番号 事業名所管府省名

○

交付の申請等にかかる事務に必要な経費に限定して支出し
ている。

平成23年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

対象とするリフォーム工事内容等を限定している。

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

年度内の確実な執行を図るため、執行状況の把握を行うとともに、交付の申請等に係る業務を適切に行う。

補助対象となる住宅のリフォーム工事等について、補助事業者と発注者との間での契約の見直しによる内容の追加・変更等の調整が発生し、不
測の日数を要したことから、契約締結が遅延し、年度内の事業完了が困難となった等のため、繰越が生じた。

‐

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成24年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

△

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

‐

公募により選定している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

無

平成28年度

単位当たりコスト等の水準は妥当か。
補助限度額を設定するとともに、リフォーム工事内容に応じて
定めた額（定額）等について支出するものであることから、の
単位当たりのコスト等の水準は妥当である。

○

○

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

手続きの一部を電子化するなどして、効率化を図っている。

行政事業レビュー推進チームの所見

省エネ基準を満たす住宅ストックの割合は、年々増加してき
ているが、引き続き、目標の達成のための取組が必要。

備考

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

補助対象となる住宅のリフォーム工事について、補助事業者
と発注者との間での契約の見直しによる内容の追加・変更等
の調整が発生し、不測の日数を要したことから、契約締結が
遅延し、年度内の事業完了が困難となった等のため、繰越が
生じた。

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

無

点検結果

補助事業の目的の達成のために必要な費用に限定して支出
している。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

支出先上位１０者リスト

A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

株式会社電通

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

金　額
(百万円）

A.株式会社電通

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

庁費 委託料 251.2

使　途

人件費

B.
金　額

(百万円）

3.4

費　目 使　途

計 254.6 計 0

補助金の交付等に係る事務のための人件
費

費　目

1

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

補助金等交付 2 -

法　人　番　号

4010401048922 255

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

住宅ストック循環支援事業
に係る補助金の交付等の
事務

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

【公募・補助】

国土交通省

２５５百万円

補助金の交付等に係る事務費

２５５百万円

①庁費 ４百万円

②人件費 ２５１百万円

・インスペクションを実施し、既存住宅売買瑕疵保険に加入する

既存住宅の取得や、耐震性が確保されたエコリフォーム、一定

の省エネ性能を有する住宅への建替えの取組に対する補助金

Ａ.株式会社電通

２５５百万円


